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議事日程 

日程第１ 会議録署名議員の指名について 

日程第２ 会期の決定について 

日程第３ 議案第５３号 那賀町職員の特殊勤務手当に関する条例の一部改

正について 

 議案第5４号 那賀町手数料条例の一部改正について 

 議案第５５号 平成２５年度那賀町一般会計補正予算（第１号）

について 

 議案第５６号 平成２５年度那賀町集落排水事業特別会計補正 

予算（第１号）について 

 議案第５７号 平成２５年度那賀町ケーブルテレビ事業特別会計

補正予算（第１号）について 

 議案第５８号 町道路線の変更について 

日程第４ 議案第５９号 工事請負契約の締結について 

（平成２４年度社会資本整備総合交付金事業 

 町道鉢久保線改良工事） 

 議案第６０号 物品購入契約の締結について 

（平成２５年度町単独本庁舎備品購入事業 

 事務機器） 

 議案第６１号 損害賠償の額の決定について 

日程第５ 承認第１号 那賀町税条例の一部改正の専決処分の承認を求め

ることについて 

 承認第２号 那賀町国民健康保険税条例の一部改正の専決処分

の承認を求めることについて 
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 承認第３号 平成２４年度那賀町一般会計補正予算（第７号）

の専決処分の承認を求めることについて 

 承認第４号 平成２４年度那賀町国民健康保険事業特別会計補

正予算（第４号）の専決処分の承認を求めること

について 

 承認第５号 平成２４年度那賀町国民健康保険診療所事業特別

会計補正予算（第３号）の専決処分の承認を求め

ることについて 

 承認第６号 平成２４年度那賀町後期高齢者医療特別会計補正

予算（第１号）の専決処分の承認を求めることに

ついて 

 承認第７号 平成２４年度那賀町介護保険事業特別会計補正予

算（第２号）の専決処分の承認を求めることにつ

いて 

 承認第８号 平成２４年度那賀町ケーブルテレビ事業特別会計

補正予算（第４号）の専決処分の承認を求めるこ

とについて 

日程第６ 同意第４号 那賀町固定資産評価審査委員の選任について 

日程第７ 報告第５号 平成２４年度那賀町一般会計繰越明許費繰越計算

書について 

 報告第６号 損害賠償の額の決定及び和解に係る専決処分の報

告について 

 報告第７号 専決処分の報告について 

（平成２４年度道整備交付金事業 

 町道海川出原線改良工事 変更契約） 

日程第８ 要望第１号 戦没者慰霊追悼行事に関する要望書について 

   

 

本日の会議に付した事件 議事日程に同じ 
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午前１０時００分 開会 

○大澤夫左二議長 皆さん、おはようございます。ただいまの出席議員は１５名であり

ます。 

ただいまから、平成２５年６月那賀町議会定例会を開会いたします。 

午前１０時００分 開議 

○大澤夫左二議長 これより、本日の会議を開きます。 

日程に入るに先立ち、諸般の報告をいたします。 

５月２８日と２９日、東京都において第３８回町村議会議長・副議長研修会が開催

され、副議長が参加しましたので御報告いたします。 

次に、監査委員から、３月から５月に実施された例月出納検査と５月に実施された

行政監査の結果について、議長宛に報告書が提出されていますので御報告いたします。 

次に、町長から、お手元に配布のとおり議案等の提出通知がありましたので、御報

告いたします。 

報告は以上のとおりであります。 

これより本日の日程に入ります。議事日程はお手元に御配布のとおりであります。 

日程第１、会議録署名議員の指名を行います。会議録署名議員は、議長において吉

田行雄君、連記かよ子君の２名を指名いたします。 

日程第２、「会期の決定について」を議題といたします。 

お諮りいたします。今期定例会の会期は、本日から６月１９日までの１５日間とし

たいと思います。これに御異議ございませんか。 

（｢異議なし｣と呼ぶ者あり） 

○大澤夫左二議長 「異議なし」と認めます。よって、今期定例会の会期は、本日から

６月１９日までの１５日間と決定いたしました。 

日程第３、議案第５３号「那賀町職員の特殊勤務手当に関する条例の一部改正につ

いて」から、議案第５８号「町道路線の変更について」までの６件を議題といたしま

す。 

以上６件について、町長に提案理由の説明を求めます。 

○坂口博文町長 議長。 

○大澤夫左二議長 坂口町長。 

○坂口博文町長 おはようございます。 

  本日、ここに平成２５年６月那賀町議会定例会を招集いたしましたところ、議員の皆

様には公私共に御多用のところ御参集を賜り、厚く御礼を申し上げます。 

  平成２４年度の出納閉鎖による決算見込額につきましては、純繰越額約９億８千８百

万円、基金総額１００億円を超える財政状況になる見込みでありますが、これは平成２

４年度交付税総額が前年度比１１．６％増加したこと、及び国の平成２４年度補正予算

による地域の元気臨時交付金等の一時的な財源によるものであり、将来的に継続される

財源ではないことを認識しなければなりません。その上で、庁舎の新築・改築、クリー

ンセンター（ごみ処分場）の建設、消防・防災行政無線のデジタル化等、今後に予定し

ている事業を考慮すると決して余裕のある財政ではなく、一層の財政改革に努めなけれ

ばならないと思っております。 



- 6 - 

なお、本日視察をしていただくことになっておりますクリーンセンター建設場所は、

先般、直接関係地域の方々に概略説明会を開催させていただき、一応理解をいただいた

ところであります。今後、環境調査を進めながら、中山地区全体の方々にも説明会を開

催し、御理解を得たいと思っておりますので、議会の皆様方にも御協力をお願い申し上

げ、提案理由の御説明をさせていただきます。 

  ６月定例会に提案いたします案件は、条例の改正２件、平成２５年度補正予算３件、

契約の締結２件、損害賠償の額の決定１件及び町道路線の変更１件の９議案のほか、専

決処分の承認８件及び人事同意案件１件の、合わせて１８件について御審議いただくも

のでございます。その他、専決処分の報告が３件ございます。 

以下、議事日程に従い、説明を申し上げます。 

まず、議案第５３号は「那賀町職員の特殊勤務手当に関する条例の一部改正につい

て」であります。これは、那賀町の医療機関に勤務する医師に支給する「医師時間外勤

務時間診療業務従事手当」を改定するものです。 

議案第５４号は「那賀町手数料条例の一部改正について」であります。これは、同

条例に那賀町が実施する各種健康診査の手数料についての規定を加えるものであります。 

議案第５５号は「平成２５年度那賀町一般会計補正予算（第１号）について」であ

ります。既定の予算額に歳入歳出それぞれ８９，４７９千円を追加し、歳入歳出予算の

総額を歳入歳出それぞれ９，３３１，４７９千円とするものです。 

歳入では、当初予算で財源として計上していた財政調整基金繰入金４億円の減額、

下ノ内地区における支障物件移転補償費を計上しました。 

歳出の主なものは、土木費では下ノ内地区町有建物解体費等２２，２２６千円を計

上、社会資本整備総合交付金事業費は６４，８６５千円を減額しました。消防費では、

丹生谷消防署における庁舎増築工事設計委託、救急工作車資機材購入などで２７，８８

３千円を計上しました。教育費では、那賀高校教育振興費補助金、あい幼稚園用地取

得、小・中学校の消防設備改修工事、文化財保護費などで５２，７５９千円を計上しま

した。 

地方債補正として、合併特例債の限度額を変更します。 

議案第５６号は「平成２５年度那賀町集落排水事業特別会計補正予算（第１号）に

ついて」であります。既定の予算額に、歳入歳出それぞれ１，９９５千円を追加し、歳

入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ１３６，５８１千円とするものです。 

歳出は、鷲敷地区農業集落排水事業費で１，９９５千円を追加し、財源は繰越金を

同額充当いたしました。 

議案第５７号は「平成２５年度那賀町ケーブルテレビ事業特別会計補正予算（第１

号）について」であります。既定の予算額に、歳入歳出それぞれ６３２，２８０千円を

追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ７３７，５２６千円とするものです。 

歳出は、ケーブルテレビ事業費でケーブルテレビネットワーク整備事業費６３２，

１００千円を計上しました。財源は国庫支出金６１６，０５０千円のほか、合併特例債

などを充当いたしました。 

地方債補正として、今回、合併特例債の限度額を新たに設定いたしました。 

議案第５８号は「町道路線の変更について」であります。町道小浜立石線について
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変更したいので、道路法の規定により議会の議決を求めるものであります。 

以上、議案６件につきまして御審議いただき、全議案とも御承認賜りますようお願

いを申し上げ、提案理由の説明といたします。 

○大澤夫左二議長 この際、議事日程の都合により休憩いたします。 

午前１０時１０分 休憩 

午前１１時２５分 再開 

○大澤夫左二議長 休憩前に引き続き、会議を開きます。 

これより、議案第５３号から議案第５８号までの６件について、一括質疑を行いま

す。 

なお、これらの議案は各常任委員会へ付託の予定となっておりますので、所管分以

外の議案について、理事者への質疑等を行っていただければと思います。 

○大澤夫左二議長 順次、質疑のある方はどうぞ。 

○新居敏弘議員 議長。 

○大澤夫左二議長 新居君。 

○新居敏弘議員 一般会計補正予算なのですけれども、１５ページの下ノ内地区住宅等

移転対策費で、県の方からの補償費として１億６千５百万円ぐらいのこの費用を使っ

て、今回４棟分の町有建物の解体工事なのですけれども、ほかに教員住宅とか町営住

宅もあろうかと思うのですけれども、その辺の今後の取組状況というのですか、どう

いった段取りでやっていくのかお聞きしたいと思います。 

○横山尚純上那賀支所長 議長。 

○大澤夫左二議長 横山上那賀支所長。 

○横山尚純上那賀支所長 それでは、新居議員さんの御質問にお答えいたします。 

先ほど、議案の説明資料で地図を配布しております。それで、その説明資料１７－

１の中で、平成２４年度で取り壊した建物がこの青で囲んである住宅で、公営住宅を取

り壊しました。今回４棟が補償対象となっておりますけれども、またこの地図で言いま

すと、右側に教職員住宅というのが入っていると思います。これについては、今のとこ

ろまた１億円ぐらいの補償が入るようには聞いておりますけれども、あと全体的なこと

はちょっと県の予算との兼ね合いもありますので、順次これは取り壊していくことにな

ろうかと思っております。 

以上です。 

○新居敏弘議員 議長。 

○大澤夫左二議長 新居君。 

○新居敏弘議員 そうしたら、教員住宅の方についての補償も、またあとからあるとい

うことやね。できるだけ早くこれが進むように、よろしくお願いしたいと思います。 

○植北英德議員 議長。 

○大澤夫左二議長 植北君。 

○植北英德議員 ちょっとお尋ねしたいと思います。農林水産業費で、鳥獣被害防止対

策費用として８，９２０千円が出ておりますが、これは現在有害鳥獣でシカなんかは

２０千円払っております。その上に追加ということでいいのですか。 

それと、今那賀町でしておりますカラスに対しての――鳥獣害には鳥というのも入っ
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ておりますので、その鳥に対しての交付金は受けられないのか、ちょっとお尋ねいたし

ます。 

○樫本正史農業振興課長 議長。 

○大澤夫左二議長 樫本農業振興課長。 

○樫本正史農業振興課長 お答えします。 

昨年同様、本年度も環境課の環境衛生費の方で有害鳥獣駆除捕獲委託料として計上

しまして、捕獲班の方との契約は４月から結んでおります。これにつきましては１０

０％国のお金でございまして、それが県・町を通じて捕獲班に渡るということで、上乗

せの事業でございます。 

鳥類の件につきましては、これが該当するかどうか、ちょっと今まだ確認できませ

んので、すぐに調べてまた御返事させていただきたいと思います。 

 それと、県の方も大変手間取っておりまして、説明会が最後に行われたのが５月２２

日、それで那賀町においては５月３１日に那賀町有害鳥獣捕獲対策協議会というのを開

きまして、県からも５名ほどの参加をいただきまして、各捕獲団体等の協議会のところ

で説明会等をさせていただきました。 

 その中で分かったことなのですが、県と町で、環境の方で出しておりますシカに対す

る個体数調整による捕獲許可については、この補助が対象外であるということが分かり

まして、つきましてはこの予算で現在組んでおりますシカに対する８４０頭は、ほとん

どが個体数調整で捕獲しておるものだということでございます。それで、実績に応じて

は当然大きい減額もやむを得んなというところではございます。 

（坂口博文町長、何事か呼ぶ。） 

  そうです。有害鳥獣捕獲許可でないと、この何が出てこんということで。 

 ただ現在、そのカラス檻
お り

につきましては捕獲班に委託という格好ではやっておりませ

んので、町の施設ということでやっておりますので、ちょっとそこらは検討が要ろうか

と思っております。 

 以上です。 

（坂口博文町長、何事か呼ぶ。） 

○大澤夫左二議長 はっきり言うておいたら。 

○樫本正史農業振興課長 現在のところ、カラス捕獲檻
お り

につきましては町管理というこ

とでございますので、ちょっとこの辺には該当しないということでお願いします。 

○植北英德議員 議長。 

○大澤夫左二議長 植北君。 

○植北英德議員 カラス檻
お り

につきましては、是非鳥獣害としてどうにか委託という形

で、やはり管理料も払うということも言っておったのですが、どうにかして手当をあ

げてほしいと思います。そうでなければやはり管理が、ちょっと聞くところによると

管理がちょっとできにくいというようなことも言っておりますので、どうか今後のい

ろいろな協議でよろしくお願いしたいと思います。 

  それと、これは小さなことですが、商工費で草刈り機の購入が出ておりますが、これ

私がちょっといろいろ農業をしておりますので感じたところによりますと、草刈り機の

代金がちょっと高いのでないかと思いますので、ここらも十分入札等をして、小さなこ
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とですが、これらも一般財源で出ておりますので、ちょっと御検討を願いたいと思いま

すので、よろしくお願いいたします。  

  以上です。 

○古野司議員 議長。 

○大澤夫左二議長 古野君。 

○古野司議員 ２点若しくは３点お聞きをいたします。 

一般会計補正予算の中ばかりです。先ほどもちょっと休憩時間に上那賀支所長の横

山さんにもお聞きしたのですが、１２ページの平谷福祉センター管理費というところ

で、消防法に絡んでということで改善工事費が出ております。これまたずっと、１６ペ

ージにもエアコンの新設ということで、同じ福祉センターに対して予算をされておりま

す。非常に必要なことであって、このすることの必要性をとやかくということではござ

いません。ただ心配をいたしておりますのは、先ほど新居議員からの質疑もあった下ノ

内の工事が将来的に進んだあと、建て替えというふうなことになっていって、上流地区

救急の出動の本丸が移転して、問題がない箱が建ったあとであればいいのですが、その

前の段階で仮に使っておるという形の中に、度々再々、どんどんと予算が投入されてお

ります。 

これ、もしかしたら幾ら整備をしてもこの本体自身に耐震強度がない中で、あの建

物の中に本体が２千６百万円、艤装
ぎ そ う

して３０百万円を超える車が座って救急車が入って

おります。グラグラっと来てガサッといったら、車が出られんことが始まるどころか、

車が駄目になってしまう可能性もあると思うのです。ですから、これは必要なことで、

エアコンもこのことの整備も必要なことなのでしょうけれど、耐震の診断をしてしまっ

たらもう使えんようになってしまうからそれも怖い話なのですが、せめてグラグラっと

きてもペシャンといかん程度だけのことはできておるのかなと。しておかなかったら、

本来人命を守るための救急車が出動できんというふうなことになったら、本末転倒でな

いかなと思うのです。 

その点、先ほど横山支所長にお聞きしたら、「多分耐震というか診断はしておらん

だろうというふうな記憶です。」というふうなことをおっしゃっておったのですが、支

所長でなく町長なり副町長なり、この点、当分まだ下ノ内のことが終わらんだろうと思

うのです、１０年なり１０数年先でなければ。その間、期間が長い。７０％と言われる

南海トラフの関係から言えば、せめて潰れんだけには、二度と使えんでも構わんけれど

も、潰れて救急車が引っ張り出せんとか、もう全く鉄くずになってしもうたというよう

なことにならんだけはお考えいただかないといかんと思い、これに絡んでちょっとお聞

きをいたします。 

○坂口博文町長 議長。 

○大澤夫左二議長 坂口町長。 

○坂口博文町長 この平谷福祉センターの今議員御指摘の件につきましては、予算審査

のときにも出た話ですが、１つは、この２，３９４千円の消防法特定対象物不備事項

改善工事、これは旧上那賀町のときからずっと指摘を受けていたそうです。それがい

ろいろな事情でそのままで延長になり、それで最近特に消防関係は厳しくなりまして

指摘を受けて、将来的なことも考えますと、今御指摘のようなこともありますが、ま
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だ、ただ先ほど支所長も御答弁させていただきましたように、県の予算がどうなるか

分からないということで、いつ全てが移転対象になり、その工事が終わるかというこ

とも不明でございます。そういった点で、今、そのような状況の中でそのまま置くと

いうのは不適当だろうということで、今後におきましては御指摘の耐震診断そしてま

た改修も含めて、もうやるべきことはやりましょうということで、今回この件につき

ましてももういつになるか不明だということで、たちまちは直しましょうと、指摘事

項はもう指摘事項として受け止めて、それに対応していきましょうということで予算

計上をさせていただいたのが事実でございます。 

 耐震改修につきましても、今後において診断の上、今はちょっと庁舎の方に重点を置

いておりますが、そのことを含めて対応してまいりたいと思っております。 

○古野司議員 議長。 

○大澤夫左二議長 古野君。 

○古野司議員 はい、何かその調査をするのも怖いような気もするような建物で、した

ら大変なことになるのかなと思ったりもしますが、やることはやはりやっていただく

という姿勢でよろしくお願いをしたいと思います。 

  それと、２点目でございます。これは以前に同僚議員が一般質問でしたか何かで質問

された絡みもあるのですが、１４ページの森林管理受託センター準備室事業費で、森づ

くり支援交付金事業山林購入ということで、今回２，９００千円計上をされておりま

す。これは、以前同僚議員の質問だったかこの一括質疑のときの質疑でしたか、どちら

かちょっと記憶が定かではないのですが、その中で、本町を貫く国道１９５号の国道沿

いの民有林が中心になるのですが、国道にスギ林がずっとあって非常に景観が悪いと、

那賀町に入ってきたらもう本来であったら川が見えるようなところで、きれいな川を見

ながら通っていただくと、地元の方々も日々川を見ていただいて生活をしていただける

という、国道を走る中でいい感情を持っていただけるためにも、その整備をしたらどう

ですかと。それで、町長御自身が、そのときに企業局のこの予算を利用してしたいなと

いうふうなことをおっしゃっていただいた。その後、それがダム湖より上流でなければ

その事業費を受けることができない、投入できないというふうな話だったように覚えて

おります。 

今回この事業というのが、その関係で今回の山林購入ということに使われるという

ふうなことで、県が示した形の要綱の中での事業ということなのでしょうが、改めて考

えて見ますと、そのダム湖上流で水源の確保ということに資するための県の交付金事業

であって、それに使ってくれということで県が支出する。逆に言えば、これは徳島県企

業局ですね、相手の事業体に関しては。それで言えば、売電の事業と工業用水の販売を

しております。工水というのは那賀川の下流までいって、もう下流域で取水をして販売

をしているということであれば、本来その工水も売電も両方兼ね合わさっておる部分は

川口ダム湖より上流部分にしかならんのですが、工水を取水しておるということであっ

ても、工水より上流、那賀川本川
ほ ん せ ん

には、ずっとほとんどがどこでも水源を確保して維持

してもらうために、県の企業局も常に山に水を持てるような形の方向になっていただけ

たらと思っておると思うのです。 

ですから、その件も述べて、できればこの１９５号が那賀川に合流するこの鷲敷地
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区から上流部のずっと民地、個人の資産のことでとやかくは申し上げたらいかんのです

が、特に何か所か非常に景観が悪くなっておるところ、特に鷲敷と相生の間だったり、

相生の上流部であったりするところにこの資金を投入できるような形というのを企業局

に再度働きかけて、やっていただけたらと思います。 

  私個人ですが、企業局の方にこの件でこの話をしたときに、町長がそうおっしゃって

おいでたし、現実はそれはそうなのだろうということで話をしたら、「いえ、それはも

う十分な議論の中で絶対的に決まったものではないのだ。」というふうな話であったの

で、再度また――この期間まだ数年あると思うのです。町長の方から、町長自身も前向

きな話だったと思うのです、最初は。ただ県の方が難しいということで、この話が駄目

だったというふうに記憶をしておるので、この点、再度お伺いいたしますが、いかがで

すか。 

○坂口博文町長 議長。 

○大澤夫左二議長 坂口町長。 

○坂口博文町長 この件、川口ダム上流においても同等に扱ってほしいということにつ

いては、私も強く県の方に申入れを行っております。幸い、この際に、山林の外国資

本とかの買収に対応するための森づくり条例を今制定するべく、県で委員会組織を立

ち上げております。その中に、自治体としては私１人なのですが、委員として参画を

させていただいております。現在のところ、２回その会議を行っておりますが、その

中でもその話を詰めております。 

そういったことで、やはりそういうことも含めて公有林化をしていこうと、公有林

化をするのがまずは一番先に守れることだろうということなので、その公有林化をする

場合に、徐々に我々としてもこの企業局のこういった資金を活用して順次進めていきた

いと、そうした中で、やはりこれはダムの上流・下流で制限をかけないようにしていた

だきたいということを、経産省また企業局の方にも強くこの点を要望していただきたい

ということは、先般もその話はいたしております。 

将来的にそういったことで、この条例案件の中でもその話はいつもさせていただい

ておるのですが、企業局さんの方にもその点を理解していただき、局長さんと共に多少

目はつぶっていただきたいなということで今は進めてございます。是非ともそういった

ことを要望と、それについて容認をしていただきたいと思っております。 

（古野司議員「以上です。」と呼ぶ） 

○柏木岳議員 議長。 

○大澤夫左二議長 柏木君。 

○柏木岳議員 はい、２点質問をいたします。まずは商工関係ですけれども、１４ペー

ジの商工費で商工会への補助金、買物弱者対策で宅配事業の強化をしていくというこ

とに対する補助金が出ておりますが、買物弱者対策というのはですね、今高齢者が

中々運転もできなくて１人暮らしの状況が進んでいる中で、どれだけ足を運ばなくて

もものが手に入るかということを考えることは非常に重要なことであると思います

し、是非これは進めていただきたいと思うのですけれども、補助金を打つ場合に既存

の業者等との利害調整を行うことはどうしても必要かなということはあります。 

 現在、奥の地域でもですね、行商というか、店舗を構えているところでも車で回って
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いただいているようなところも数か所・数軒ございますけれども、この補助金を打つこ

とによって宅配事業が整っていくことによって、そことの利害関係が競合するというよ

うなことがどの程度想定されているのかというのをお聞かせいただきたいと思います。 

○新居宏商工地籍課長 議長。 

○大澤夫左二議長 新居商工地籍課長。 

○新居宏商工地籍課長 柏木議員から今御質問がありましたように、この事業を行うに

当たっては、現在移動販売等を行っている業者さんとの利害関係をどうするかという

部分が一番の問題・課題であろうかと思っております。それについては、視察を行い

ました大豊町等でもお聞きをいたしましたが、大豊町でもそういったことがあって、

そういう業者さんと事前に協議をしたということで、大豊町についてはそういう問題

もあったけれども、それについては理解を得られたということでございます。 

 那賀町においても、現在商工会の方で、そういった利害関係についてどうするかとい

うことで話を進めてもらっております。どうするかという具体的な部分についてはまだ

お聞きはしておりませんが、今後そういった部分をどうするかという部分について、十

分詰める必要があろうかと思っております。 

  宅配サービスについては、将来的なネットスーパーとかのシェアとか、大手スーパー

さんの参入とかも視野に入れて、商工会としての会員さんの経営改善とか、地域の商工

会会員さん等の商店、町内での買物を推進するといったことも、この事業でそういった

部分も考えておりますので、是非御協力いただけるように商工会の中でこれから調整し

ていきたいと思います。 

○柏木岳議員 議長。 

○大澤夫左二議長 柏木君。 

○柏木岳議員 はい、続けてですね、今行商をしていただいているところも恐らくはこ

の宅配事業にも参画はできるのだろうとは思いますけれども、若干違いはあると思う

のですね。結構奥の方の方に聞くと、たくさんのものを現場で見て選びたいのだとい

うような話もされるわけなのです。各商店のカタログというのもなかなか置いている

ところも少ないのですけれども、商店に電話をかけてこういうものも欲しいのだとい

うこと以上に、行商の必要性というのも多分にあると思いますので、その辺り、行商

をされているところが宅配事業に参画するということにおいて、その若干の売上げ、

行商における売上げを宅配事業で補てんしていただくというのもありはありなのでし

ょうけれども、そこの部分のその行商のメリットというのも十分に考えていただきた

いなと思います。もしそこで利害調整ができない場合はですね、何らかの方策で少し

その行商部分にも補助金を打つなりということも必要ではないかなというふうにも思

いますので、お願いをしたいと思います。 

  もう１点が、ケーブルテレビの件なのですけれども、地方債もありますけれども、こ

れは全額に近いほど外部資金で出るので財布としては非常にありがたいのですが、これ

を敷設することによってかなり高額の予算になっておりますけれども、その高額の備品

ないし施設が手に入るということにおいて、今後維持管理コストがどの程度かかるのか

というのを、想定の範囲で結構ですのでお聞かせください。 

○岩本泰和ケーブルテレビ課長 議長。 
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○大澤夫左二議長 岩本ケーブルテレビ課長。 

○岩本泰和ケーブルテレビ課長 はい、今度新しく導入するシステム等のランニング

コストという御質疑であったかと思うのですけれども、今まではほとんどランニング

コストをかけずにやってまいりました。けれど、それの痛みというのは我々現場にお

る人間が本当に針のむしろではないのですけれども、非常に大変な思いをした記憶が

ございます。 

 私もこのケーブルテレビには非常に長いこと籍を置いていますので、いつまでもとい

うわけにもいきません。今後はこのランニングコスト、特にメンテナンスについて、や

はりこれは専門業者に委託をする方が職員としては非常に楽かなと。その辺りの細かい

金額については、今後はじき出して、また次の機会には報告できるかなと思いますの

で、その折に報告したいと思います。 

 よろしくお願いします。 

○柏木岳議員 議長。 

○大澤夫左二議長 柏木君。 

○柏木岳議員 はい、施設ないし公共物を造る場合、一時的に入ってくるお金だけでは

なくて、もちろんランニングコストの計算も併せて提案をいただけたらと思います。

よろしくお願いします。 

  以上です。  

○大澤夫左二議長 ほかにございませんか。 

○大澤夫左二議長 質疑がもうないようでございますので、これで質疑を終わります。 

  お諮りします。ただいま議題となっております議案第５３号から議案第５８号までの

６件は、お手元に配布しております「議案付託表」のとおり、それぞれ各常任委員会に

付託したいと思いますが、これに御異議ございませんか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○大澤夫左二議長 「異議なし」と認めます。よって、各常任委員会に付託することに

決定しました。 

  ここで、午食のため午後１時まで休憩といたします。 

午前１１時５４分 休憩 

午後０１時００分 再開 

○大澤夫左二議長 休憩前に引き続き、会議を開きます。 

  日程第４、議案第５９号「工事請負契約の締結について（平成２４年度社会資本整備

総合交付金事業 町道鉢久保線改良工事）」から、議案第６１号「損害賠償の額の決定

について」の３件を議題といたします。 

  町長に提案理由の説明を求めます。 

○坂口博文町長 議長。 

○大澤夫左二議長 坂口町長。 

○坂口博文町長 それでは、日程第４の議案第５９号から説明をさせていただきます。 

  議案第５９号は「工事請負契約の締結について」であります。「平成２４年度社会資

本整備総合交付金事業 町道鉢久保線改良工事」について、町内の建設業者１０者を指

名し、総合評価方式指名競争入札を行いました。 
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入札の結果、株式会社新居組と消費税を含め１４７，０００，０００円で工事請負

契約を締結したいので、地方自治法第９６条第１項第５号の規定により議会の議決を求

めるものであります。 

議案第６０号は「物品購入契約の締結について」であります。「平成２５年度町単

独本庁舎備品購入事業 事務機器」について、専門業者６者を指名し、指名競争入札を

行いました。 

入札の結果、有限会社喜久屋商店と消費税を含め１１，４４５，０００円で物品購

入契約を締結したいので、地方自治法第９６条第１項第８号の規定により議会の議決を

求めるものであります。 

議案第６１号は「損害賠償の額の決定について」であります。木頭地区の町道にお

いて、道路施設の瑕疵
か し

〔Ｐ１８関連記載あり〕により通行車両に損害を与えたので、損害賠

償の額の決定について、地方自治法第９６条第１項第１３号の規定に基づき、議会の議

決を求めるものです。 

以上、議案３件につきまして御審議いただき、全議案とも御承認賜りますようお願

い申し上げ、提案理由の説明といたします。 

○大澤夫左二議長 まず、議案第５９号「工事請負契約の締結について（平成２４年度

社会資本整備総合交付金事業 町道鉢久保線改良工事）」を審議いたします。 

  内容の説明を求めます。 

○平川恒建設課長 議長。 

○大澤夫左二議長 平川建設課長。 

○平川恒建設課長 先に議案を読み上げさせていただきます。 

  「議案第５９号、工事請負契約の締結について。次のとおり工事請負契約の締結をし

たいので、地方自治法第９６条第１項第５号の規定により議会の議決を求める。平成２

５年６月５日提出、那賀町長 坂口博文。 

  次のとおり工事請負契約を締結する。１．契約の目的、平成２４年度社会資本整備総

合交付金事業 町道鉢久保線改良工事。２．契約の方法、総合評価方式指名競争入札。

３．契約の金額、１４７，０００，０００円。４．契約の相手方、徳島県那賀郡那賀町

掛盤字名古ノ瀬７番地２、株式会社新居組、代表取締役 新居健一。」 

  内容の説明をさせていただきます。平成２５年５月２８日に、Ａランク以上の業者１

０者について指名いたしまして、総合評価方式指名競争入札を執行いたしました。入札

の状況としましては、説明資料１３－４、入札比較表のとおり、評価値算出の結果、株

式会社新居組に評価値７７．８５７で落札決定いたしました。請負率は９４．７％でご

ざいます。 

説明資料１３－２に見取図を載せてあります。当契約区間は林道鉢久保線の終点か

ら旗揚げ表示をしております１５０ｍ間で、説明資料１３－３に表示しております断面

図の赤で着色の部分について施工するものでございます。 

主な内容としましては軽量盛土工法で、施行区分は現道の現況地盤をコンクリート

吹き付け、鉄筋挿入工、アンカー工の併用で安定させたのちに、軽量盛土の側壁の支柱

となるＨ鋼を立てこむ工事でございます。  

  以上でございます。よろしくお願いいたします。 
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○大澤夫左二議長 説明が終わりました。 

これより質疑を行います。質疑ありませんか。 

○大澤夫左二議長 「質疑なし」と認めます。 

  これから討論を行います。発言ありますか。 

○大澤夫左二議長 「討論なし」と認めます。 

これから、起立により採決します。議案第５９号「工事請負契約の締結について

（平成２４年度社会資本整備総合交付金事業 町道鉢久保線改良工事）」は、原案のと

おり決定することに賛成の方は、御起立願います。 

〔賛成者起立〕 

○大澤夫左二議長 「起立全員」であります。よって、議案第５９号は原案のとおり可

決されました。 

次に、議案第６０号「物品購入契約の締結について（平成２５年度町単独本庁舎備

品購入事業 事務機器）」を審議いたします。 

  内容の説明を求めます。 

○湯浅卓治企画情報課長 議長。 

○大澤夫左二議長 湯浅企画情報課長。 

○湯浅卓治企画情報課長 まず議案の朗読を、次に内容の説明をさせていただきます。 

  「議案第６０号、物品購入契約の締結について。次のとおり物品購入契約の締結をし

たいので、地方自治法第９６条第１項第８号の規定により議会の議決を求める。平成２

５年６月５日提出、那賀町長 坂口博文。 

  次のとおり物品購入契約を締結する。１．契約の目的、平成２５年度町単独本庁舎備

品購入事業 事務機器。２．契約の方法、指名競争入札。３．契約の金額、１１，４４

５，０００円。４．契約の相手方、徳島県阿南市橘町西浜１５３番地４、有限会社喜久

屋商店、代表取締役 谷村嘉啓。」 

次に内容でございますが、議案説明資料の４ページ目をお開きください。こちらの

方に入札比較表と、続いて物品の写真入りの一覧表を付けてございます。これについて、

価格は書いてございますが、これは飽くまで定価の価格でございますので、今回の入札

金額ではございません。 

内容でございますが、本庁舎の改築に伴い、改築後の庁舎の事務用備品を購入する

ものでございます。内容については、来客用ソファ・窓口用のカウンター・事務用デス

ク・事務用いす・事務用戸棚及び２階書庫の書類保管用ラック・仕切りパネル等、あと

これらの連結等の付属部品等が主なものでございます。納入につきましては、１１月１

日を納入期限といたしております。 

よろしくお願いいたします。 

○大澤夫左二議長 これより質疑を行います。質疑ありますか。 

○新居敏弘議員 議長。 

○大澤夫左二議長 新居君。 

○新居敏弘議員 物品購入なのですけれども、前にも言ったかと思うのですけれども、

町長にお聞きしたいのですけれど、こういった物品は町内業者でも扱っていることな

ので、できるだけ町の税金は地元に落として、そういうことで地域のお金を流通させ
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て活性化をすると、税収も入るといったようなことで、町内業者を優先してほしいと

いうことをいつも言っているのですけれども、今度のこの件についての町長の考え方

みたいなものをちょっとお聞きしたいと思います。 

○坂口博文町長 議長。 

○大澤夫左二議長 坂口町長。 

○坂口博文町長 町内業者さん、関係する業者さんには全て参画をしていただいており

ます。ただ辞退される方もおいでます。こういった商品のみならず、自動車とか公用

車、そういったものにつきましても町内の業者さんに大いに参画をしていただいてお

ります。公用車につきましても、これまで数回町内業者さんに落札もしていただいて

おりますので、そういった点で町内業者のみというわけにもいきませんので、いろい

ろな商品名もございますので、その都度その都度対応をいたしておりますし、町内業

者を除くというようなことはいたしておりません。 

○新居敏弘議員 議長。 

○大澤夫左二議長 新居君。 

○新居敏弘議員 町内業者も確かに入っておるのですけれども、こういった物品につい

ては、入札の方法にもよるかと思うのですけれども、見てみましたら、今回メーカー

がコクヨばかりということで、これは何か入札する時点でメーカーを指定しているの

ですか。どうなのでしょうか。 

○湯浅卓治企画情報課長 議長。 

○大澤夫左二議長 湯浅企画情報課長。 

○湯浅卓治企画情報課長 説明の方が不十分でございました。これは、一覧表で付けて

ありますのは取りあえずコクヨのメーカーでございますが、入札に際しましては他社

の規格同等品で構わないということで入札をいたしております。コクヨというメーカ

ーに限っているわけではございません。 

  以上です。 

○新居敏弘議員 議長。 

○大澤夫左二議長 新居君。 

○新居敏弘議員 阿南とか徳島とかの業者もこの中に入っているかと思うのですけれど

も、競争と言うたらやはり大きなところにはなかなか難しいというふうなことがある

と私は思います。こういったことは町内でも取り扱っていることなので、町内業者の

みでも私はいいと、１割とか２割、少々高くなっても、できるだけ町内業者でやって

いただきたいと思うのですけれども、町長いかがでしょうか。 

○坂口博文町長 議長。 

○大澤夫左二議長 坂口町長。 

○坂口博文町長 私の趣旨は、先ほど申し上げたとおりでございます。あと、入札等の

執行、そういった指名等については指名審査委員会で決定をしていただいております

ので、また指名審査委員会の委員長の方から、いけますか。 

（稲澤弘一副町長、何事か呼ぶ） 

はい、お答えいたします。 

○稲澤弘一副町長 議長。 
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○大澤夫左二議長 稲澤副町長。 

○稲澤弘一副町長 新居議員さんが言われるとおり、大原則は、町内で調達できるもの

はできるだけ町内でということで、今回もこれに限らず町内の業者さん、取り扱って

いる業者さんを優先的に入っていただいております。 

 ただ今回、この比較表で見られたとおり、町内でいえば２者なのですよね。町内で言

えばね。ということで、余り少ないというのも逆に問題もありますし、今回はこういう

形で入札を行うことになりましたが、今後も言われる趣旨のとおり、町もそういう趣旨

で行っておりますので、できるだけ町内の方が入札に参加できて契約もできるような形

が取れたら一番いいと思いますので、そういう方向では今後とも指名をしていきたいと

思っております。 

○新居敏弘議員 議長。 

○大澤夫左二議長 新居君。 

○新居敏弘議員 今、町内の業者２者とおっしゃったのですけれども、私が知っている

範囲ではまだほかにあると思うのですけれども、そこを忘れているはずはないと思う

のですけれども。 

やはりできるだけ町内の業者を指名して、地元で競争できるようにしていただきた

いというふうに思いますので、今後ともそういった観点でよろしくお願いしたいと思い

ます。 

○大澤夫左二議長 ほかにはございませんか。 

○大澤夫左二議長 これで質疑を終了いたします。 

  これから討論を行います。発言ありますか。 

○新居敏弘議員 議長。 

○大澤夫左二議長 新居君。 

〔新居敏弘議員、登壇〕 

○新居敏弘議員 今も質疑の中で言いましたように、できるだけやはり税金を町に落と

すということで、こういった競争なのですけれども、やはり下
し も

の大手と言いますか、

大きなところと競争せよと言うたってなかなかこれもできないというふうに私は思い

ます。 

那賀町内にも幾つか、数者の業者がありますので、そういったところで競争をして

いただいて、地元にお金を落とすといったことで、今回のこの件については反対いたし

ます。 

〔新居敏弘議員、降壇〕 

○大澤夫左二議長 他に討論の方、ございますか。 

○大澤夫左二議長 これで討論を終了いたします。 

これから、起立により採決いたします。議案第６０号「物品購入契約の締結につい

て（平成２５年度町単独本庁舎備品購入事業 事務機器）」は、原案のとおり決定する

ことに賛成の方は御起立願います。 

〔賛成者起立〕 

○大澤夫左二議長 「起立多数」であります。よって、議案第６０号は原案のとおり可

決されました。 
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次に、議案第６１号「損害賠償の額の決定について」を審議いたします。 

内容の説明を求めます。 

○坂口博文町長 議長。 

○大澤夫左二議長 先ですか。はい、坂口町長。 

○坂口博文町長 すみません。先ほど提案理由の説明のときに、「道路施設の瑕疵
か し

」を

何か私ちょっと違うことを言ったような気がしますので、理由は「道路施設の瑕疵
か し

に

より、通行車両に損害を与えたので」と訂正をさせていただきます。〔Ｐ１４関連記載あ

り〕 

○大澤夫左二議長 はい、それでは説明を。 

○峯田繁廣総務課長 議長。 

○大澤夫左二議長 峯田総務課長。 

○峯田繁廣総務課長 それでは、議案第６１号「損害賠償の額の決定について」を説明

させていただきます。 

これは、議案書にもあるように、木頭地区の町道におきまして議案に記載した日時

及び場所において、この相手方が所有する車両が走行中に坂道側にずれたグレーチング

の端を踏んだ際に、反対側が大きく浮き上がり車両に接触し、この接触により車両のバ

ッテリー、モーター周辺を大きく損傷するという損害を与えました。 

この車両は商用車でハイブリッド車であり、損傷部品は非常に高価なため賠償額が

専決処分要件とされている金額上限を大きく超えているため、ここに議案として提案し、

議決をお願いするものであります。損害賠償額は議案記載のとおりで、全額町が加入し

ている自動車の保険会社から支払われることとなります。 

どうかよろしくお願いをいたします。 

○峯田繁廣総務課長 すみません、議案書の朗読をしていなかったので。 

  「議案第６１号、損害賠償の額の決定について。町管理施設の瑕疵
か し

に起因する事故に

よる損害賠償の額の決定について、地方自治法第９６条第１項第１３号の規定に基づき

議会の議決を求める。平成２５年６月５日提出。」 

以下、内容については、個人的な名称等も含まれますので省略をさせていただきま

す。説明は先ほど申し上げたとおりです。 

以上でございます。 

○大澤夫左二議長 これより質疑を行います。質疑のある方はどうぞ。 

○柏木岳議員 議長。 

○大澤夫左二議長 柏木君。 

○柏木岳議員 はい、２年ぐらい前にも５００千円ぐらいの補償がありましたけれども、

そのときにもお伺いしたのですが、今回１，０００千円を超えておりますので。 

通常保険というのは、確かに修理費がかなりかかったとしてもですね、その車両の

評価額以上を超えて出すものではないという考えがございます。この車の車種とその製

造年月ですね、最初の登録年月を教えていただけたらと思います。 

○峯田繁廣総務課長 議長。 

○大澤夫左二議長 峯田総務課長。 

○峯田繁廣総務課長 もちろん保険適用になるときには、残存価格以上は出ないという
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のはあれでございますが、今回はそれ以下だったということで補償が出ます。 

  それでは質問の車種ですけれども、車種というか、車検証を読み上げます。登録年月

日が平成１９年９月４日です。自動車の種別は普通、用途は貨物、事業用バン、トヨタ。

そういうような、いわゆる宅急便の車で・・・・・・ 

（何事か呼ぶもの多し） 

  そう言うていいのかどうか分からんけど、それでございます。あと何だっけ。 

（柏木岳議員「いえ、もう結構です。」と呼ぶ） 

  結構ですか。はい。 

○柏木岳議員 議長。 

○大澤夫左二議長 柏木君。 

○柏木岳議員 ありがとうございました。あ、もう１点すみません。 

  これはもう車両の価格だけなのですかね。例えば、この車が使えなかった期間に対す

る、その休業補償的な意味合いの金額とかは入っているのでしょうか。 

○峯田繁廣総務課長 議長。 

○大澤夫左二議長 峯田総務課長。 

○峯田繁廣総務課長 いえ、これはもう休業補償は話合いの結果払わないということで、

修理代だけの補償ということになりました。 

以上です。 

（柏木岳議員「ありがとうございました。」と呼ぶ） 

○大澤夫左二議長 他にございませんか。 

○大澤夫左二議長 これで質疑を終了いたします。 

  これから討論を行います。発言ありますか。 

○大澤夫左二議長 「討論なし」と認めます。 

これから、起立により採決します。議案第６１号「損害賠償の額の決定について」

は、原案のとおり決定することに賛成の方は、御起立願います。 

〔賛成者起立〕 

○大澤夫左二議長 「起立全員」であります。よって、議案第６１号は原案のとおり可

決されました。 

  日程第５、承認第１号「那賀町税条例の一部改正の専決処分の承認を求めることにつ

いて」から、承認第８号「平成２４年度那賀町ケーブルテレビ事業特別会計補正予算

（第４号）の専決処分の承認を求めることについて（専決第１３号）」までの８件を一

括して議題とします。 

以上８件について、町長に提案理由の説明を求めます。 

○坂口博文町長 議長。 

○大澤夫左二議長 坂口町長。 

○坂口博文町長 それでは、日程第５の承認案件について説明をさせていただきます。 

承認第１号は「那賀町税条例の一部改正の専決処分の承認を求めることについて」

であります。これは国の「地方税法の一部を改正する法律」の施行に伴う税条例の改正

であり、国税の見直しに併せ、地方税に係る延滞金及び還付加算金の利率の引下げを行

うものであります。 
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この条例は、本年４月１日から施行する必要があったため、３月２９日付けで専決

処分したので、議会の承認を求めるものです。 

承認第２号は「那賀町国民健康保険税条例の一部改正の専決処分の承認を求めるこ

とについて」であります。本件も、国の「地方税法の一部を改正する法律」の施行に伴

う税条例の改正であります。国民健康保険制度から後期高齢者医療制度に移行したもの

と同一の世帯に属する国民健康保険の被保険者の属する世帯の国民健康保険税について、

世帯別平等割額の軽減措置を行うもので、被保険者において負担軽減となる制度改正で

あります。 

この条例についても、本年４月１日から施行する必要があったため、３月２９日付

けで専決処分したので、議会の承認を求めるものです。 

承認第３号は「平成２４年度那賀町一般会計補正予算（第７号）の専決処分の承認

を求めることについて」であります。既定の予算額に歳入歳出それぞれ３８０，８１７

千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ１２，１８４，２２７千円とす

るものです。 

歳出では、総務費で８０９，４９７千円の追加となっており、その主なものは基金

への積立金で、減債基金に３億円、防災対策等まちづくり基金に１億円、町有施設整備

等まちづくり基金に５億円などを積み立てました。先の補正予算でも積立てを行ってお

り、平成２４年度の基金積立額合計は約１６億円となります。その他の歳出科目におい

ては、事業費等の精査をした結果、不用額を減額しました。 

歳入では、町税で１５０，４１５千円の追加、地方交付税で６０２，１０９千円を

追加したほかは、おおむね減額となっています。繰越明許費補正では、道整備交付金事

業、社会資本整備総合交付金事業費、下ノ内地区宅地等移転対策費などで繰越額を変更

し、地方債補正では、災害復旧事業債と合併特例債の借入限度額を変更しました。 

この予算は引き続き執行する必要があり、３月２９日付けで専決処分しましたので、

地方自治法第１７９条第３項の規定により報告し、議会の承認を求めるものです。 

以下の補正予算も、同様の専決処分の報告でございます。 

承認第４号は「平成２４年度那賀町国民健康保険事業特別会計補正予算（第４号）

の専決処分の承認を求めることについて」であります。既定の予算額から歳入歳出それ

ぞれ２４９，９１１千円を減額し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ１，１４３，

９３３千円とするものです。事業費の精査による減額が主な内容となっています。 

承認第５号「平成２４年度那賀町国民健康保険診療所事業特別会計補正予算（第３

号）の専決処分の承認を求めることについて」であります。既定の予算額から歳入歳出

それぞれ５７，５０８千円を減額し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ４０８，

４３４千円とするものです。事業費の精査による減額が主な内容となっています。 

承認第６号は「平成２４年度那賀町後期高齢者医療特別会計補正予算（第１号）の

専決処分の承認を求めることについて」であります。既定の予算額から歳入歳出それぞ

れ９，１６９千円を減額し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ１５１，０９９千

円とするものです。事業費の精査による減額が主な内容となっています。 

承認第７号は「平成２４年度那賀町介護保険事業特別会計補正予算（第２号）の専

決処分の承認を求めることについて」であります。既定の予算額から歳入歳出それぞれ
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５４，４３２千円を減額し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ１，５３１，３７

０千円とするものです。事業費の精査による減額が主な内容となっています。 

承認第８号は「平成２４年度那賀町ケーブルテレビ事業特別会計補正予算（第４

号）の専決処分の承認を求めることについて」であります。既定の予算額から歳入歳出

それぞれ１１，２７５千円を減額し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ１２４，

６６４千円とするものです。事業費の精査による減額が主な内容となっています。 

これら特別会補正予算につきましても３月２９日付けで専決処分しましたので、地

方自治法第１７９条第３項の規定により報告し、議会の承認を求めるものです。 

以上８件について、御承認を賜りますようお願いいたします。 

○大澤夫左二議長 この際、議事日程の都合により休憩いたします。 

午後０１時３２分 休憩 

午後０１時４２分 再開 

○大澤夫左二議長 休憩前に引き続き、会議を開きます。 

まず、承認第１号「那賀町税条例の一部改正の専決処分の承認を求めることについ

て（専決第６号）」を審議いたします。 

これより質疑を行います。質疑ありますか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○大澤夫左二議長 「質疑なし」と認めます。 

  これから討論を行います。発言ありますか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○大澤夫左二議長 「討論なし」と認めます。 

これから、起立により採決します。承認第１号「那賀町税条例の一部改正の専決処

分の承認を求めることについて（専決第６号）」を承認することに賛成の方は、御起立

願います。 

〔賛成者起立〕 

○大澤夫左二議長 「起立全員」であります。よって、本件は承認することに決定いた

しました。 

次に、承認第２号「那賀町国民健康保険税条例の一部改正の専決処分の承認を求め

ることについて（専決第７号）」を審議いたします。 

 これより質疑を行います。質疑ございますか。 

○大澤夫左二議長 「質疑なし」と認めます。 

  これから討論を行います。発言ありますか。 

○大澤夫左二議長 「討論なし」と認めます。 

これから、起立により採決します。承認第２号「那賀町国民健康保険税条例の一部

改正の専決処分の承認を求めることについて（専決第７号）」を承認することに賛成の

方は、御起立願います。 

〔賛成者起立〕 

○大澤夫左二議長 「起立全員」であります。よって、本件は承認することに決定いた

しました。 

次に、承認第３号「平成２４年度那賀町一般会計補正予算（第７号）の専決処分の
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承認を求めることについて（専決第８号）」を審議いたします。 

 これより質疑を行います。質疑ありますか。 

○大澤夫左二議長 「質疑なし」と認めます。 

  これから討論を行います。発言ありますか。 

○大澤夫左二議長 「討論なし」と認めます。 

これから、起立により採決します。承認第３号「平成２４年度那賀町一般会計補正

予算（第７号）の専決処分の承認を求めることについて（専決第８号）」を承認するこ

とに賛成の方は、御起立願います。 

〔賛成者起立〕 

○大澤夫左二議長 「起立全員」であります。よって、本件は承認することに決定いた

しました。 

次に、承認第４号「平成２４年度那賀町国民健康保険事業特別会計補正予算（第４

号）の専決処分の承認を求めることについて（専決第９号）」を審議いたします。 

これより質疑を行います。質疑ございますか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○大澤夫左二議長 「質疑なし」と認めます。 

  これから討論を行います。発言ございますか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○大澤夫左二議長 「討論なし」と認めます。 

これから、起立により採決いたします。承認第４号「平成２４年度那賀町国民健康

保険事業特別会計補正予算（第４号）の専決処分の承認を求めることについて（専決第

９号）」を承認することに賛成の方は、御起立願います。 

〔賛成者起立〕 

○大澤夫左二議長 「起立全員」であります。よって、本件は承認することに決定いた

しました。 

次に、承認第５号「平成２４年度那賀町国民健康保険診療所事業特別会計補正予算

（第３号）の専決処分の承認を求めることについて（専決第１０号）」を審議いたしま

す。 

 これより質疑を行います。質疑ございますか。 

○大澤夫左二議長 「質疑なし」と認めます。 

  これから討論を行います。発言ございますか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○大澤夫左二議長 「討論なし」と認めます。 

これから、起立により採決いたします。承認第５号「平成２４年度那賀町国民健康

保険診療所事業特別会計補正予算（第３号）の専決処分の承認を求めることについて

（専決第１０号）」を承認することに賛成の方は御起立願います。 

〔賛成者起立〕 

○大澤夫左二議長 「起立全員」であります。よって、本件は承認することに決定いた

しました。 

次に、承認第６号「平成２４年度那賀町後期高齢者医療特別会計補正予算（第１
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号）の専決処分の承認を求めることについて（専決第１１号）」を審議いたします。 

 これより質疑を行います。質疑ございますか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○大澤夫左二議長 「質疑なし」と認めます。 

  これから討論を行います。発言ございますか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○大澤夫左二議長 「討論なし」と認めます。 

これから、起立により採決いたします。承認第６号「平成２４年度那賀町後期高齢

者医療特別会計補正予算（第１号）の専決処分の承認を求めることについて（専決第１

１号）」を承認することに賛成の方は御起立願います。 

〔賛成者起立〕 

○大澤夫左二議長 「起立全員」であります。よって、本件は承認することに決定いた

しました。 

次に、承認第７号「平成２４年度那賀町介護保険事業特別会計補正予算（第２号）

の専決処分の承認を求めることについて（専決第１２号）」を審議いたします。 

これより質疑を行います。質疑ございますか。 

○大澤夫左二議長 「質疑なし」と認めます。 

  これから討論を行います。発言ございますか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○大澤夫左二議長 「討論なし」と認めます。 

これから、起立により採決いたします。承認第７号「平成２４年度那賀町介護保険

事業特別会計補正予算（第２号）の専決処分の承認を求めることについて（専決第１２

号）」を承認することに賛成の方は御起立願います。 

〔賛成者起立〕 

○大澤夫左二議長 「起立全員」であります。よって、本件は承認することに決定いた

しました。 

次に、承認第８号「平成２４年度那賀町ケーブルテレビ事業特別会計補正予算（第

４号）の専決処分の承認を求めることについて（専決第１３号）」を審議いたします。 

 これより質疑を行います。質疑ございますか。 

○大澤夫左二議長 「質疑なし」と認めます。 

  これから討論を行います。発言ございますか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○大澤夫左二議長 「討論なし」と認めます。 

これから、起立により採決します。承認第８号「平成２４年度那賀町ケーブルテレ

ビ事業特別会計補正予算（第４号）の専決処分の承認を求めることについて（専決第１

３号）」を承認することに賛成の方は、御起立願います。 

〔賛成者起立〕 

○大澤夫左二議長 「起立全員」であります。よって、本件は承認することに決定いた

しました。 

日程第６、同意第４号「那賀町固定資産評価審査委員の選任について」を議題とい
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たします。 

  町長に提案理由の説明を求めます。 

○坂口博文町長 議長。 

○大澤夫左二議長 坂口町長。 

○坂口博文町長 それでは、同意案件の説明をさせていただきます。 

同意第４号は「那賀町固定資産評価審査委員の選任について」であります。従来お

願いしておりました上那賀地区の委員さんが辞任されましたので、後任となる委員を配

布させていただいた同意案のとおり選任したいので、地方税法第４２３条の５の規定に

より議会の同意を求めるものであります。 

どうか、御同意賜りますようお願いいたします。 

○大澤夫左二議長 これより質疑を行います。質疑のある方はどうぞ。 

○大澤夫左二議長 「質疑なし」と認めます。 

  これから討論を行います。発言ございますか。 

○大澤夫左二議長 「討論なし」と認めます。 

これから、同意第４号の採決をします。同意第４号「那賀町固定資産評価審査委員

の選任について」は、これに同意することに御異議ございませんか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○大澤夫左二議長 「異議なし」と認めます。よって同意第４号については、同意する

ことに決定いたしました。 

日程第７、報告第５号「平成２４年度那賀町一般会計繰越明許費繰越計算書につい

て」から、報告第７号「専決処分の報告について（平成２４年度道整備交付金事業 町

道海川出原線改良工事 変更契約）（専決第１４号）」までの３件について、報告を求

めます。 

○峯田繁廣総務課長 議長。 

○大澤夫左二議長 峯田総務課長。 

○峯田繁廣総務課長 報告第５号でございます。「平成２４年度那賀町一般会計繰越明

許費繰越計算書について」、これは地方自治法施行令第１４６条第２項の規定により

まして、平成２４年度那賀町一般会計繰越明許費繰越計算書を報告するものでござい

ます。 

  次のページをお願いいたします。この表にもありますように、各事業の翌年度繰越額

総額は、合計の欄にありますように３，２１７，０９０千円でございます。うち、繰越

事業費額が１，８２９，３３１千円、この金額が平成２５年度に繰り越されて執行をい

たします。それで、これに必要な一般財源の額は、一番右側にあるように３３１，１６

０千円でございます。 

以上でございます。 

○峯田繁廣総務課長 議長。 

○大澤夫左二議長 峯田総務課長。 

○峯田繁廣総務課長 失礼をいたしました。報告第６号「損害賠償の額の決定及び和解

に係る専決処分の報告について」でございます。これにつきましては、損害賠償の額

の決定及び和解について、地方自治法第１８０条第１項の規定に基づき、別紙のとお
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り専決処分をしたので、同条第２項の規定により報告をするものでございます。  

  内容につきましては、次のページの専決第５号専決処分書にあるように、記載の日時

及び場所におきまして、和解の相手方が所有する車が林道南川線を通行中に山腹から落

石があり、ボンネット及びフェンダー・ルーフパネルを損傷したものでございます。損

害賠償の額はこれに記載のとおりでございます。 

  これにつきましても保険会社と協議の上、保険会社から全額が支払われております。 

  以上、報告を終わります。  

○平川恒建設課長 議長。 

○大澤夫左二議長 平川建設課長。 

○平川恒建設課長 報告第７号について、読み上げさせていただきます。 

  「報告第７号、専決処分の報告について。下記の件につき、地方自治法第１８０条第

１項の規定により専決処分したので、同条第２項の規定に基づきこれを報告する。専決

第１４号、平成２４年度道整備交付金事業 町道海川出原線改良工事 変更契約。平成

２５年６月５日提出、那賀町長 坂口博文。」 

  専決処分書をお願いいたします。 

  「専決第１４号、専決処分書。地方自治法第１８０条第１項の規定により、議会にお

いて指定されている下記事項について専決処分する。平成２５年５月１日専決、那賀町

長 坂口博文。 

  １．契約の目的、平成２４年度道整備交付金事業 町道海川出原線改良工事。２．契

約の方法、変更契約。３．契約の金額、減額１，０１３，２５０円、変更前７８，５７

５，７００円、変更後７７，５６２，４５０円。４．契約の相手方、徳島県那賀郡那賀

町木頭和無田字マツギ４２番地１、株式会社小野組、代表取締役 小野恭補。」 

  減額の内容としましては、落石防護工の数量の減による減額変更でございます。 

よろしくお願いいたします。  

○大澤夫左二議長 本件については報告事項でありますので、報告は以上のとおりであ

ります。 

  次に日程第８、本日までに受理した要望については、お手元に配布しました「請願等

文書表」のとおりとさせていただきましたので、報告いたします。 

以上をもって、本日の日程は全部終了いたしました。 

お諮りします。６月６日から９日は、議案調査並びに休祭日のため休会としたいと

思います。これに御異議ございませんか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○大澤夫左二議長 「異議なし」と認めます。よって、６月６日から９日までの４日間

は、休会とすることに決定いたしました。６月１０日に再開いたします。 

本日はこれをもって散会いたします。大変御苦労さまでした。 

午後０１時５８分 散会 
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平成２５年６月那賀町議会定例会会議録（第２号） 
 

 

招集年月日  平成２５年６月１０日（月） 

 

招 集 場 所  那賀町役場本庁舎３階議場 

 

出 席 議 員  １５名 

１番 柏木  岳 ２番 古野  司 ３番 田中 久保 

４番 前  耕造 ５番 清水 幸助 ６番 植田 一志 

７番 焏原 廣幸 ８番 植北 英德 ９番 株田  茂 

１０番 吉田 行雄 １１番 連記かよ子 １２番 福永 泰明 

１４番 新居 敏弘 １５番 久川治次郎 １６番 大澤夫左二 

      

 

欠 席 議 員   なし 

      

 

欠 員  １名 

 

１３番      

 

会議録署名議員        

１０番 吉田 行雄 １１番 連記かよ子   

 

議会事務局 

局長 福多 士郎 書記 司  るり   

 

地方自治法第１２１条により説明のため出席した者の職氏名  

       町 長 坂口 博文  副 町 長 稲澤 弘一 

教 育 長 尾崎 隆敏  総 務 課 長 峯田 繁廣 

出 納 室 長 大下 雅子  相 生 支 所 長 中田 昌一 

上那賀支所長 横山 尚純  木 沢 支 所 長 井本 和行 

木 頭 支 所 長 蔭原 秀一  教 育 次 長 鵜澤  守 

税 務 課 長 後藤 交峰  住 民 課 長 岡川 千歳 

健康福祉課長 吉岡 敏之  建 設 課 長 平川  恒 

農業振興課長 樫本 正史  林業振興課長 森  久男 

企画情報課長 湯浅 卓治  環 境 課 長 岡川 雅裕 

地域防災課長 森下 藤夫  ｹｰﾌﾞﾙﾃﾚﾋﾞ課長 岩本 泰和 

商工地籍課長 新居  宏  森林管理受託 

ｾﾝﾀｰ準備室長 

山本 賢明 



- 28 - 

議事日程 

日程第１ 町政に対する一般質問について 

  
 

 

本日の会議に付した事件   

 

議事日程に同じ 



- 29 - 

午前０９時３０分 開議 

○大澤夫左二議長 皆さん、おはようございます。ただいまの出席議員は１５名であり

ます。 

これより本日の会議を開きます。 

続いて、これより本日の日程に入ります。議事日程はお手元に御配布のとおりでご

ざいます。 

日程第１、町政に対する一般質問を行います。 

通告がありますので、通告順に１番 古野司君、２番 株田茂君、３番 連記かよ

子君、４番 前耕造君、５番 清水幸助君、６番 植北英德君、７番 新居敏弘君、８

番 柏木岳君、以上の順番で行います。 

 この際、御連絡申し上げます。通告による一般質問は、議員中におかれて各関連する

ものがある場合は、前段の議員の質問に対し十分御配慮下さるようお願いいたします。 

まず古野司君を指名し、順次発言を許可します。 

○古野司議員 議長。 

○大澤夫左二議長 古野君。 

○古野司議員 それでは一般質問をいたします。２点、質問を通告いたしておりまし

た。まず１点目のごみ焼却事業の関係、そして２点目に「南海トラフ巨大地震につい

て」ということでございます。順番は通告であれば以上のとおりなのですが、前と後

ろを入れ替えさせていただきまして、先に地震関係についての方から質問をさせてい

ただきたいと思います。 

  さて、先月２８日に、内閣府が南海トラフ巨大地震対策の最終報告ということで取り

まとめをされまして、発表をされました。現状では高い確度での予知は困難であると指

摘をされて、発生１週間後の避難者は、徳島県においては人口の半分に当たる最大３７

万人に上るとして、自宅を失った人や高齢者、また障害者、そしてまた乳幼児がいる家

庭などの弱者を優先して避難所に受け入れ、被災が軽かった人に帰宅を促す選別、トリ

アージの導入を検討するようにということを求めております。また、行政の支援が届く

まで地域で自活をしなければならないため、国の防災基本計画が「３日間」を目安とし

ている家庭の備蓄を「１週間以上」に拡大し、多くの備蓄を家庭に持つように求めてお

ります。 

報告書の中では、津波対策を中心に多くのことを述べておりますが、特にその中で

も気になる避難所での避難民に対するトリアージについて、どのような実現可能な具体

策を本町は立てるのかを伺います。また、家庭での備蓄の大幅な積み増しについては、

簡単なことではありませんが、やりようによっては少しずつ今からでも実行できること

であり、どうやって町民の方々に要請をし、また周知をしていくのかを伺います。  

  それと、その報告の中で大変気になったことが、もう１点ございます。このことは、

津波を受ける沿岸部に対してのことであろうと考えましたが、報告書の中ではこう述べ

ております。「交通が復旧した後は、被災を免れた地域に移る疎開も検討をすべきであ

る。」としています。このことはどういうことを指すのか。もしかしたら沿岸部から那

賀町のような内陸部への疎開を想定しているのか、文脈からだけは甚だ疑問でありま

す。このこともお尋ねをしたいと思います。  
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○坂口博文町長 議長。 

○大澤夫左二議長 那賀町長、坂口博文君。 

○坂口博文町長 古野議員さんからの、南海トラフ巨大地震に対する那賀町としての対

応方法ということになろうかと思います。まずこの２点、そして最後の避難者が那賀

町に疎開なり、そういった当分の間那賀町で暮らすようになるのでないかという３点

になろうかと思いますが、もうこれまで本当にこの東南海地震に対する対応策といた

しまして、県としても、また四国管内各自治体、そしてこれまで何回となくそういう

ことについての対応策の検討をしてきました。私どもも、やはりその会議、対策の度

ごとに出席をさせていただき、那賀町は那賀町なりとしての意見を述べさせていただ

きました。また確認もさせていただいたところでございます。 

やはり、何と言っても大津波による被害、これがいつもいつも大体主になります。

対応策というのがほとんどその対応策の内容になっておりますことから、我々として

も、その被害を受けるのは津波だけではないですよ、山津波といったことも含めて、交

通が遮断され、ケガ人の搬送もできないという状況にも陥ることもやはり理解していた

だきたいということも、ことあるごとに述べてきたところでございます。 

  そうした中で、避難所のトリアージの検討ということですが、那賀町としてもこれま

で避難所については耐震改修といったことも含めて対応をしてまいりましたし、そうし

た中で、やはりそのことが本当に必要であれば町としても対応をしていかなければなら

ないと思っておりますが、ただやはりそれよりも、我々として避難所が少ない、場所が

ないということより、やはりケガ人、負傷者に対する対応策、これが一番重要になって

こようかと思います。確かにそういった御指摘の状況になった場合は、やはり町として

もそういった優先順位を付けさせていただくということも、それは当然その対策の中の

一案として考えるべきであろうと思っております。  

  やはり、ケガ人と急病人の搬送対策・対応、これをどうするかということが一番重要

になってくるのでなかろうかといつも思っております。津波はないにせよ、交通なりイ

ンフラの遮断ということについては、もう「想定外」やいうことでなく、これは「想定

内」に十分入れて対応すべきと思っておりますので、これまでも機会あるごとに町民の

皆さん方にもお願いをしてきたところでございますが、やはりそういったケガ人の搬送

をするにしても、交通が遮断されるということはもう絶対確実であろうと思われます。

そういったことで、これまでも那賀町内の１病院・４診療所の対応についても、そので

きる範囲で是非ともお願いをしたい。これは上流に救急隊を設置したのも、そのことも

含めてでございます。 

それと、やはり町民の皆さん方に震度６強となった場合に、その対応、ケガをしな

いような対応策を常に頭においていただきたいと思っております。以前の昭和南海地震

の時点とは、また状況なり環境が全然違っています。今日そういったことで、この生中

継を見ておられる町民の皆さん方にも、是非ともそのことだけは頭に入れていただきた

いと思っております。やはり昼間ならまだしも、晩なり夜中といったときに、電気も消

えた中での避難をする場合に、やはり昭和南海地震の時点と違って、御家庭はほとんど

ふすま・障子からガラスに変わっております。必ずガラスが飛散し、避難する通路を塞

ぐということはもう確実でございますので、やはりそのときにどういった方法で安全な
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場所に出ていくか、ケガをしないように出ていくかということを頭に置いていただきた

い。まずはケガを少なくする、その方法を考えていただきたい。これを強くお願いいた

しております。それは家庭の一部分を耐震改修することも含めてでございます。そうい

ったことを含めて、そのことだけは是非ともお願いをしたいと思っております。 

 と言いますのも、先ほど冒頭で申し上げましたように、これまでいろいろな会合、何

回となく行われるその対策会議の中でも、関係機関、つまり病院・自衛隊・ドクターヘ

リ、いろいろな方法を言われますが、やはりその場合の対応をできるのにも限界がある

と聞いております。自衛隊さんにお聞きしても、「恐らく那賀町まで即対応するという

ことは無理でしょうね。」ということをおっしゃっております。また、例え町内の病

院・診療所で対応できないというときであっても、やはり都会の病院も満室、患者さん

でもう一杯になろうと思いますし、町内でできる範囲で対応していけるような対策が一

番対応策としては可能でないかとも思っております。 

  そういったことで、やはり１週間や２週間、那賀町として、そしてまた自主防災組織

として、そして町民の皆さん方ができる範囲で対応していただく、そのことが一番重要

になってこようかと思います。当然、２点目に御指摘のありました食料の備蓄等、そう

いった分についても、私はいつも１週間分というよりか半月以上はその対応ができる体

制を整えていただければ一番いいのではないかと思っております。やはりいろいろな関

係機関にお聞きした場合でも、インフラ整備においても、あの最終報告の被害状況から

すれば、那賀町に入ってきていただけるのは１週間では少し無理があろうと思います。

２週間以上はかかるのでないかとこちらも想定をいたしております。そういった中で、

その対応をしていかなければならないと思っております。 

３点目の、復旧後の内陸部、那賀町のようなところに仮設住宅とかそういうことに

ついては、これは当然御指摘のとおり、常に近隣の阿南市なり海陽町、それからそうい

った周辺の自治体からは、そのことについては当然お願いに上がりたいということはお

聞きいたしております。必ずそういうことも考えられると思います。これに対応するべ

く、いろいろな公共用地といったことについても、できるだけ御提供なりそういうこと

も可能な限り対応してまいりたいと思っております。 

以上でございます。 

○森下藤夫地域防災課長 議長。 

○大澤夫左二議長 森下地域防災課長。 

○森下藤夫地域防災課長 古野議員さんからの３点の質問でございますが、第１点目、

被害者のトリアージの検討なのですけれども、本当にトリアージすることは非常に困

難なことだと私は感じております。避難所におきましては、医師とか看護師さんがお

りましたら健康状態は見分けることはできるのですけれども、那賀町内におきまして

は避難所が１６２か所ございます。その中で全てにおいて医師とか看護師さんがおる

というわけではございませんし、ましてや健康状態も見分けることは不可能な状態で

ございます。それと、家族の中にも健康な人とケガ人がおれば、不安定な精神的状態

の中で分けることもかわいそうなことだろうと思っております。 

そしてまた、家に帰すとしても、家の耐震状態がどのようになっているか分からな

い。そのような状況で、ほんならどうしたらトリアージをして帰すことができるのかと
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いうようになれば、どうしても一番地元を知っている民生委員さんとか地区防災、駐在

員さん、その方にお願いをしてトリアージをしていかなければいけないなと、そのよう

に感じております。 

また、早く帰宅させるためにも、中小企業、特に土木建築業者へのＢＣＰ（事業継

続計画）の促進を行いまして、早く復旧が行われて早く帰宅できるように進めていきた

い、そのように思っております。 

  ２点目の備蓄関係の質問でございますが、私も５月２９日、新聞等で３日から７日以

上の備蓄が必要であると初めて知りました。山間部においても１週間以上備蓄する、３

日以上でも無理な状態ですので、１週間、町といたしましては備蓄できない状態でござ

います。それをどうするかと言えば、もうどうしても各家庭と地区防災の組織の方にお

願いをして、１週間以上の備蓄への周知を図っていきたい、そのように考えておりま

す。 

  それと３点目の避難、津波で受けた受入れなのですけれども、本当に先ほど町長が申

しましたとおり、津波だけではなく、土砂災害でこちらからもお願いするようなことも

あると思います。そうした観点から、海岸地域の被災者受入れのためには、いち早く仮

住宅を建てられるような敷地の確保と空き家等の紹介がすぐにでもできるようにしてい

きたいと、そのように思っております。そして、その避難者が那賀町に永住したいなと

いうような環境づくりをしたいと思っておりますので、どうかよろしくお願いいたしま

す。 

○古野司議員 議長。 

○大澤夫左二議長 古野君。 

○古野司議員 はい、細かく御説明をいただきました。 

まず１点目のトリアージですが、おっしゃるとおり、被災の現場において誰が誰を

選別するかという、非常に難しい問題があります。突然見舞われた災害の中で、「あな

たは駄目、あなたはいい」ということ、例え民生委員さんであってもそれが果たして言

えるのかどうか。事前によほどしっかりとしたマニュアルをまず用意して、そしてさっ

きおっしゃった１６２か所の避難所、多分大きな鷲敷とか相生とか出原とか、ある程度

集まった地域のところの避難所での話ということになってこようかと思います。小さな

５軒とか１０軒とかの集落の中で、その集落の集会所を避難所にするときにトリアージ

というふうな考えは出てくることはないかと思いますが、その数百世帯・数十世帯とか

いうところが一気にその集会所とか公民館とか役場の支所関係・本庁に集まってきたと

きに、誰がどう分けるかと。多分１６２か所全部のところで家の耐震の状況、傷んだ被

災の状況を確認したりとかそういうふうなことまでは必要ない。その大きなところの中

でどのように仕分をするマニュアルを事前に作っておくかと、まずそれが一番大事。傷

病者の方はその場その場でその専門の方に仕分けていただかないといけませんが、まず

そういうふうなマニュアルを作って、すぐにでもそれがすっと現場に落とせるような形

というのをまず作っていただけたらと思います。  

  それと、２番目のこの備蓄の件ですが、町長がおっしゃったように、本来多分津波の

ところの支援ということが国からも優先になっていくかなと、そういうふうに常識で考

えてもそういうふうなことになって、内陸部は後回しになる可能性もあるのではないか
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なと。そういうふうになった中、行政とか自主防災会という団体の中で、１週間分若し

くは町長がおっしゃったように２週間分という数量を確保するということになれば、置

く場所ということだけでも大変なボリュームが必要になってこようかと思います。 

国が示しておるのは、１週間で１人当たり３０ℓ 近い水が必要だと、それにプラス

食料品、紙類、いろいろ必要になってまいります。それが何百人分ということになって

くると、大きな倉庫を用意しても、１か所に集積するとなると１週間どころか３日分も

置くこともできないでしょうし、何年かごとに入替え・買入れということになっても大

きなコストになってまいります。本来やはり御自宅にある程度の備蓄をしていただく、

分散をして備蓄をしていただくと。それも単身とかお二人の御家族であれば数量的に押

し入れの中に入ってしまう量か、家の庭先のプレハブの物置なり何なりを用意するなり

して入れられる量かも分かりませんが、それも４人家族や５人家族になった場合は、１

部屋大きな部屋がまたそれにも必要になってくるほどの膨大な量だろうと思います。 

ただ、この２８日に発表された次の日のニュース、それからいろいろの番組の中

で、これだけ１人当たり必要なのだとテレビで何度も何度も周知されておりましたが、

それものど元過ぎればすぐ忘れるということで、早やもう６月に入った時点でテレビの

報道ももちろん新聞報道も消えました。あとは行政、一番民間というか地元の方に密着

しており近い基礎自治体が、先ほどおっしゃった自主防災会それからまた連絡員さんを

通じて、これだけの数量が必要なのだということを繰り返し少しずつ御用意いただくよ

うな形というのを、今この瞬間に起きるかも分からんこの災害を待つということで対応

をしていただけたらと思います。 

  それと、３番目の疎開というふうな、もう私どもの年代では聞いたことがないような

話なのですが、そんなことが現実に起きて、町内に今までなかったところに仮設住宅が

何百戸も建って、そこに多くの方が暮らすようになるということは、想像はできますけ

れど、ちょっと考えられないような形ですが、必ず何十年後かには７０％の確立で起き

るというふうなことを言われておりますし、そういうふうなことはあるのかなと。おっ

しゃったような、それこそ事前に用地交渉ができておらんでも、あそこはすぐに使える

用地なのだというふうなことをピックアップした上で、そこへのアクセス道、それから

またそこへの水源とか諸々、それも計画を事前に立てておいていただいて、すぐに、要

請があり次第に対応できるというふうな形をとっていただけたらと思います。  

  本年度中に、また内閣府がその最終報告に続いて防災・復興の基本計画、そしてまた

事前防災戦略を示すというふうな予定をされておるようでございます。それを最終的に

自治体としては受けた上で、細かい基本計画を作っていくようになるのでしょうが、そ

れは一刻も争うことばかりでございます。多分そのことに関しても津波中心のことばか

り、町長がおっしゃったようなことになっていこうと思いますので、できれば本町はも

う独自の形で、できる限り早く、できる範囲の中でお進めいただけたらと思います。 

またそして、最終報告ではこういうふうにも書いております。「国難とも言える巨

大災害」、ここを強調して、被災直後はそれぞれの自治体が国やほかの団体からの早急

な支援は受けられない、それは覚悟してくれと。その中で、その自治体同士が自活して

くれと。いつになったら国としてというか、日本海側の自治体を含めたところから支援

が入ってくるのか、想像したら怖い話ですが、そういうことでございますので、どうか
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強い危機感を持って、担当部署としては町長の指揮のもとに計画を進めていただきたい

と思います。 

  そして、２点目の質問に移ります。 

現在、かねてから懸案でございましたクリーンセンターの事業計画が、関係各位の

御理解のもと徐々に計画をされ始めております。一昨年の公募に対して応募された地区

の皆様には、困難な問題に真正面から取り組み、対応をいただいたことに、この際衷心

より敬意を表したいと思います。 

  さて、この事業をこれから具体的に進めて行く前に、どうしてもお伺いをし、そして

議論をしておかなければならない問題がございます。この計画が議会に相談をされ、町

内に広報されたのは一昨年の時点でありました。古い話になりますが、遡ること２０年

ほど前、思い起こせば平成７年、白石にある現在のクリーンセンターが操業を始めまし

た。そのときは５か町村の事務組合での事業でありました。そしてまたその当時、法律

やまた我々の意識においても、ごみ焼却場は行政が直営することは当然であり、その方

法以外の選択肢は全く存在しないというふうな状況でありました。私は、一般廃棄物の

焼却については、行政以外は恒常的には行えないものであると、このように思っており

ました。 

しかしながら、あれから２０年の時間がたちまして、時代は大きく変化をいたしま

した。この１０年ほどの間に、徳島県内２４市町村のうち、４町村で直営や行政組合以

外において可燃ごみの焼却を行うところが現れてまいりました。また、そのうちの３町

村は民間へ焼却業務を委託しております。以前には越えなければならない高いハードル

がございまして、民間への委託をすることは大きな困難を伴うものであったと聞いてお

りました。しかしながら、現在はその状況は一変しているとのことであります。 

今回計画している事業は、仮に平成２９年に操業を始めるとすると、その耐用年数

は平成５０年頃かと思います。人口推計を考えれば、将来の那賀町は現在よりかなり人

口が減っていくものと思われます。本来であれば、以前に県が推進しておった県南全域

一体でのごみ処理事業が行えればよかったのですが、計画は頓挫をしてしまい、現在は

単独の直営事業か、また外部への委託という二者択一しかありません。そして、直営を

行うならば建設費については国からの補助金や有利な起債がありますが、後々の維持修

繕費においては現在同様多額の財政出動が必要であります。将来人口が減ったとき、ま

たごみが少なくなったとき、維持費や修繕費が人口やごみの量に比例して減るというこ

とはありません。どれだけ人やごみが減っても、施設を持っている限り一定の維持修繕

費は必要であります。 

かたや、外部委託は人口が減りごみが減るに比例して委託料は減りますし、可燃ご

みの減量化に努めることなど、自己努力によりまして、委託料、すなわちごみ処理費は

目に見えて減ってまいります。そして、また町外へ可燃ごみを搬出するということか

ら、この外部委託をするに際しては町内にはどうしても中継の集積施設が必要となって

まいります。せっかくこの際のこの公募に参加をいただいた地区も、この焼却炉のない

クリーンセンターの候補地、すなわち中継施設として重ねて検討の対象とすることがで

きるのではないかと考えます。 

  このようなことからも、焼却業務のみを外部委託へ、外部・民間への委託ということ
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も新たな選択肢の１つではないかと思われます。しかるになぜ直営事業の選択のみをし

たのか、直営をすべき絶対的な理由は何かをお答えいただきたいと思います。また、通

告いたしておりました、外部委託の検討に関してはどうであったのかもお伺いをいたし

ます。 

  以上です。 

○坂口博文町長 議長。 

○大澤夫左二議長 坂口町長。 

○坂口博文町長 まず、ごみ焼却施設の件につきまして、私の方からこれまでの経過を

含めまして御報告なり御回答を申し上げ、また担当課の方からそれらについての詳し

い内容について御回答させていただきたいと思います。 

  まずは那賀町のごみ処分場、もう御承知のとおり、平成５年だったと思いますが建設

され、その後平成７年ぐらいに焼却施設も完成し、順次そういった運営をしてきたとい

うところでございますが、これまでそういったことから期限が耐用年数の限界というこ

とにも近づき、修繕にかなり費用もかかるといった状況になってきております。そうい

った中で、町といたしましても、平成２２年だったと思いますが、そのときにその対応

を今後平成２７年・平成２８年、その時点までにやらなければならないということで、

ごみ処理施設更新計画の検討プロジェクトチームを結成していただき、その中で今まで

検討をしてきていただきました。 

  これも議員も御承知かと思いますが、広域処理等についてもそれまで県の指導で阿南

市と協議会を設立し進めていましたが、平成１８年の後半頃であったと思うのですが、

これも私もいろいろ県の方と口論に至るまで協議をしたのですが、県から「もう阿南市

との協議会は解散してくれ。もう阿南市は独自でやりたい。よそからのごみは受け入れ

ないというような状況やけん、県からは県有地からそういうことを阿南市に提供して、

阿南市独自でやっていただくような方向で進めたい。」と。そのときに、まあそれでは

これまでのそういった県の指導はなんだったのかという形で、いろいろと口論なり、ち

ょっと県とケンカ状態にもなったのも事実でございます。 

そういったことで、その広域問題についてはもう考えては駄目だということで、那

賀町としても将来的に確かに人口減少もあるでしょう、ごみも減ってくるだろう。そう

いうことで、じゃあ那賀町独自でその施設をやる場合、広域でやって負担金を多く取ら

れるより、その負担金分で対応できる範囲の施設規模、ごみの量も少なくなるのだから

今の施設ほど大きい処理能力がなくてもいけるだろうということで、更新計画の検討プ

ロジェクトチームの中でも、それも含めて協議をしていただきました。 

また、当然委託ということについても、これも検討課題の１つとして検討していた

だいたつもりでございます。その結果等につきましても、また後ほど御報告させていた

だきますが、先ほど御指摘のありました上勝・神山等、これはその委託業者さんの近く

ということもありますし、また面積的に那賀町とは違った状況でございます。量的にも

違います。その委託業者さんにつきましても、かなりいろいろ資源ごみの関係、そうい

うこともいろいろ聞いております。単価的なもの、それからいろいろ運営状況といった

こともいろいろあろうと思います。 

これらも全ていろいろ那賀町として那賀町なりに協議もし検討もし、また今現在働
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いていただいております職員さんの件もございます。収集関係につきましても、確かに

それは今後におきまして収集場所を今の場所の３分の１なりそういう方法もあるでしょ

う。持ってくるときに今ずっと集落の奥まで収集に入っておりますが、ある程度の場所

まで持参していただくという方法については、今後のそういったことも考えなければい

けないと思っておりますが、そういったいろいろな状況を勘案した結果、町として施設

規模を最小限に抑えた形で計画をしたいということで進めることにしたいということ

で、場所を公募させていただいたというのが現在までの状況でございます。 

またこの場所につきましては、やはり量的なもの、旧５か町村の中で鷲敷・相生が

主でございます。そしてまた、最終処分場は阿南に持っていかなければならないという

ことも考慮して、できるだけ下流の方で応募していただければ幸いだなという状況で、

公募という形を最終決断としてさせていただいたという状況でございます。 

今後、今の状況、今の候補地でいろいろと協議を進めてまいりますが、今後におい

てその中で地元の地域住民の皆さん方の御意見も十分対応、できる限り対応をして進め

てまいりたいと思っております。一応めどは、３年後にはその御理解がいただければ着

手をしたいと思っております。 

  そういったことで、いろいろな詳細について担当課の方から御回答させていただきま

す。 

○岡川雅裕環境課長 議長。 

○大澤夫左二議長 岡川環境課長  

○岡川雅裕環境課長 私の方からは、まず先ほど言いましたメリットとデメリットとい

う形の中でお答えをさせていただきたいと思います。民間に委託した場合に何が一番

メリットになるのかというと、やはり建設場所、施設を持たないでやるということが

一番になってくるので、コストの面が一番影響してくるのかなということで、私なり

に試算を行いました。 

施設を造って今後１８年程度、平成２９年～平成４６年までの間を一応期間として

設けたのですが、その間の中でした場合、今の６ｔ／８時間の分の施設を造ってあとラ

ンニングコストをやっていった場合には、交付金を除いて大体１５億円ぐらいになるの

です。それで、先ほど議員さんが言われたように、中間施設を設けてその部分でした場

合には、交付金を除いて２億３０百万円ぐらい。その部分の中で、この差が１３億円程

度ございますが、この部分の中に入ってくるのが民間の委託料と輸送費なのです。 

そこに大きく幅を占めるのが、ごみの量になります。ごみの量というのは、確かに

人口は減っていくのですが、今１８年ぐらいのトータルになると、まだ２２，０００ｔ

ぐらい町内では発生するという予測でございます。この２２，０００ｔを単純に割りま

すと、今のところは４９千円ぐらいですとほぼ同額になります。この４９千円というの

は、先ほど言いました施設に対して交付金を除いて、あと何も付けないで町の一般財源

のみで対応した場合。もし仮にここに有利な起債を充当すると、その部分というのはも

っと安くなる。それで試算すると、３４千円ぐらいにいくと。現在徳島県内で委託をし

てくれる民間業者さんというのは、今のところは３９千円ぐらいですかね。ですから、

単純にコストの比較をしてみますと、今の段階では直営でよかろうという結論にはなる

のです。ただ言よるように、今後住民の皆さんともお話をしながら、ごみの量を極端に
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下げていくというふうに施策をしていきますと、当然それはそれなりに委託料が安くな

りますので、逆転する、民間委託の方がいいという話になると思います。 

ただ、もう施設の老朽化がきて期限がきているという形の中で、平成２９年をうっ

たてとして２０年間のスパンで考えた場合については、今のところは直営でいって、今

後次の施策というか、次のときには当然民営化・民間委託ということは視野に入れんと

いかん話になると思います。ただ、その上でも民間委託をするのであれば１つの話とし

て絶対に考えておかなければいけないのは、民間さんが止まった場合、受入れをしてく

れなくなった場合、そのときにどういうふうにするのかということを十分に考えておか

なければならない。そのためには、やはりごみの量を少なくしていく努力を皆さん、町

民と共にしていかざるを得ないというのが課題として残ってくると思います。 

それと、いつまでたっても法的に一般廃棄物の責任区分というのは市町村に委ねら

れて、委ねられるというか市町村が責任を持たなければならない。普通の委託になりま

すと、町がお金を払うと管理責任というか委託責任というか、そういう責任というのは

その相手方、民間さんに移譲するのですが、このごみに関して言えば、発生したところ

から収集・処理、最終処理ですね、それまでが飽くまで町の責任ですよという大前提が

ございますので、その部分を考えますと、なかなか民間委託ということに関しては、ま

ず今の目安としては町内のごみが５００ｔ程度まで落ちてくることが予測される、それ

と近隣に、特に県内あたりにある程度民間業者さんが５者程度できるようなことが整い

ますと、民間委託についても十分に考慮できる範囲ではないかなと担当としては考えて

おります。 

以上でございます。  

○古野司議員 議長。 

○大澤夫左二議長 古野君。 

○古野司議員 はい、詳細に検討をしていただいておるようでございます。先に町長か

ら御返事がありました話の中で、私が申し上げておるのは、この一般廃棄物、可燃ご

みの焼却１点だけの質問でございまして、収集業務諸々に関しては、町長がおっしゃ

ったように本町は非常に広い自治体ですので、ごみステーション方式で小さくステー

ションを構えてそこに持ってきていただくと。高齢化に伴いまして車を運転されん方

もたくさんおられることから、上勝でやっておったり佐那河内でやっておったりする

ような方式というのは、現実的に不可能だろうと思います。やはりある程度の収集業

務は、当分の間将来にわたって続けないといかんかなと、私はこの一番広い那賀町の

日和田から中山までの地域を見る限りではそうではないかなということで、収集業務

に関しては私も今の状況を。ただ唯一焼却の場合だけの話でございます。御理解いた

だけておると思いますが、誤解のないように先に申し上げておきます。 

  それで、その中で今担当課長がおっしゃった件でございますが、ごみの単価、この設

定単価によって全くこの状況というのは一変してくるのではないかと思います。それと

また、これは取引をする相手方の民間業者、仮にどこかと長期の契約を結んでごみを預

かっていただくようになっても、民間会社ですので、その会社がいつどんな状況に追い

やられて、どういうふうな会社の行き先があるかも分からん。これは一番心配なところ

でございます。 
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県内、実際先ほど町長がおっしゃった４町村、小松島市へお金を払って委託をして

おる勝浦町を別に除いて、上勝・佐那河内・神山、これは３つとも県内の２業者か３業

者に分散したような形というか、それで分けて焼いていただいておるようでございま

す。それもお聞きをいたしますと、皆それは一番不安に思っておると。単価を上げられ

るときに一体どうなるのだろうという不安もあるかと聞いております。ただ、信頼を持

った取引の中ですので、よほど経済状況が変動されん限り、突然足元を見て単価を上げ

てくることはまずないだろうと、長期の契約も結べておると。ただ、会社が成り立たん

状況になったときにどうするかというのがそうなってくると一番の課題ですが、それは

聞きますと四国で一番の大きな１００ｔの窯を持っておる香川のあの業者、そしてまた

関西方面の最大の神戸にあるあの業者、そこら辺とみんな二手三手の契約を結んだ上

で、非常の場合というのは、ただ運賃はかさんできますが、緊急避難的にはそれが使え

るということもあったりして、その場合一時のイタリアのように、町中にごみがあふれ

てごみの中で暮らすような状況にならんような形というのをとっておるようでございま

す。 

そして、前にもお話しをしたのでよく御存じかと思いますが、今でも徳島県内の業

者は炉の点検であったりピットの整備のときには、必ず民間業者へ１週間や２週間とい

う単位でスポットでごみの焼却をお願いしております。ですから、徳島にある業者に関

しては、板野郡あたりの自治体がごみ収集で出たごみを、それは中間施設を使わず、ご

み収集車本体に乗せたまま数台列を作って徳島市内を通って、どこそことか町の名前は

申し上げませんが、月に半分以上の日を「どこそこ町」と書いた車が市内をずっと走り

ながら列を作ってその運転業者に搬入をしております。またそして板野郡の大きな町に

したら、その県内の４５ｔの窯の業者だけでは対応できんということで、香川県のその

１００ｔのところへスポットで越境して、県を越えて運び込んでおる。 

そういうふうな形で、幸いなことに那賀町の場合は、話を聞いてみますとピットの

量が十分であるし、窯が十分に２台機能しておるということで、例え点検業務の間でも

よそへ搬出することなく、災害で出たときのごみぐらいは全部町内での処理ができてお

るという非常にありがたい状況に現在はなっておるのですが、多分今回直営で窯を構え

て小さくした場合は、それもそのピットの量にもよるでしょうし、どちらにしてもスポ

ットではよそへ出さないかんという場合も発生してくると思います。ただ、恒常的に送

り込むかどうかというのは、今私が議論をさせていただいておるこの件になるのです

が、それも含めて――ただ何というのですか、これも名前を出せん話ばかりしておるの

ですが、県内の今のある自治体でもかなり大きな、私どものこの町よりはるかに大きな

自治体の中でも、もう炉の耐久年数が過ぎてどうしても駄目なので、県外への民間委託

を検討しようかという自治体も出て、かなり真剣な議論になって、もう話がどこまで進

んだかは分かりませんし、議会が認めるかどうかも分かりませんが、そういうふうな状

況になっております。 

ただ、先ほど申し上げたように、時代は大きく変わってきておるのは事実でござい

ます。そしてまた、国や県も、ついこの間「ごみゼロの日」でした。そのときにも新聞

に大きく載りましたが、ごみの減量化、循環型社会の構築というのは、もう国・県を挙

げて進めていっておる施策でございます。民間委託をするとかせんとかいうふうなこと
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に関わらず、どちらにしてもごみの減量化、特に可燃ごみに関してリサイクルやリユー

スの関係は大丈夫ですが、可燃ごみで焼却、最終処分をしないといかんごみに関して

は、どちらにしても減量化に努めなければならないと、行政が啓蒙
け い も う

をしていかないとい

かんという今の時代です。そういうふうな時代の要請もありますし、ただ、これは小さ

な数字を出しあって議論をしていく中で、先ほど私が最初に申し上げたように、委託の

方法があるということ自身、正直私もつい最近まで、今年春の寒い時分のときですが、

それまで存じ上げませんでした。そういうふうなことの議論を、議会に３年前なり何年

か前に提示をしていただいて、それの中でこの議論が過去にあったら一番よかったので

すが、それがない状態の中で直営の話でありがたいことに手を上げていただく、公募に

応じていただける地域も出てまいっておりますように、本来はその前にこの話があって

しかるべきだったと思うのです。 

それを今さら遡って３年前や４年前という話になってもしようがないのですが、細

かい数字を上げた上で、もっともっと最終的には議論を詰めて、どうしても直営でなけ

ればならないと、こういうふうなことの結果で行くのであれば、もっと詰めていく必要

があるのではないかと思いますが、その点、膝を詰めた最終的な議論をなるべく早いう

ちに決めてしまった方が私はいいと思うのですが、町長なり担当の方なり、どうお考え

でございますか。お伺いをいたします。 

○岡川雅裕環境課長 議長。 

○大澤夫左二議長 岡川環境課長  

○岡川雅裕環境課長 担当課長としてお答えするような話になるのですが、私として

は、当然もう更新の時期が目に見えている、その部分の中で今のコストの話もさせて

いただきましたが、その部分も考えて、今後民間委託の基準と言いますか、目安と言

いますか、そういうものを持った上で、飽くまで直営でやっていくのがいいのかな

と。というのは、やはりどこまでいっても町としてごみに対しては責任を持たざるを

得ないということを念頭におきまして、ごみについては町が責任を持って今後もして

いくというのが一番かなと思っております。 

  ただ、先ほど言いましたように、ごみの量によって大きく変わってくるのです、この

金額というのはね。ですから、当然先ほど議員さんが言われましたように、いろんな情

報が出てまいります。その部分の情報については、アンテナを張って十分情報収集をや

って、２０年たつより以前に、今後残り５年なりということになってくるとその地点で

も状況は変わってくるので、その部分もひっくるめて、そのときにはそのときでまた試

算をして議論をして、施設があっても民間委託ということは視野に入れる必要が出てく

る可能性はあると思っております。 

ですが、もう目の前にきている平成２９年を目標に進むことについては、町として

の責任として、今回の更新に関しては直営で行いたいと考えておりますので、よろしく

御理解のほどをいただきたいと思います。 

○古野司議員 議長。 

○大澤夫左二議長 古野君。 

○古野司議員 はい。人口はこれから日本自身も減りますし、徳島県も毎年４，５００

人近く減っております。うちの町だけ減らないということはありませんし、これは必
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ず激減してくるようなときも、既に減っておりますが、そういうふうな状況でござい

ます。 

その中であっても、例え人口が減って１人当たりの経費が非常に増えていったとき

でも、ごみを直営でやるのだと、当面の間はやるのだというような覚悟が最初に要りま

す。あとで振り返ってみて、将来の我々の次の世代の人やこれから現役になっていく若

い人たちが、「先輩方がこういうふうな手法を取っただけに、大きなコストを我々がか

ぶってしまわないとしようがないのだ。」というふうに思われないように、今この場で

十分議論をして、こういうふうな選択が最良だったのだと、コストがかかっても直営で

やるのだと。 

私も個人的に言えば、財政が許せる範囲であれば絶対的に直接直営でやる、それが

一番だろうと思います。ただしかし、多くの議論を経てからでなければ、最終的な、こ

こというところにはならんのではないかなといういうふうに思いますので、またこれは

最終的に短い期間の中で議論をしていかないとしようがないでしょうけれど、とことん

議論できる場が設置できるというふうなことを希望しまして、私の一般質問はまずこれ

でひとまず終了ということにいたします。 

  ありがとうございました。 

○大澤夫左二議長 古野君の質問が終わりました。 

  ２番目に株田茂君を指名し、発言を許可いたします。 

○株田茂議員 議長。 

○大澤夫左二議長 株田君。 

○株田茂議員 議長。 

○大澤夫左二議長 株田君。 

○株田茂議員 おはようございます。それでは、私の方から一般質問をさせていただき

たいと思います。私は「米軍機による低空飛行訓練」と、「連絡員制度のあり方」、

「空き家対策について」、この３点についてお伺いをしたいと思います。 

  まず、「米軍機による低空飛行訓練について」であります。軍隊を持たない我が国

は、米国との日米安全保障条約のもとに守られていると言っても過言ではありません。

そして、そのための軍事訓練が日本国内で行われることも、致し方ない現状でありま

す。しかし、そのために我が国民の安心・安全が損なわれてはなりません。 

その軍事訓練の１つに低空飛行訓練があります。飛行訓練ルートは全国で８ルート

が設定されており、その１つ、オレンジルートが那賀町の旧木頭村地区上空を通過して

おります。昨年までは月１～２回だったのですが、今年に入り急増しております。ま

た、今まで気づかなかったのかなかったのか分かりませんが、夜間飛行も行われており

ます。知人の話によりますと、４月には６回飛来し、そのうち４回が夜間飛行です。５

月には１１回飛来し、そのうち７回が夜間飛行であったと言っております。夜間飛行の

ときは爆音が大きいときもありますので、昼間よりもより低空を飛んでいるときが多い

のではないかというふうに思われます。 

また、このルートは山岳地帯を縫うように飛んでおりますので、県境に近づくほど

低空になるのか、爆音も大きく、不安を感じている住民の方も多数おられます。このよ

うな実態を町は把握しているのかお伺いしたいと思います。また、この低空飛行訓練に
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対し、徳島県から防衛省に要請書が提出されております。これは６月１日の新聞記事で

も報道されております。  

  私としましては、町からも防衛省に対し米軍の低空飛行訓練の自粛要請を行っていた

だきたいと思いますが、いかがでしょうか。 

 まずは、この２点についてお伺いをします。 

○坂口博文町長 議長。 

○大澤夫左二議長 坂口町長。 

○坂口博文町長 株田議員さんの、米軍の低空飛行に対しての訓練中止要請を町からと

いうことでございますが、このことにつきましては、昨年度はオスプレイの訓練飛行

の中止についてということで、町村会としても提出をさせていただいたところでござ

います。 

その後において、もう御承知と思いますが、まず沖縄県知事の新聞報道、これが発

端で、いろいろと先般の橋下
は し も と

大阪市長さんの八尾空港への誘致、そういったことが非常

に報道関係をにぎわしております。確かに沖縄県知事さんの発言が理解できないという

点でなく、分かるような気もいたすのが現実です。最初に私も聞いたときに、１回や２

回訓練で飛んでいるのと違って、沖縄は何分何秒に１回と飛ばれているのだぞと、その

ことを理解してほしいという内容だったと思います。 

それに応えたのかどうか、橋下市長さんの今回のそういった行動についてもいろい

ろ議論がされておりますが、町としてそういった要請を直接行うということについて

は、今のところ私自身も那賀町からということについては、議会の皆さん方の御意見、

それも含めて検討してまいりたいと思いますが、前回同様、この９月だったと思います

が、四国四県町村長・議長大会がございます。やはりこの場でそういうことを要請する

のかどうか、またこれは町村長そして議長さんとの大会でございます。そういったこと

で、議会としてもその件については十分御検討をいただけたらと思っております。今月

１７日だったと思うのですが、それが意見集約・要望内容集約の締切日になっておりま

す。この今議会で議会の皆さん方の中でも御検討をいただけたらと思っております。 

  町として、町独自でというのは、そういう防衛省の方には今の国の状況からしてなか

なか受け付けてはいただけんのでないか、受付は難しいのではないかと思っております

が、全体の徳島県また四国の町村長・議長さん、そういった方がそういう御意見があれ

ばそういう形で町としても対応してまいりたいと思っておりますが、今の状況からし

て、全国にそういう沖縄の負担だけでなく全国で御負担をしていただきたいといった、

風
か ぜ

といいますか、その形がかなり反響を呼んでいるということも事実であろうと思いま

すので、その点も含めて今後検討してまいりたいと思っておりますので、よろしくお願

いしたいと思います。 

○森下藤夫地域防災課長 議長。 

○大澤夫左二議長 森下地域防災課長。 

○森下藤夫地域防災課長 株田議員さんの質問なのですけれども、県の要請文、５月３

１日付の徳島県経営戦略部長名での防衛省中国四国防衛局長への要請文のことだろう

と思っております。内容につきましては「３月以降、大幅に低空飛行が行われてい

る」ということ、それと「飛行時間やルートの告知なしに、ドクターヘリや防災ヘリ
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などの安全性を脅かしている」、それから「５月２８日には徳島県沖に米軍機が墜落

して、住民の不安は一層高まっている」というような内容でございまして、訓練内容

の提供を行いまして、爆音被害に対しまして低空飛行を実施しないような要請文だっ

ただろうと思っております。 

  また、株田議員さんからの内容とちょっと異なるのですけれども、私が木頭支所から

聞いたのには、平成２２年度は飛行訓練が１回、平成２３年度は３回、平成２４年度は

５回でありますが、平成２５年４月以降から６回もあるようでございます。また、担当

からは、住民の方も慣れてしまったようで報告が漏れているような状況があるというよ

うなことも聞いてございます。 

 それと、あと１点につきましては、騒音被害に対しましては損害賠償ができないかと

の質問でありますが、県に問い合わせたところ、騒音による被害の立証が難しいので賠

償責任の請求も難しいのではないかということでございます。   

  それと、町からの要請につきましては、米軍機の低空飛行が行われた場合には、町民

から幅広く情報提供をしていただきまして、その都度県に報告してもらって、県の方か

ら要請等をしていただきたいと、そのように考えております。 

  私の方からは以上でございます。 

○株田茂議員 議長。 

○大澤夫左二議長 株田君。 

○株田茂議員 まだ、質問していない内容まで答えていただいて、ありがとうございま

す。 

  町としても実態をある程度把握をしているようですけれども、正確にはどうもされて

いないと。今後こういった実態を把握するということですけれども、これ、やはりそう

であればどういう形で情報を収集するか、こういうのを決めておかなければならないの

ではないかと思うのですね。どなたに委託して情報をいただくか。その辺をどのように

お考えになっているのかということ。 

それと、私はこれ先ほど町長が、議会がとか議長会がとかいうように私らの方に押

し付けましたけれども、これは県、行政がやはりこういう要請もやっておるわけなので

す。ですから、関係ある市町村も県と一緒になってしたらどうだろうなという提案なの

です。ですから、那賀町だけでなかなか難しいのであれば、牟岐町とか美波町とか三好

市などに呼び掛けて一緒にやる方が、効果があるのじゃないかと思います。 

そういった点で、もう一度お答えをいただきたいと思います。 

○坂口博文町長 議長。 

○大澤夫左二議長 坂口町長。 

○坂口博文町長 先ほど申し上げましたのは、御指摘のとおりでございます。我々とし

ても那賀町独自というのでなく、先ほど申し上げましたように、四国四県あるいは徳

島県町村会、隣接市町村とのそういう御意見を含めて、一緒になってやるとすればや

りたいということでございます。 

（株田茂議員「収集体制、今後どのように情報を集めるのか。」と呼ぶ) 

○森下藤夫地域防災課長 議長。 

○大澤夫左二議長 森下地域防災課長。 
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○森下藤夫地域防災課長 先ほど言いましたように、町民の方々にＰＲを行いまして、

本当に固定するのでなしに、幅広く情報を集めたいと思っております。 

以上です。 

○株田茂議員 議長。 

○大澤夫左二議長 株田君。 

○株田茂議員 はい、分かりました。町の方からもやはり県と共同歩調をとって、いろ

いろ進めていただきたいと思います。 

 この件に関して、次に、この飛行訓練に伴う騒音被害の問題でございます。昼間はそ

れほどでありませんし、皆慣れてしまって「ああ、また来たかな。」という感じでおる

のですけれども、特に夜間飛行のときの音の大きさにびっくりしております。和無田に

おる私が驚くぐらいですので、折宇や北川の方はなおさらだと思っております。 

 高知県は、本山町でこの騒音測定を始めたようであります。また、オレンジルート上

ではありませんが、島根県浜田市でもこれは数年前から騒音測定をしておるようであり

ます。ですから、私はその情報収集の一環として、我が町でも騒音測定を実施していた

だけないでしょうかということです。そして、このオレンジルート上の他の市町村にも

働きかけていただいて、このようなデータの収集をしていただきたい。こういう連携を

して、具体的なデータを集めていくことが次へのステップにつながっていくのではない

かと思います。 

このような点についていかがお考えでしょうか、お伺いします。 

○森下藤夫地域防災課長 議長。 

○大澤夫左二議長 森下地域防災課長。 

○森下藤夫地域防災課長 爆音対策につきましては今後検討していきたいと思います

が、県の方に聞きましたら、前にもよその県なのですけれども、爆音でガラスが破損

したといったことから損害賠償をした経緯があるようでございます。それも立証がで

きなかったようでございますので、その点については難しいのじゃないかなと、その

ように思っております。 

  以上です。 

○株田茂議員 議長。 

○大澤夫左二議長 株田君。 

○株田茂議員 私はね、無理やり損害賠償をせよと言っておるのではないのです。こう

いったようなデータを集めて、この那賀町の一部の地域でそういう被害を受けておる

のだと、それに対して国に何かの見返りというかね、そういうものを要求するときの

データになるのじゃないかということなのです。先ほども言いましたように、この軍

事訓練そのものをやめるというのは非常に難しいだろうと思います。今の日米安全保

障条約で日本が守られているという状態を考えますと、これはもうなかなか難しい問

題だと思うのです。 

しかしながら、この軍事訓練による被害といいますか、それを被っている地域に濃

淡があるわけですね。先ほども町長が言いましたように、沖縄の人はもう大変な迷惑を

被っております。あるいは国内でも岩国とか三沢とか、そういう基地の近くの人は大変

迷惑を被っております。そういうふうに考えますと、私どものこの町内もオレンジルー
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トという設定をされておるので、そういう意味ではそういう迷惑を被っておるわけなの

です。ですから、そのことに対して言えるような何らかのデータを収集しておくべきじ

ゃないかということです。ただ伝聞で聞いたりするのではなしに、具体的な、こういう

ように飛来回数があったというようなことを収集していくべきじゃないかと思うので

す。 

再度、町長にお考えをお聞きします。 

○坂口博文町長 議長。 

○大澤夫左二議長 坂口町長。 

○坂口博文町長 騒音調査の測定をする対応をということでございますが、これは確か

にこの８月下旬までに中国四国防衛局は中国山地にその測定装置を付けると発表をい

たしております。これは、特に低空飛行で回数とか爆音がひどい箇所だろうと思いま

す。 

この那賀町木頭地域になろうと思いますが、これは特に木頭地域だけでなく特にあ

のルートから言えば海陽町。由岐とかそういうところは音を聞いたことがないというよ

うな状況です。どこでもというわけではないと思いますが、オレンジルートの何か所か

にそういった装置ということについては、これはまた県と十分協議をして、また相談を

してまいりたいと思っております。 

○大澤夫左二議長 株田君に申し上げます。同問題について再々質問になりますので、

その分、もしまだあるのであればまとめてください。 

○株田茂議員 議長。 

○大澤夫左二議長 株田君。 

○株田茂議員 はい、分かりました。同じ那賀町でもこの相生とか鷲敷地区の方はそう

いうのを見聞きしていないと思いますが、やはり奥の木頭地区のものになりますと、

非常にそういった実態を見聞きし、経験しております。そういうことを考えて、町と

してもいろいろ対策を練っていただきたいと思います。 

  それでは、次に２番目の質問の「連絡員制度について」質問をさせていただきます。 

  町としましては、住民の声とか要望をどのようにして収集しているのかお伺いしたい

と思います。我が町におきましては行政連絡員が設置されておりまして、年に２回ほど

連絡会が旧町村単位で開催されておるようです。「那賀町行政連絡員設置要綱」による

と、第８条に「住民の動向を把握し、町行政に反映させる」とありますが、町の施策の

周知を図ることに重きが置かれているように見受けられますが、違うでしょうか。それ

と、合併当初、地域審議会が設けられております。現在これがどうなっているのか。 

以上、２点についてお伺いしたいと思います。 

○峯田繁廣総務課長 議長。 

○大澤夫左二議長 峯田総務課長。 

○峯田繁廣総務課長 株田議員さんの質問で、住民の声をどうして集めているのか、住

民の声の収集・集約方法についてと、それから連絡員の現状、行政連絡員ですね、そ

の現状、それから地域審議会の現状という質問にお答えをしたいと思います。  

  もちろん、町行政にとって住民の声というのは非常に大切なものでありまして、それ

をどういうふうに収集しているのかということでありますが、まず一義的には住民を代
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表して公選によって選ばれている皆さま、町議会議員の皆さんの意見に多数の住民の意

向が反映されているものと考えています。こうした一般質問でありますとか、議案審

議、各種委員会などで伺った意見・提言を、私たちは行政を進めていく上で大きな動機

づけとしております。それは給付制度の創設や改革であったり、高齢者対策・保健衛

生・土木・建築施策、いろいろな面でこうした御意見をまた内部でいろいろ検討して反

映をしておると思います。 

 ただ、特定の地域に存在する課題につきましては、旧町村全体に対する問題について

は、旧町村の地域ごとに設置されている地域審議会に諮ったり、あるいは関係者・地域

住民への説明会、アンケート、パブリックコメントなどの方法で意見を伺っています。

そのほか、職員が窓口で対応して要望や意見を聞く、各種会合などに職員が出席したと

き、また業務や日常での交流で意見を聞くなど、様々な方法で住民の意向をお伺いして

おります。 

  最近は、お電話でもフランクにいろいろな電話を直接いただくこともありますので、

そういうのも記録に残して、「こういう意見があったけど、どうですか。」というふう

なことで、行革委員会などで紹介をして検討をしたりしております。 

  次に、行政連絡員より地域審議会を先に言います。地域審議会といいますのは、合併

特例法という法律によって規定されているもので、合併前に合併関係町村の協議によ

り、期間を定めて、合併関係町村の区域であった旧町村ごとに設置するものでありま

す。那賀町でも丹生谷合併協議会において地域審議会を置くこととし、審議会の設置期

間は平成２７年３月３１日までとしております。５つの旧町村の審議会、それぞれ委員

は１０人以内で任期は２年であります。この委員には、自治会の代表者でありますとか

団体の代表、識見を有する者、それから公募による選任の委員があります。 

どういうことをやっているかと言いますと、町長の諮問によって新町建設計画その

他について協議し答申したり、必要事項において意見を述べたりということでありま

す。現在の活動状況でございますが、審議会自体の通常運営につきましては、特にテー

マがなくても審議会を開催したり、必要に応じて審議会というのを、これは町長からこ

ういうことを検討していただきたい、例えば木頭地区における学校の小・中学校の統合

校舎を造るときなどにもこういうことを諮問し、答申をいただいたということがありま

す。一応今後は合併協議会の規定により、何ごともなければ平成２６年度末をもって地

域審議会は廃止されることとなります。 

  次に行政連絡員制度でございますが、これは「行政連絡員」と町の例規ではそういう

言い方をしているのですけれども、各地域によって駐在員という言い方もしますし、そ

れから木頭地区においては総代会というような言い方もしますし。ですけれども、公式

的には「行政連絡員」と言っております。 

これは、現在例規上は全部で１６６地区あります。鷲敷が２２地区、相生が５９地

区、上那賀が５０地区、木沢が２７地区、木頭が８地区となっております。通常は、町

からの連絡とか広報とかいろいろな回覧文書をお願いして、地域に連絡をしていただい

ております。どの地区でも年に１回、総会と言いますか、行政連絡員の集まりをして、

町からのいろいろな施策の紹介のほか、意見を伺ったりしております。これも、地域に

よっては事前に各地区から文書で要望を集めたりしているところもあります。これも結
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構活発な意見がありまして、いろいろな意見をまた持ち帰って、これも行革委員会など

で「こういう意見が出たけど、これは実現可能か。」とか、いろんな検討をしておりま

す。そういう現状でございます。 

以上でございます。 

○株田茂議員 議長。 

○大澤夫左二議長 株田君。 

○株田茂議員 あらゆる手段において情報収集をしておると。まず第一番に、我々町議

会議員の声が一番大事だということを聞きまして、改めてありがとうございます。こ

れは私たちの仕事の一番大事なことで、それはもう重々承知しておるわけですけれど

も、実はこの４月に議会で熊本県御船町――ここは人口が１８，０００人で面積が１０

０㎢の町なのですけれども、そこへ視察に行ってきました。研修の目的は議会の活性

化だったのですが、そのときの話の中で、この御船町では自治区が設けられており、

そして区長さんが８５名おると。この８５名の区長さんを毎月１回定例会で集めてお

り、そしてその中に議員も参加し、町長と行政も参加していろんな問題について話し

合っているということです。 

私は、これをこの那賀町でも取り入れたらいいのじゃないかというふうに考えた次

第です。先ほどの行政連絡会でもいろんな意見が出ると言いましたけれども、やはり町

内の区長さんが一堂に集まるということは、那賀町の下
し も

から上
か み

のことがそれぞれの住民

の方に理解してもらえるということなのですね。旧町村単位ですと、もうその中のこと

への問題提起しか出てきません。しかしながら、これを１か所に集めてやると、やはり

そういうことが自然に耳に入ってきます。 

私ども議員も町内一円を活動しなければいけないのですけれども、やはりなかなか

難しいです。どちらかと言いますと、出身地域が主体になってきます。やはりそういう

ようなことを補完する意味でも、町内で１か所に集めてこういうのをやるというのが大

変重要になってくるのじゃないかと思うのです。実際、役場の職員数も減らしてきてお

ります。また、我々議員の定数も、今回は据置きとなりました。しかし、これは将来的

にはやはり減員していかなければならなくなると思います。 

しかし、この行政区域、この広い面積だけはいつまでたっても縮みません。ですか

ら、やはりこの広い面積の中の住民の声を効率的に迅速に情報交換できる仕組みを、今

から模索しておく必要があるのじゃないかと思います。 

  この点について、町長のお考えをお聞かせ願いたいと思います。 

○坂口博文町長 議長。 

○大澤夫左二議長 坂口町長。 

○坂口博文町長 この行政連絡員制度につきましては、そういった議員指摘のお考えも

確かに１つの方法であろうと思っておりますが、これまでやはりその地域、その区

域、やはりきめ細かくそこの意見を収集したいということで、その網を広げていると

いうのが現状です。これを１か所に集めて連絡員総会とかそういうものを年に何回か

するという方法も確かにあろうかと思います。これは今の自主防災会がそういった組

織形態をもっております。そういう方法でこの連絡員の調整会議、そういった形を今

後やるべきかどうか、これはそれぞれまた今後連絡員の皆さん方とその場で御協議を
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させていただき、そういう場を持つということはどうでしょうかという御意見もお伺

いしながら進めてまいりたいと思っております。 

○株田茂議員 議長。 

○大澤夫左二議長 株田君。 

○株田茂議員 是非とも検討をしていただきたいと思います。 

  次に、「空き家対策について」お伺いをします。Ｕ・Ｊ・Ｉターンの受入れのために

空き家を有効活用しようということで、空き家調査をしたり、売却希望が出れば町のホ

ームページで斡旋
あ っ せ ん

もしております。実際、そういうことでその空き家対策で活用という

ようなことの効果は上がっているのでしょうか。また、なぜそういった効果が生まれな

いのか、どのように考えているのかお伺いをしたいと思います。 

○湯浅卓治企画情報課長 議長。 

○大澤夫左二議長 湯浅企画情報課長。 

○湯浅卓治企画情報課長 空き家対策についての御質問がありましたので、私からはそ

の把握と利活用について、まずこれまでの取組から説明させていただきたいと思いま

す。  

  平成１９年から現在までの他町村から本町へのいわゆる移住実績は、都合により移住

後転出された方も含め、延べ２７世帯４６名の方が移住されております。この中には、

町が空き家情報として提供した家屋に移住された方もおいでます。取組についての経緯

ですが、まず町として平成１９年頃に空き家の利活用のため、社会福祉協議会と委託契

約を結び、依頼いたしまして把握調査を実施いたしました。これは町内の空き家がどれ

ぐらいあるか、貸し借りができるものはどれぐらいあるか、それから状態がどのように

なっているかというような調査でございました。  

  これをもとにピックアップされた居住可能な空き家に対しまして、その所有者又は管

理の方に空き家賃貸の意向・希望があるかどうか、また売買の希望があるかなどをお聞

きいたしまして、諸条件、居住に対しての可能であるかという条件等をクリアした空き

家に対しまして、改めて情報提供の希望を取りました。それで、町のホームページに掲

載いたしました件数につきましては、現在までで延べ１６件ほど掲載をいたしました。

これについては掲載の期間を最長１年と設けておりまして、また掲載後にも所有者の意

向により掲載を取りやめするというような状況もありました。それで、延べ１６件の掲

載をいたしております。そのうち、現在までにこの情報提供によって４軒の家屋につい

て売買の話が成立していると聞いております。 

  また、家屋の賃貸に関してでありますが、移住交流を希望する方、それから町外の方

から本町に問い合わせのある話の中でお聞きすれば、どちらかと言えば家屋を買取り売

買するよりも、賃借物件の方がないか、借りられる物件はないかという声の方が多かっ

たように思われます。それで、それに関しましては、随時借りられるものに関しまして

情報提供の方をいたしておりまして、平成１９年からの実績では延べの件数で３件、１

軒については複数回の賃貸借を行っているようでございますが、３件の実績がございま

す。ただ、今のところ何分にも住民の方からの提供してよいという、戸数の情報提供の

方の数が増えていないのが現状であります。 

  それで、今後の対応ですが、最初の調査から時間も経過しておりますし、実態も当然



- 48 - 

変化をしてきていることと思います。そこで、改めて有効活用可能な家屋情報の掘り起

こしをするために、現在の那賀町内の空き家の状態、これの把握に努めなければならな

いと考えております。それで、再度の実態調査が必要であるなと考えております。 

 空き家の実態調査等に関しましては、現在国・県においてもかなり具体的な指針とい

うか、ガイドラインみたいなものが示されております。また、国内の他市町村の自治体

の方の実績例もかなり出ております。それで、国・県からも調査方法についてもかなり

具体的な方法も示していただいております。 

また、本町におきましては、本年度、地域おこし協力隊というのを発足いたしまし

た。５名の方に本町に来ていただいております。その活動の中で、空き家の調査をして

いくという項目も活動項目の中に入れております。４月１日で活動を開始したばかりで

はございますが、この段階でこの方たちの行動力を十分に生かしたような調査を実施す

るために、今後いろいろ検討をしなければいけない部分もあると思います。 

それで、本町の実態に即した独自のマスタープランになるようなもの、その辺りを

含めて、全町をいきなり始めるのでなしに、集落を限定して、数集落に対して試験的に

予備調査的に調査を始めていきたいと考えております。そのためには、地域に一番密着

しております民生委員さんなり行政連絡員さん、駐在員さんなりの協力も当然必要にな

ってこようかと思います。あと役場内、課の方でも調査の基礎となる資料づくりのため

に、役場内での各課で横断的に、各課資料の連携等も必要になると考えております。こ

のために、これらを勘案し調査のための全体的構想について、現在企画情報課の方で検

討に取り掛かっている状態でございます。 

以上です。 

○株田茂議員 議長。 

○大澤夫左二議長 株田君。 

○株田茂議員 売却可能なものが１６件ほどあって、４件ほど契約が成立したと。賃貸

の方については、住民からの情報提供が少ないというようなことでございます。 

  売りたいという方は、多分転出されるのでそういうことであるのだろうと思うのです

けれども、賃貸についてはですね、やはりこれは皆さん貸したがらないのだろうと思う

のです。というのは、いろいろ理由があると思います。実際、私も過去に、この家を貸

してあげてくれんかなといろいろと言いに行ったこともあります。しかし、なかなか

「うん」とは言ってくれません。 

そこでいろいろ考えてみますと、大きな理由が２つほどあるのではないかと思いま

す。その１つは、人は住んでいないけれども荷物がいっぱい置いてある、まあ言うたら

荷物置場になっておるということです。貸すとなれば片付けなければなりませんし、そ

の手間もいる、また費用もかかります。面倒くさいからやめておこうとなるのでないか

と思います。 

あともう１つは、どんな人が借りるか分からんという不安です。将来必要になった

ときにすんなり返してくれるだろうか、隣近所といざこざを起こされて、そのとばっち

りがくるのでなかろうか、そんな面倒なことになったら困るからやめておこうと思われ

るのではないでしょうか。そう思います。 

  実際、過去に町で売買した案件の中で、隣近所の人といざこざが起きて、かなりその
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解決に時間がかかった例もあります。やはり、よそから移住してきてくれるのはいいの

ですけれども、その人の性格なり行動というのは分かりませんので、やはりそういう不

安があるかと思います。ですから、私は幾らその空き家調査をしても、この貸手の人の

心理面の不安を解消してやらないと、これは前に進まないのでないかと思うのです。 

それで、町としては、個人宅の片付け費用を町費で補助してあげるというようなこ

とも、考えることが必要じゃないかと思います。ただ、直接町から出すわけにもいきま

せんから、そこで一工夫が必要でないかと思います。そこで、個人からそこの集落の人

に借りてもらって、そこの集落でその空き家を管理してもらうと。そういうこととなれ

ば、こういった片付け費用等は何らかの形で補助できる面が出てくるのじゃないかと思

うのです。その集落の人は、そこを民宿にしてもいいだろうし、あるいは賃貸住宅にし

てもいいだろうし、集落で共同管理をしてくれるようにお願いをしたらどうかと思いま

す。そうしたら、貸主の人も集落の人が管理してくれるのであれば、先ほどの誰が来る

のか分からんというような不安はなくなると思います。集落の人が責任を持ってくれる

と思うのではないかと思います。 

こういった補助の場合、財源が問題になってくるのですけれども、２０１０年の改

正過疎法（過疎地域自立促進特別措置法）で、ソフト事業にも過疎債が活用できるとい

うようなことなので、これを何とかうまく活用すればそういった財源も捻出できるので

ないかと思うのですけれども、この考えはいかがでしょうか。 

お伺いします。 

○湯浅卓治企画情報課長 議長。 

○大澤夫左二議長 湯浅企画情報課長。 

○湯浅卓治企画情報課長 先ほどの私の答弁で１６件と申しましたのは、売買及び賃貸

を含めてのホームページ上に掲載した延べの件数でございます。 

  さて、株田議員さんの方で御提案いただきました片付け費用等それに関する補助、そ

れに対しての集落での管理、利活用におけるこのような補助については、全国的にもい

ろいろなケースで改造の費用とか集落による情報提供に対する補助など、いろいろな形

での補助制度は自治体に応じてあるようではございます。十分に検討に資する提案とは

思いますが、課題・問題点、それぞれまだいろいろとあろうかと思いますので、現時点

では検討させていただくという答弁で御了承願いたいと思います。 

  以上です。 

○株田茂議員 議長。 

○大澤夫左二議長 株田君。 

○株田茂議員 是非とも検討していただいてね、その空き家の持ち主の人が「貸しても

いいよ」となるような雰囲気を是非とも作っていただきたいと思います。 

  以上で私の質問を終わります。 

○大澤夫左二議長 株田君の一般質問が終了しましたが、ここで午前１１時２０分まで

小休を取ります。 

午前１１時０６分 休憩 

（休憩中、植田一志議員退席、出席議員１４名となる） 

午前１１時２０分 再開 
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○大澤夫左二議長 会議を再開いたします。 

  ３番目に連記かよ子君を指名し、発言を許可いたします。 

○連記かよ子議員 議長。 

○大澤夫左二議長 連記君。 

○連記かよ子議員 町政に対して、２点のことについて一般質問をします。 

まず１点目は「マイナンバー制度について」でありますけれども、５月２４日、い

わゆるマイナンバー法が参議院で可決、成立しました。２０１６年１月から運用が開始

されることになりました。マイナンバー制度とは、国民１人１人に１２桁の番号を割り

当てて、氏名や住所・生年月日・所得・税金・年金などの個人情報をその番号で一元管

理する共通番号制度のことで、希望者には番号と顔写真などが記載された個人番号カー

ドが交付されるということであります。現在は、生年月日や住所は自治体、年金番号は

日本年金機構、納税者番号は税務署というように、行政機関は国民の個人情報を各機関

で個別に管理しています。そのため、システムの乱立によるコスト増と事務の非効率化

を招いている現状であります。 

  ところが、平成１４年に住民基本台帳ネットワークシステムが導入されています。今

回のマイナンバーはこの住民基本台帳ネットワークシステムを活用して作られるという

ことですが、それでは、マイナンバー制度と住民基本台帳ネットワークシステムの違い

についてお伺いをいたします。また、併せてどんなメリットやデメリットがあるのでし

ょうか。このことについてお伺いをいたします。 

○岡川千歳住民課長 議長。 

○大澤夫左二議長 岡川住民課長。 

○岡川千歳住民課長 私の方からは、連記議員さんの御質問のうち、マイナンバー制度

と住基ネットの違いについて説明させていただきます。先ほど連記議員さんが説明し

ていただいた分とかぶるところもあるかと思いますが、お聞きいただけたらと思いま

す。 

  住基ネットについてでございますが、その前に住民基本台帳とはどういうものか申し

上げますと、住民基本台帳とは氏名・生年月日・性別・住所などの情報が記載された個

人の住民票をまとめたものでございます。平成１１年の住基法改正によって、住民基本

台帳をネットワーク化して全国共通の本人確認ができるシステムが作られました。これ

が住基ネットと呼ばれているものでございます。住基ネットには、氏名・住所・生年月

日・性別の４情報と、無作為の１１桁の番号である住民票コードと、これらの変更情報

が保管されております。 

住基ネットの情報は、提供先や利用事務について法律又は条例で定められて、パス

ポートの申請、年金の現況届、司法試験、建設業法による技術認定の資格確認などの事

務に提供されております。これにより、住民の方は先に挙げた申請・届出等の際に住民

票の写しの提出が不要だったり、住基カードを身分証明書の代わりに使うことが可能に

なっております。また、町においても、住民票の転入通知が郵送でなく電子通知になっ

て時間と費用が大幅に削減できたり、年金記録においても被保険者や受給権者の情報が

電子的に正確に確認できるなど、行政事務の効率化に役立っているところでございま

す。 
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  しかし、住基ネットは飽くまで保管情報として独立したものであり、それぞれの提供

先・利用先に必要な情報、先ほどお話した４情報を言いますが、これらを提供するだけ

ですので、それぞれ行政機関が保有する年金・医療保険・税情報・児童手当などの福祉

的な給付のデータなどは、電子的にはつながりがございません。以上、住基ネットにつ

いての説明でございます。 

  次に、マイナンバー制度について説明させていただきます。「行政手続きにおける特

定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律」とその関連法案、マイナンバー

法案が５月２４日成立いたしました。マイナンバー法の理念は「国民の利便性の向上

と、社会保障や税の給付と負担の適切な関係の維持にある」となっております。 

次に、マイナンバー制度について、現在想定されている流れとスケジュールを申し

上げます。マイナンバー制度では、国民全員に「個人番号」といって共通番号が付けら

れることとなります。個人番号は、現在の住基ネットの住民票コードを変換して生成さ

れることになります。また、法人にも法人番号が指定されることになります。予定で

は、平成２７年秋頃に国民全員の方にマイナンバーの記された通知カードが送付され、

希望者には通知カードと引換えに番号・氏名・住所・顔写真入りのＩＣチップ入りカー

ドが発行されることになるようでございます。 

イメージとしては、平成２８年１月頃から年金相談・照会などの社会保障分野、確

定申告などの税分野、条例で定めが必要ですが、要援護者リスト作成など防災分野の手

続きから順次マイナンバーが利用開始されるようになるようでございます。さらに、雇

用保険・介護保険や医療保険の保険料徴収と給付への利用、福祉給付、生活保護の実施

などや、それに類似する事務手続きに関しましても、地方公共団体で条例で定めれば利

用を広げていくことが可能となっているようでございます。住民の方は、個人番号カー

ドを活用して自分のパソコンから様々な自己情報が確認できたり、必要な手続きのお知

らせをしてくれるサービスなどが提供されるようでございます。また個人の同一な情報

が必要な行政機関に自動的に提供され、手続きが１回でよくなったり、手続きでの添付

書類が削減されて、手続きが簡素化されるなどのよい点も考えられます。  

  このように、行政機関がバラバラに保有する年金・医療・介護・税などの情報を、こ

の個人番号で電子的に結びつけるシステムがマイナンバー制度です。情報同士が電子的

につながりがあることが、住基ネットとの明確な違いと言えると考えております。 

  マイナンバー制度と住基ネットの違いの説明は以上です。メリット・デメリットにつ

いては、こののち総務課長から説明させていただきます。 

  ありがとうございました。 

○峯田繁廣総務課長 議長。 

○大澤夫左二議長 峯田総務課長。 

○峯田繁廣総務課長 すっぱりした説明のあとで、メリット・デメリットを言えと言わ

れましたので、ちょっと簡単にメリット・デメリットを言います。 

メリットは今課長から説明があったように、年金や生活保護・失業保険や税の確定

申告が簡単になると、国が簡単になると言っています。これは事務の簡素化とか負担軽

減につながるというのがメリットですと。それから自分が年金保険料を幾ら収めたかと

か、自治体からの通知をネット上で確認ができるという、利便性が向上するというわけ
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です。それから、これは個人にとってというより行政機関にとってのメリットなのです

けれども、生活保護の不正受給であったり脱税を、名寄せすることによって防止できる

というようなメリットがあると言われております。 

  一方デメリットと申しますか、悪いことはないのかという懸念ですね。懸念材料とし

ては４点ほどありまして、「国家管理への懸念」というのは、これは国家により個人の

様々な個人情報が番号をキーに名寄せ・突合され、一元管理されるのではないかという

懸念がずっとあります。それから２つ目は、「個人情報追跡・突合による懸念」という

のですけれども、番号を用いて個人情報を追跡・名寄せ・突合をいたしますと、するこ

とができると。そして、そうやって集積・集約された個人情報、集められた個人情報が

外部に漏れるのではないか。プライバシーの懸念ですね。それが、漏れるだけでなし

に、そういう情報が漏れて本人が意図しない形の個人像、個人のイメージが構築された

り、特定の個人が選別されて差別的に取り扱われたりするのではないかといった懸念が

言われております。また、そういうもので当然財産に影響もしますので、番号とか個人

情報の不正利用又は改ざんによって「財産その他被害の懸念」も寄せられています。当

然システムの構築については、そういう懸念の１つ１つを払拭するようなシステムづく

りが求められているところです。 

  それから、それ以外に私たち自治体にとっての大きな懸念は、そうした個々の懸念と

は別に、一体このシステムを構築するのにどれぐらいの経費がかかって、運用にどれぐ

らいの経費がかかるのかと。国の財政支援というのもまだはっきりしておりませんし、

事業費は国全般では数千億円の構築費がかかって、毎年数百億円、２００億円～３００

億円は維持費が要るだろうと言われております。こういうシステムを各自治体でどうや

って負担をしなければならないかというのも大きな懸念だと思います。 

 以上でございます。 

○連記かよ子議員 議長。 

○大澤夫左二議長 連記君。 

○連記かよ子議員 岡川課長にお伺いしますけれども、例えばこの住基ネット、平成４

年からこの１０年間で、本町でどのぐらいの交付件数があったのか。それをちょっと

お伺いしたいのですけれども。 

○岡川千歳住民課長 議長。 

○大澤夫左二議長 岡川住民課長。 

○岡川千歳住民課長 連記議員の御質問は、住基カードの発行部数でございますか。 

すみません。それについては正確な数字を把握しておりませんので、また調べて後

ほどお示ししたいと思います。 

○連記かよ子議員 議長。 

○大澤夫左二議長 連記君。 

○連記かよ子議員 把握していないということでありますけれども、多分本当に件数は

少ないのではないかと思います。これは全国的に言えることでありますけれども。 

それで先ほど総務課長の方から、そのシステム構築の場合の経費ですね、それから

その後のメンテナンスの運用とか数百億円の経費がかかるという話でございました。確

かに住基ネットについても、大変多額な費用をつぎ込んでやったシステムであります。
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その上にまたこういったマイナンバー制度をやっていくのかということについても、私

も疑問を持っております。 

  それで、先ほどデメリットのところでいろいろと御指摘をいただきました。システム

構築したあと、そのデメリットをどうしていくのかということが、私は行政の役目では

ないかと思っております。確かに事務の効率化とか行政のサービスの向上とか言われて

おりますけれども、専門家の意見がございますが、このマイナンバー制度を共通化する

ことで、やはり利便性の追求に偏るのではなく、マイナンバーを記載されたカードを身

分証明としては使わないで、また使うとした場合はマイナンバーの活用が法律で決めら

れたところ以外では絶対に使わないようにするとか、そういうふうなことでないかと思

います。 

 本町は大変高齢化率の高いところでございますので、一番被害に遭うのはやはりお年

寄りの方でございます。こういったことを周知徹底、何回も何回も言っていくことが、

さっき総務課長が言われたような被害、個人情報が漏れていくとかそういったことの被

害防止に役立つのではないかと思っておりますので、これはとにかく制度上のことであ

りますので、今ここでいろいろ議論しても仕方のないことでありますが、行政側として

はとにかく高齢者の方が被害に遭わないように、町民の方が安心できる運用を肝に銘じ

て行っていただきたいものだと思っております。 

  交付件数については、岡川課長、結構です。多分本当に少ないと思っております。そ

ういうことですので、このマイナンバー制度については、行政もことあるごとに、これ

は運用することが決まっておりますのでね、やはり被害に遭わないようにきっちりと対

応をしていただきたいなと思っております。 

それでは、２点目の質問に入りますけれども、５月１１日の徳島新聞を見られて、

住民の方は大変驚かれたのではないかと思っております。これが１１日の新聞でござい

ます。徳島新聞でものすごく大きな見出しですよね。「国保の運営が都道府県に移行さ

れた場合の国保の保険料が、最大で３９千円、那賀町は２４千円の増となる」というよ

うな大きな見出しでございました。２０１０年度の保険料を基準とした試算によります

と、約５７千円から約８１千円に保険料が増えることとしております。このことにつき

ましては、住民の方からも不安を訴えるお電話をいただいております。 

厚生労働省は、２０１０年、市町村が運営する国民健康保険について、全年齢を対

象に都道府県単位の運営に移行する広域化を全国一律で期限を定めて実施するというこ

とを表明しました。現在多くの市町村は、高すぎる国保保険料を抑制するため、一般財

源を国保会計に繰り入れています。国保広域化の狙いは、市町村ごとに異なる保険料の

平準化を口実に、市町村の一般財源の繰入れをやめさせることにあります。しかし、繰

入れがなくなれば医療費が増加し、保険料アップに直結し、高すぎる保険料の更なる高

騰をもたらすことになります。後期高齢者医療制度の運営主体を、一般財源を持たない

都道府県単位の広域連合としたこととも同じことであったと思います。  

  国保の広域化で運営主体を都道府県とするのか、広域連合とするのか、今後の見通し

についてお伺いをします。 

○吉岡敏之健康福祉課長 議長。 

○大澤夫左二議長 吉岡健康福祉課長。 
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○吉岡敏之健康福祉課長 ただいま連記議員さんから御質問がございました。５月１１

日の徳島新聞に、国民健康保険の保険者が市町村から県に移行した場合に、那賀町は

２４千円の増額となるというような記事が掲載されました。これは仮に移行した場合

ということで、こうなる可能性があるといった内容であると認識しております。 

社会保障制度改革推進法という法律によりまして、社会保障制度改革国民会議で医

療保険制度について、所得水準が低いことにより保険料率が重いであるとか、保険料の

収納率が低下してきているとか、それから先ほど連記議員さんがおっしゃいました市町

村間の保険料の格差といった市町村国保が抱える構造的問題の中で、財政基盤の安定

化、それから保険料にかかる国民の負担に関する公平性の確保といった観点から、いろ

いろその国民会議の中で議論されておるところでございます。  

  今回の新聞記事につきましては、その社会保障審議会医療保険部会に対しまして、厚

生労働省が資料として提出した平成２２年度――２０１０年度の保険者１人当たりの保

険料調定額から算出したものでございまして、そこには全国の保険料調定額の都道府県

の平均、それからその県の最大市町村と最小市町村が記載された内容の資料となってお

ります。徳島県では那賀町が最小の保険料調定額でございますので、徳島県の平均の調

定額から那賀町の調定額を差し引いた金額が２４千円。単純に県平均の保険料となった

場合は、２４千円の増となるといったような内容でございます。 

  しかしながら、県にも確認いたしましたところ、まだ議論の最中でございまして、社

会保障制度改革国民会議の法律に基づく設置期限が本年８月２１日であります。何らか

の報告はなされると思いますが、社会保障制度改革国民会議で保険者の県移行の報告が

仮になされたとしても、実施期間はもちろんのこと、国の責任それから保険料の徴収、

保険事業の実施といった県と市町村の役割分担、それから地域医療の提供水準、市内部

と市外部との医療水準の違い、それに対する配慮、それからその移行するまでの激変緩

和の方法等について、具体的なことについてはまだ全く未定でございます。これからは

国・県の動向を見守っていきたいと思っております。 

○連記かよ子議員 議長。 

○大澤夫左二議長 連記君。 

○連記かよ子議員 まだ具体的なことが定められていない、まだその最中であるという

話でございました。課長の答弁の中にありましたように、例えば広域化するとした場

合のその一番の問題点は国保の財政難が挙げられると思うのですが、本町もやはり一

般会計からの繰入れ、また基金の取崩しなど、こうした財政難が最大の原因でありま

す。 

しかしながら、国保財政全体に対する国庫支出金が、１９８０年代の約５０％から

２００７年度の約２５％にまで半減されてきたことも大きな要因であると専門家は指摘

しております。これを復元することこそ必要と思われます。このことを抜きでは広域化

しても国保の財政難の解決にはならない、幾ら議論してもそういったことにはならない

のでないかと思っております。その上、一般財源からの繰入れをやめればですよ、一層

財政に困難して、保険料の値上げと払えない人の増加という悪循環を招くこと、これは

必至であります。 

また先ほどと一緒のことなのですけれども、メンテナンスについてもまた多額の費
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用がかかることではないかと思っております。制度の狭間で苦しむ弱い人たちの声を、

町長はやはり国に向かって届けていくべきと私は考えております。 

町長、答弁いただけますか。  

○坂口博文町長 議長。 

○大澤夫左二議長 坂口町長。 

○坂口博文町長 議員御指摘のとおり、我々としても決まっている国の支援、先ほど議

員が御指摘のなんぼだったかな、ちょっと忘れましたが、それを早急に私どもは対応

していただきたい、それもできればもう少し増やしていただきたいということは、先

般の１１月だったと思うのですが、国保制度改善強化全国大会の席上でもその話は出

ております。我々としてもそういう対応をいたしております。 

  また、先ほど課長からも御答弁をさせていただきましたが、那賀町の２４千円、これ

につきましては、やはりこれまで国保運営協議会でもいつも申し上げておりますが、町

として財政が許す限り一般財源で対応し、国保料は上げないようにしたいということを

申し上げておりますが、そういったことを継続してきた結果、差額がこうして出てきた

のだろうと思っております。 

今後この制度がどうなるかは十分見極めながら対応してまいりたいのですが、そう

思っていますが、制度自体でそういった町独自にそういった一般財源等で対応できる制

度なのか、今の介護のようにそれは法的に駄目ですよという制度になるのか、これから

の議論の対象になろうかと思います。やはり根本の制度自体を十分見直していただいた

上で、県に移行するなら移行していただきたいなと思っております。 

以上です。  

○連記かよ子議員 議長。 

○大澤夫左二議長 連記君。 

○連記かよ子議員 今町長から御答弁をいただきました。私も厚生常任委員のときに、

確か国保料を那賀町は上げないですよというお話でございました。一生懸命、町とし

て頑張っていてくれるなとそのときに思っておりました。 

 今町長が言われたように、やはり制度改革をする場合は、やはりちゃんと見据えて国

の方にもどんどん声を届けていくべきだと考えておりますので、そういうことで私の一

般質問を終わらせていただきます。 

○大澤夫左二議長 連記かよ子君の一般質問が終わりました。 

  ここで、４番目に前耕造君を指名し、発言を許可します。 

○前耕造議員 議長。 

○大澤夫左二議長 前君。 

○前耕造議員 それでは、私の質問は町長にお伺いしたいと思いますが、「町政懇談会

の開催について」お聞きしたいと思います。 

町長は、１期目のときは大きな事件もありましたし、４年間で２回、５～６箇所で

懇談会を実施しております。２期目の今期は、残り任期も２年足らずとなっておりま

す。３月議会のときですか、私は町長に懇談会を実施したらどうですかというふうにお

聞きをしておりますが、改めて聞きたいと思います。 

それは、直接話をすることによって、やはり住民との身近な関係が維持される、行
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政にとっては非常に大事と思っている次第です。例えば、庁舎の耐震工事あるいはケー

ブルテレビのネットワーク事業、それから今期明らかになりましたごみ焼却施設等、今

後大型事業が予定されているので、いろいろ住民の方との議題にはこと欠かないと思い

ます。 

  個人的になりますが、私も２月上旬には地域の連絡員さんとの意見交換会、これは寒

い時期で６名という非常に少ない参加でありましたが、意見交換会を持ちました。それ

から４月中旬には現職を踏まえまして、相生地区の各種ＯＢとの会、これは全部で１９

名参加をいただきました。それから４月下旬には地域２か所での住民との意見交換会、

これは１か所あたり１２～１３名でありました。参加者は私の予想より少なかったわけ

でありますが、それなりに意義があり、建設的な意見交換は非常に新たな発見もありま

すし、新鮮な気分になりました。 

  以上の観点から、町長に町政懇談会の開催についてお聞きしたいと思います。 

○坂口博文町長 議長。 

○大澤夫左二議長 坂口町長。 

○坂口博文町長 前議員さんから、町長の町政懇談会、そういった開催をやってはとい

う御意見・御提言をいただき、本当にありがたく思っております。 

１期目のときは、本当にこれは特異な座談会になったことを反省もいたしておりま

すし、それ以後について、いろいろ出前とか出張所で町民の皆さん方に来ていただいて

お話をさせていただくという方法も行いました。今回２期目につきましても、いろいろ

そういう形で行いたいと考えてはおります。ただ、これまでもいろいろな会合、あるい

はこれは各種大会とかそういうものだけでなく、いろいろな農作物の組織の会とか、そ

れらに出席をする回数を含めますとかなりになりますし、そこでいろいろな御意見も伺

っております。また、先ほどからお話のあります連絡員の会議におきましても御意見を

御提言いただき、そしてそれに対するできる限りの御回答、そしてまた対応策も述べさ

せていただいているつもりでございますが、やはりそれぞれそういった中でも、御提言

のとおり、小規模なそういう会につきましても綿密に行っていくことが、やはり町民の

皆さん方の御意向・御意見を私自身が吸上げ、また確認ができる方法としては、非常に

そのことについて行動を起こしたい、そういうことを実施してまいりたいという気持ち

は持っています。 

  そういったことで、今年についてもそういったことの計画をしていたのですが、やは

りこの７月には参議院議員選挙、そして１０月には皆さん方の町議会議員の選挙がござ

います。そういったことからして、私自身がそういう小規模集会といったことについ

て、いろいろとそちらのそういった方面に御迷惑なり御支障をきたすこともないとは限

りませんので、それ以降、１０月以降そういう形で進めたいと思って、今のところ行政

改革の懇談会の中でもその点について御協議もいただいたのですが、その場合に、それ

ぞれ各担当課長、そういった職員が大勢出るということは、非常に町民の皆さん方にも

威圧感を与えるというようなこともございますので、行う場合はせめて準備もしていた

だくこともあろうかと思いますので、それぞれの支所長あるいは限られた職員に出てい

ただく、お手伝いをしていただくということを考えております。 

  そういったことで、１０月以降、私としてはそういう集会等については考えていると
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いうことで、御理解をお願いしたいと思います。  

○前耕造議員 議長。 

○大澤夫左二議長 前君。 

○前耕造議員 やはり、時期的にはなかなか、秋以降になってもよろしいですので、是

非ともお願いしたいと思います。 

  私どもも、先ほど前段の議員から言われたとおり、九州の熊本において通年議会の勉

強になりました。そこの御船町でも議会主催の町民懇談会を年に数回実施していると、

そうした中において、やはり議員と全町的な町民との間で、議員も非常に勉強しなけれ

ばならない。そうした結果、御船町の町長も、議員の理解が増えて非常に行政がやりや

すくなったというふうに言っておりましたので、よろしくお願いをして、私の一般質問

を終わります。 

○大澤夫左二議長 前君の一般質問が終了いたしました。 

ただいまから１３時まで、午食のため休憩といたします。 

午前１１時５５分 休憩 

（休憩中、植田一志議員出席、出席議員１５名となる） 

午後０１時００分 再開 

○大澤夫左二議長 休憩前に引き続き、会議を再開いたします。 

  一般質問を続行します。５番目に清水幸助君を指名し、発言を許可いたします。 

○清水幸助議員 議長。 

○大澤夫左二議長 清水君。 

○清水幸助議員 議長の許しを得ましたので、早速質問に入りたいと思います。 

  僕が初めて議会に参加した４年前、最初の質問で町長に答弁をお願いしたのは、この

障害者福祉施設をなんとかしてお願いしていただけないでしょうかという質問でした。

ところが、僕自身の頭の悪さか、また口下手の影響か、理事者側の皆さんにはこの施設

の意味を余り理解されなかった、されていなかったのじゃないかと、個人的には少し反

省をしております。そこで、今日はこの１問に絞り、簡単ですが質問させていただきま

すので、どうぞよろしくお願いいたします。 

  障害者には、知的障害・身体障害・精神障害、３種の障害者がおられます。理事者側

の答弁からも、この那賀町には大勢の障害者の方が存命しておられます。この障害者の

方たちを何とかしてあげたい、これが一番最初の質問の主旨でありました。これまで

は、何とかいろんな施設、その他の行政側からの支援等で、家族を抱えられた保護者の

方、保護者の方たちを何とか守ってきたのが現状だと思います。これからもこの障害者

の方たちは、何とか公的なサービスを受けながら家族の方も生活されていくのだろうと

思いますが、１つ、この那賀町にはその障害者施設がありません。遠く町外に通いなが

ら通所されている方、また遠くへ足を運んで何とか今の生活を維持している、そのよう

な現実だと思うのです。 

県南の大きな施設としては、この美波町の方にあります。そこである程度の対応は

できていたと個人的には思っておりましたが、実はもう５年も６年も前ですかね、前に

も話題提供をしたのですが、この町内の方がその施設内で半死の状態になった。もしか

したら施設内で暴行があったのではないか。そして、現在その裁判が開かれ、高松高裁
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で今審議されている最中です。また、その施設においては、内部告発に近いような形

で、施設内で暴力がまん延しているのではないかとのまた別の裁判も起きているのが現

実です。我々町民また保護者の方は、安心してそのような施設に預けられない。安心し

て預けられない施設では困るのです。 

また、この丹生谷においては施設がないだけに、近隣の自治体に少ししかないだけ

に、例えばその施設で何かがあったとしても、何か問題があるのではないかとしても、

ほかに引き受けてくれる施設がないだけに、弱いものは泣き寝入りしなくちゃいけな

い。強いものには、大きい施設には逆らえない。その施設には入れたくないけど、仕方

なく入っている。また入っても、十分な人権や平等性がなくなったとしても、仕方なく

辛抱している。我が子どものため、その施設で預けるのが一番いいのじゃないか、その

ような状態で推移しているのが現在だと思います。 

僕はこの那賀町において、これからの時代、この地域にそのような障害者施設が要

るのじゃないか。特にこれまでのように限定された施設ではなく、ある程度多機能の、

１つの富山式障害者施設をそのときに要望しました。ただ入所して預けるだけじゃな

く、保護者の方がその施設に１日なり２日なり滞在し、泊まってその子どもと一緒に一

夜を過ごすことができるなり、またデイサービスを受け付ける施設なり、その他いろん

な多機能を有した施設、これがこれから我々那賀町に必要な施設ではないか、是非取り

組んでいただきたいと、これまで４年間で何度か同じような質問をしました。 

裏では一生懸命考えてくれているのだろうとは思います。先ほどこの連絡員制度に

ついて、総務課長が「町民の声は、ある意味議会の議員さんを通じて、一般質問なり委

員会等で発言されたことを真摯に受け止め、議論し何らかの対策を取り、やっていま

す。それが現在です。」というような答弁をいただきました。だから当然皆さんもこの

問題に関しても考えられているものだと思います。 

  しかし、先の３月議会、僕が町長にこのような施設を考えてほしいのだと言ったら、

町長からの答弁では「いえ、今まで障害者の保護者からの連絡・相談等はなかったか

ら、もしあったらそのときに考える。」というように答弁されたと自分では理解してお

ります。 

 そこで、早速一部障害者の方たちにお話をし、この３か月で嘆願書の運動をしまし

た。現在、その保護者・関係者を中心に、約２３０名の施設を要望する嘆願書が出てお

ります。これを近日中に時間をいただき、その代表者の方たちと共に町長あてに陳情を

お願いしようと思っておるのですが、この住民の声・住民の要望について、町長はどの

ように応えられるのでしょうか、まず質問をしたいと思います。 

○坂口博文町長 議長。 

○大澤夫左二議長 坂口町長。 

○坂口博文町長 清水議員さんの、障害者施設の整備についての内容でございますが、

これまでも何回かお聞きをいたしましたが、議員御指摘の施設ということにつきまし

ては、これはかなり重度な障害者の施設の対応ということであろうと思っておりま

す。那賀町では、今まで身体・精神、そういった皆さん方、そしてまた家族の皆さん

方とも、総会なりいろいろな場所で私も御意見をお伺いはしてきたつもりです。 

  ただ、やはり那賀町として対応すべき、対応できるべきものなのか、またそれは国な
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り県なりに対応していただくべきものなのか、いろいろあると思います。町として独自

に対応できることについては、誠心誠意対応をしてまいりたいと思っております。 

先般も２名の方がおいでになって、これまでいろいろと施設の関係で町としても御

支援をさせていただいておったのですが、その中でいろいろと町民の皆さん方また議会

の皆さん方からの御助言もあり、これは当初予算で予算計上もしていただいたあすなろ

作業所の件でございますが、この件につきまして一部屋根の経費をということでお願い

をしておったのですが、いろいろと御指導いただいた中で、やはり新しく新築をしてい

ただけないかという御依頼がございました。この件につきましては、町としてできるだ

け対応をしていきたいということでお答えをいたしております。これにつきましては、

議会の皆さん方にも御理解を賜りたい点が１点ございますので、この機会に御報告なり

御理解を賜りたいと思っております。 

と言いますのは、屋根の増築ということで２百万円の予算計上をいたしておりまし

たが、今お話しさせていただいたような事情でそれを返納したい、返納をさせていただ

き、そして新たに新しい建物をお願いできないかという御要望でございました。これは

議会の皆さん方の御理解もいただき、次の９月補正予算で新しく新たな予算計上をさせ

ていただきたいと思っております。この施設につきましては、一応いろいろと補助制度

ということについてもこちらでも検討をし、県の方とも御相談をさせていただいたので

すが、これにつきましては、木造でやるならば半額の補助を出しましょうということ

で、今その方向で整備をするよう進めております。また障害者、精神障害者の皆さん方

ですが、その方々とも必要な施設の内容、部屋数とか備品とか、そういうことも含めて

でございます。これらにつきましては、今うちまで十分協議をしていただいておりま

す。９月補正予算を計上する段階におきましては、その内容についても御報告できよう

かと思います。 

  そういったことで、町としてやれるべきこと・やるべきことにつきましてはそういっ

た対応をさせていただきますが、清水議員さんが御指摘のそういった障害につきまして

は、これはやはりその方のことも今後のことも含めて、これは那賀町で「はい、早速そ

の施設をやりましょう」という御返事は、現段階ではできないのが現実でございます。

これは御理解をお願いしたいと思います。そういった施設につきましては、やはり御本

人さんの将来のことを含めて、那賀町でその施設なりそれに対応をできる人材なり設備

が可能かどうかということは、十分これは検討していかなければならないと思っており

ます。町として、町ができなければ国なり県、県において那賀町にそういう施設を建設

していただきたいと要望することについては、これはまたその方法が対応できるようで

あれば、それはまたその方向で対応してまいりたいと思っておりますが、町独自でその

施設をし、それを運営するということについては、かなりハードルが高いと認識をいた

しております。その点、御理解をお願い申し上げたいと思います。 

  以上でございます。 

○清水幸助議員 議長。 

○大澤夫左二議長 清水君。 

○清水幸助議員 自立支援をサポートする事業として、あすなろ作業所を今度新築して

くれる、それが９月議会に提案されると。非常にうれしく思っております。是非、保
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護者の方また障害者の方も心強い励みになると思います。どうかよろしく取り組んで

いただきたいと思います。 

  この平成２５年４月１日より、旧来の「障害者自立支援法」から「障害者総合支援

法」へと改正されました。その概要をホームページより抜粋したのですが、僕なりにそ

の支援法を解釈しますと、その中に基本理念の創設という項目があり、５つほどあるの

ですが、１つ「可能な限りその身近な場所において必要な（中略）支援を受けられるこ

と」、１つ「どこで誰と生活するかについての選択の機会が確保され、地域社会におい

て他の人々と共生することを妨げられないこと」と、このようにあります。那賀町に公

的障害者福祉サービスを受けられる事業所がなければならないという、その法律の理由

にもなります。相生にあすなろ作業所があります。町が助成金を出して現在運営をされ

ておりますが、公的な障害福祉サービスを提供する事業所ではありません。 

また、この障害者総合支援法によりますと「基本指針の見直し・障害福祉計画の見

直し・協議会の見直し」とあり、那賀町障害者福祉計画が見直されるべきはずです。ま

た、自立支援協議会なるものの見直しも当然検討されるはずだと思います。この４月１

日に障害者総合支援法が制定され、今現在この行政はどのような対策をとろうとしてい

るのか。その方向性を、まず担当課長と町長からお聞きしたいと思います。 

○吉岡敏之健康福祉課長 議長。 

○大澤夫左二議長 吉岡健康福祉課長。 

○吉岡敏之健康福祉課長 清水議員さんの御質問でございますが、徳島県では障害福祉

計画第３期ということで、現在新たに策定に取り組んでいるとはお聞きしておりま

す。町村に関しましても、現在私のところでは、まだその具体的な計画等につきまし

ては取り組めていないというところであろうかと思っております。 

必要ならば当然新たな福祉計画――余り私も現在の福祉計画がどのような計画がある

のかというところまでは完全に認識しておりませんので、勉強させていただきまして、

取り組んでまいりたいと思っております。 

○坂口博文町長 議長。 

○大澤夫左二議長 坂口町長。 

○坂口博文町長 御指摘の障害者福祉計画につきましては、那賀町としても今後それに

ついて、県の福祉計画等に併せて取り組んでまいりたいと思っております。 

  ただ、やはり何度も申し上げますが、先ほど申し上げましたように、那賀町としてそ

ういった御家族の皆さん方や障害者の御本人さん、そういった方々に対する支援策につ

きましては最善を尽くしてまいりたいと思っております。那賀町としてできる範囲、で

きる限りの支援をこれからも行っていきたいと。 

  ただ、その中で、我々としてもやはり専門家の御意見といったことも十分参考にしな

ければならないと思っております。現在も保健師といった担当がおりますので、その

方々とも十分今の那賀町内での障害者の皆さん方とも協議を進めておる状況でございま

す。この先ほど申し上げましたあすなろ作業所の新しい施設につきましても、今までの

設備内容のみならず、今後においてもやはり家族間そしてまた御本人と共に、そういっ

たいろいろな交流の場、そしてまた支援の場、そういったことができるような施設にと

いうということで、内容を詰めているというのが現状でございますので、御理解を賜り
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たいと思います。  

○清水幸助議員 議長。 

○大澤夫左二議長 清水君。 

○清水幸助議員 現実に、僕は行政の取組を批判しているのでもなく、是非お願いをし

たいというスタンスでの質問でもあります。それはある意味失礼なのかもしれません

が、現実問題として、これからこの障害者福祉サービスというのは、なくてはならな

い、絶対に取り組まなくてはならない事業だと僕は思っております。現実に、那賀町

においては現在その作業所に委託というのかな、助成はしても、自身が行政サービス

に取り組んでいるとは僕は思っておりません。なんとかしてその施設なりを要望した

い。 

ところが現実問題、重度の障害者の施設と限定しますと、確かに国からの許認可等

もいただけないでしょうし、そのためにも我々保護者なり町民の一部は何とかして行政

が動きやすいように、行政が行動してもらいやすいように運動をしようと。そのため

に、この障害者の方たちが、保護者の方たちを中心にその方たちの中から要望書に２３

０人ほどの署名もいただきました。何とか応えたい。そして町長の時間がいただけるの

であれば、そういう経験者、その指導者等を伴って町長に是非お話をしたい、話を聞い

ていただきたい、このような動きを現在やっている最中であります。 

  僕は思うのです。今までは何とかこられたかもしれない、やってこられたかもしれな

い。しかし、この田舎において親たちはかなり年を取りました。「年老いて、これまで

は何とかできたが、もうこれから先は自分では面倒を見切れない、私が先に逝ってしま

ったあとのことを思うと、この子たちをどうしたらいいのか分からん。何とかしてく

れ。」その声が１つ。また、人間、誰でもいつ障害者になるか分からん状態ですね。そ

のときに、今現在那賀町にも多くの障害者の方を持った家族の方がおられます。その人

たちの負担、金銭的な負担・精神的な負担、それを何とか軽減してあげること、これは

僕は行政の大きな仕事やと思っておるのです。 

  現在、美波町の日和佐川沿いに、特別養護老人ホームの１つの大きい法人がありま

す。最初は小さい法人としてスタートしたらしいのですが、現在も増築・増築して、大

きな１つの福祉法人が現在できております。また新しく増設したとの話も聞こえてきま

す。やはり、いいサービスを提供でき、安全で安心な施設であるならば、その施設は飛

躍的に発達・発展していくのが、僕ら町民が自ら望む施設でもあるのです。そのことに

よって、今現在も那賀町から大きな雇用が生まれ、そちらの施設の方に働きに行ってい

る方たちが大勢いると思っております。 

 何とかその障害者の方たちの人権を守り、平等に我々と共生できる社会を目指す。そ

のためにも多機能型の施設を造り、その施設を我々が見守ることで素晴らしい施設にす

るなら、その施設は大きく大きく発達して那賀町の１つの雇用の大きな場にもなると僕

は思っております。そして、その施設がこの町内にできることで、保護者の方たちに安

心・安全を生み出すでしょうし、大きな負担を少しでも軽減できると僕は思っておるの

です。ましてや、先ほども言ったように、年老いてどうしようもない、子どもたちをこ

のまま放って先に旅立ってしまう、その苦しさを思ったら、これに行政が取り組んでほ

しいのです。取り組まなければいけないと個人的には思っておるのです。 
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確かに許認可は難しいでしょう。だから、一応嘆願書は今回作りました。そして、

今後近日中にその保護者の方たちが、今度はこの保護者の方たちばかりでなく、町内全

域に嘆願書運動を広げようとしております。３，０００人を最低目標に町民の方の約半

数以上の署名をいただき、行政が動いていただけたら、許認可の大きな助けになるので

はないかとの強い思いを持っての行動だと思います。何とか我々は応えてあげたい。そ

の保護者の方たちの気持ちに応えてあげたいと思うのです。 

  我々が今後署名活動をすること、町長は果たして迷惑なのか。できない事業だからや

ってほしくないのか、それとも許認可をいただくときに我々のその署名運動が多少なり

とも手助けになるのか、そこらの答弁を最後にいただきたいと思います。 

○坂口博文町長 議長。 

○大澤夫左二議長 坂口町長。 

○坂口博文町長 簡単にと言いますか、素直な気持ちでお答えさせていただきます。確

かに、御家族の皆さん方の御意見も私は今までもお聞きいたしております。やはり議

員御指摘のとおり、将来的に自分が高齢化なり又は体が不自由になったときに、子ど

もたちの面倒をどうやってみてもらおうかと、どうしようかということ、これは一番

心の悩みと言いますか、不安に思っている点はよく理解できますし、よくその話もお

聞きいたしております。 

  そういったことで、その嘆願書集めについての私の意見ということですが、それは大

いにそういう嘆願書をいただけるものならいただいて、そしてその方々との御意見、そ

ういったことも十分お聞きをしたいと思っております。それによって那賀町がその施設

をするとかどうのこうのでなしに、やはりそれに対するまた関係機関あるいはこれは国

や県になろうかと思いますが、そちらの方ともどういった方法が最善なのか、その障害

者の方々の将来、幸せになる方法について、どういった形の対応をすればいいかという

ことについても、その嘆願書に基づいて、県とそういった関係機関とも御相談をさせて

いただきたいと思っております。 

  以上です。 

○清水幸助議員 議長。 

○大澤夫左二議長 清水君。 

○清水幸助議員 町長からの温かい答弁、ありがとうございます。 

ここで、ケーブルテレビを見られている町民の方にお願いがあります。僕をはじ

め、一部の障害者の保護者の方たちが、町民の皆様に「施設要望のお願い」の署名のお

願いに近々回り始めると思います。よろしければ是非協力して署名していただきたいと

思います。どうかよろしくお願いいたします。 

  質問を終わります。 

○大澤夫左二議長 清水幸助君の一般質問が終了いたしました。 

  ６番目に植北英德君を指名し、発言を許可いたします。 

○植北英德議員 議長。 

○大澤夫左二議長 植北君。 

○植北英德議員 私は４点ほどちょっと御質問したいと思います。私たちの任期もあと

４か月ちょっとになっておりますので、できればいい返答をもらいたいと思っており
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ます。 

  はじめに「町有林管理と町有林の事業計画について」ちょっとお尋ねしたいと思いま

す。 

２年連続で山林を購入しておりますが、今後も購入を続けるという計画を持ってお

るということであります。現在の台帳面積約９００ｈａ以上の町有林の管理と、今後林

業の町として町有林をどのように生かして事業計画を持ち、購入するのかお聞きいたし

ます。また、町有林の保安林面積、伐期のきた面積は何ｈａぐらいあり、境界管理等を

どうしているか。また、今年購入した山林の事業計画はどのように進めるつもりである

のかお尋ねしたいと思います。 

  担当課長、町長、よろしくお願いします。 

○峯田繁廣総務課長 議長。 

○大澤夫左二議長 峯田総務課長。 

○峯田繁廣総務課長 この御質問につきましては、前半は財産管理の面から私の方が、

あと経営的なことについては山本森林管理受託センター準備室長の方からお答えした

いと思います。 

町有林の管理につきましては、全般的に、今申しましたように財産管理としては総

務課が、個々の現場管理、例えば間伐・植樹といった施業的なものについては森林管理

受託センター準備室の方と連携しながら行っております。 

  まず境界等の把握でございますが、現在この境界、国土調査が完了したものについて

は数値管理ができておりますが、未完了のものにつきましては独自に測量をしたり町有

林の施業を実施したときの図面等があります。こういうものは、確実に境界の画定を保

証するものではなくて、境界が不明瞭であるというものも現状でございます。また今

後、町有林の境界を知る町民や退職された町職員の高齢化、あるいは町有林との隣接地

を相続された方も既に境界が分からないといった事態が予想されます。大体町有林のう

ち公簿面積ベースで約半分、制度は別にして、４０％程度は実測したものがございま

す。 

こういった点を踏まえまして、平成２５年度の当初予算では、商工費において国の

交付金を活用して「町有林台帳整備森林資源調査事業」ということで、一部測量等を進

めております。この事業の詳細につきましても、後ほど森林管理受託センター準備室長

の方から説明があると思います。 

また、今後におきましても、いろんな単独であるいは補助事業があればそういうも

のを活用しながら、ぼちぼちと実測をして町有林の管理をしていきたいと思います。町

有林は、ほんまにちゃんと境界を明示して第三者に対抗できるような措置をするといえ

ば、国土調査によって隣地の方の承諾も得て登記簿上もちゃんと修正できるというのが

原則でございますけれども、それを待っていたのではなかなか進んでいかないというこ

とで、今後は実測もして町として管理はしたいと思っております。 

それから保安林でございますけれども、町有林における前年度の台帳面積でありま

す約８９０ｈａ、これは平成２３年度決算時点の台帳に記されている数字でございます

が、保安林はそのうち約４４０ｈａほどということで、町有林全体の約５０％程度がそ

うなっております。  
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以下、町有林の施業でありますとか樹齢等につきまして、山本森林管理受託センタ

ー準備室長の方からお答えをしていただきたいと思います。 

私の方からは以上でございます。 

○山本賢明森林管理受託センター準備室長 議長。 

○大澤夫左二議長 山本森林管理受託センター準備室長。 

○山本賢明森林管理受託センター準備室長 先ほど総務課長の方から町有林のことに

ついてお話があったのですが、私の方からは町有林の管理、いわゆる森林の管理につ

いてのことでちょっと御説明をしたいと思います。 

 先ほど総務課長が申しましたように、本年度より緊急雇用事業――国の事業なのです

が、これを活用して町有林台帳整備、それから森林資源調査というものを森林組合に業

務委託をして、今実施をいたしております。この業務内容についてでございますが、ま

ず森林簿から町有林というものをピックアップします。森林組合が以前に町有林の施業

を行った施業履歴というものを集計すると。これについては、境界杭というのが設置で

きている。次にこの施業履歴以外の箇所ですね。この町有林に境界杭の設置とか、ある

いは森林構成の成果、これをまとめるということです。 

この作業なのですが、森林組合と町有林の境界を熟知された方、旧上那賀町であれ

ばこういう人がおるという方がおいでますので、そういった方、それから緊急雇用者と

いうので実施をしていきます。そして、集計されたデータをＧＩＳにプロットします。

そして同時にですね、台帳整備を行うと。準備室につきましては、これを活用して施業

プランといったものを作成するということで、方向性を示したいなというように思いま

す。それで、これは１年でできるというものではございません。単独にはなるかと思う

のですけれども、当然来年以降も順次進めていかなければならないというように考えて

おります。 

  次に保安林の面積、先ほど総務課長の方から台帳での面積を言われたのですが、私ど

もの方はですね、保安林って那賀町に５種類の保安林がございます。水源涵養
か ん よ う

保安林が

５５４．７９ｈａです。それから土砂流出防備保安林が６４．１５ｈａ、土砂崩壊防備

保安林１７．３１ｈａ、保健保安林が８．８ｈａ、灌漑
か ん が い

防備保安林が２２．６６ｈａと

いうことで、台帳上というか森林簿上では６６７．７１ｈａということになっておりま

す。 

それから、８０年生以上の人工林の面積は町有林でどのぐらいあるのかということ

なのですが、これ旧町ごとに御説明をさせていただきたいと思います。まず、スギで

す。スギは鷲敷地区が０．５８ｈａ、相生地区が１．０７ｈａ、上那賀地区が１９．４

５ｈａ、木沢地区が２６．９４ｈａ、木頭地区が２．３６ｈａで、８０年生以上の町有

林、スギが５０．４ｈａです。次、ヒノキです。鷲敷地区は０ｈａ、相生地区が１．３

４ｈａ、上那賀地区が４．３９ｈａ、木沢地区が２５．４ｈａ、木頭地区が０ｈａ、合

計で３１．１３ｈａ。スギ・ヒノキを合わせますと、総合計で８１．５３ｈａの８０年

生以上の人工林があるということで、これはちなみに木沢地区が全体の６４．２％を占

めておるといったのが現状でございます。 

  それとですね、今年購入した山林の植栽計画でよろしいのですかね。これについてと

いうことなのですが、本年度購入しました面積が１２３ｈａだったのかな、そのうちで
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公団造林の部分と町有林の部分がございまして、公団造林の部分は今日徳島水源林整備

事務所と協議して、何をやるかというか、植栽をやる、それから間伐をやるということ

で、今協議をしています。今回町有林についてなのですが、伐採跡地面積というのが

８．１ｈａございます。これ、順次植栽をしていかなければならないというように考え

ておるのですが、今年も木沢の岩倉で８ｈａぐらいの植栽を行う予定でした。それは残

念ながら苗木が足りないということで一部しか植えてないのですが、こういったことも

県森連とお話をしながら、順次進めていきたいなというように思います。 

  以上でございます。 

○植北英德議員 議長。 

○大澤夫左二議長 植北君。 

○植北英德議員 今８０年生以上、私も８０年生以上とは出してあったのですが、伐期

のきた森林面積がどれだけあるのか、ちょっとそこらが知りたかったので。町の方も

皆伐を進めていくというような計画も前に言われておりましたので、実際に町として

皆伐を進めていくのか。今度買った山も、実際に１ｈａあたり山を育林するのに費用

がどのぐらい――ちょっとこれもさっき課長に言うてあったのですが、育林するのにど

のぐらいかかるのかと。それで、森林組合で伐期のきた山林を１ｈａあたり３００千

円～１，０００千円で購入しますよというようなチラシが林家に配布されておりまし

たので、実際に費用をかけて山を育てた場合に、プラスにはならんと、実際に補助が

なければどのぐらいマイナスになるのか、ちょっとそこらも知りたいと思います。ち

ょっと概算、お答え願いたいと思います。 

○山本賢明森林管理受託センター準備室長 議長。 

○大澤夫左二議長 山本森林管理受託センター準備室長。 

○山本賢明森林管理受託センター準備室長 今議員さんがおっしゃったことでは、い

わゆる植栽してから伐採するまでに施業がございますよね。これにはどのぐらい一般

財源、一般財源や言うたらおかしいな、補助もなしに進めていくとなったらどのぐら

いの金がかかるのかということですね。これは試算をしてみました。 

これは１ｈａあたりで御説明しますと、植栽が８３０千円。それからネットをしな

ければいけませんよね。これ１町なので１００ｍ＋１００ｍ＋１００ｍ＋１００ｍで考

えると４００ｍ、これで６６３千円。それから下刈りを５年間します。１２６千円×５

年間で６３０千円。除伐を１回します。それから間伐ですね、これは例えば３，０００

本植えとか２，５００本植えとかいう形であるのですけれど、一般的に例えば６０年生

であれば６００本から７００本ぐらいが成木して残すのかなということを考えますと、

３回、除伐以外に３回やるということで考えてみますと、これが４５０千円。合計で

２，７２３千円の費用がかかるということになります。補助金は別にしてそれだけの費

用がかかるということになります。 

（植北英德議員「皆伐する予定があるのか、ちょっと。」と呼ぶ） 

 皆伐の予定があるのかということなのですが、県自身も搬出量というものを２０万㎥

から４０万㎥に持っていくと、那賀町のマスタープランにおいても２０万㎥ぐらいに持

っていくということで、皆伐というのはこれから非常にやっていかないといかんという

ように思っています。 
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 今議員さんが御指摘のように、８０年生の木材、こういったところというのはやはり

町が模範を示すという考え方がいいかどうか分からんのですけれど、例えばですね、相

生庁舎分庁舎、木造でやるよといったことで、町有林を先に事前伐採しておいて、乾燥

させて搬出してそれを庁舎に利用できないかというようなことも考えておりますし、た

だ、今申しましたように、８１．５３ｈａの８０年生があるのですけれど、現実的に場

所がここにある・ここにあるというのは、それは台帳上というか、森林簿上には分かる

のですけれど、現実に私は見ておりませんし、例えば多分道がないところであって架線

で集材をしない、そういったところで、果たして森林組合が、載っていました３００千

円から１，０００千円だったですかね、ああいった形で残るのかどうかということも、

この中からある程度考えてみて、採算の合う山というたらいいのですかね、こういった

ところは計画に順次載せていきたいというように考えます。 

 以上です。 

○植北英德議員 議長。 

○大澤夫左二議長 植北君。 

○植北英德議員 皆伐についても進めたいという話ですが、特に保安林等につきまして

は、私は前にちょっと課長にもちらっと言うたことがあるのですが、広葉樹林化を進

められないかと、そういうこともちょっと言うたのですが。 

それで、今の段階で一般の林家が広葉樹を育てようと思っても、シカの害がありま

してなかなか椎茸の原木も作れないと。それで私はクヌギ等を町が率先して作って、そ

れをもう林家に、私は無償でも構わんと、希望者に与えるぐらいに。それで、手入れし

たい人は手入れして。それで町有林を保安林なんかは開放してもいいのでないかと思

う。私はそのぐらいの気持ちを持っておるのです。実際に町で住んでくれる方であれ

ば、そのぐらいのことをしてもいいのでないかと。保安林は特にあと植栽の義務もあり

ますので。広葉樹を植えても構わないような樹種になっておるのであれば、やはりクヌ

ギ等を進めたりしてもらいたいと。 

旧相生地区では、前の審議会の何でも７合目以上は広葉樹林化したらどうかという

案も出ておって、そういうことにもなっておるのですが、今まで町が広葉樹林を進んで

すすめたという話は聞いておりませんので、そこらもある程度町の模範となるように。

岩倉の奥で今後植樹したということですが、それも多分針葉樹でないのかと思うので、

やはり山の上の方は水源のことからいろいろ考えまして、町がシカの追いもして広葉樹

林を育てていくというような形も大事でないのかと思いますので、そこら十分御検討願

って、将来町の財政にマイナスにならないように、いろいろ知恵を絞っていただきたい

と思っておりますので、それはいろいろこれからまた林業のことについても森林管理受

託センター準備室というのもまだ始動したばかりでなかなかなので、そこらも議会の方

もいろいろ提案をできたらしていきたいと思っております。 

  それでは、続きまして「ごみ焼却施設の場所選定について」ちょっとお伺いいたしま

す。 

先日も議員の方々が、現在中山地区の協力があって中山地区で候補地が挙がって、

そこを視察させていただきました。計画を進めておりますが、私自身、場所も以前にも

ちょっと見てきたのですが、実際に那賀町のごみ焼却施設としてあそこが適当かどうか
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というのがちょっと頭にあったので、私ももう少しどこかいいところがないかなと思っ

て、特に相生地区で町のある程度中心的なところがいいのでないかと思って、私自身も

何箇所か当たったような経過もあります。 

そういうことからして、今実際に中山が最良のところかどうか、町の判断としてど

んなに思っておるのか、今後そこをいろいろまたもう少し検討をしていくのか。この前

徳島新聞にはもう決定というような形で出ておったのですが、私はもう少し検討する必

要があるのでないかと思っておるので、ちょっとそこらお伺いしたいと思います。 

町長でも担当課長でも。 

○坂口博文町長 議長。 

○大澤夫左二議長 坂口町長。 

○坂口博文町長 焼却施設の場所の選定の件についてでございますが、これについては

植北さんからも今別の場所という意見もちらっと出ましたが、御承知のとおり、この

件については、冒頭、経過について古野議員さんにもお答えいたしましたが、平成２

２年１０月にプロジェクトチームを発足し、場所の選定については候補地という形で

公募をしようということに決定をし、広報で流させていただいたという経過がござい

ます。 

ただ、もう植北議員さんも御存じと思いますが、この広報、私もあとで思ったので

すが、この広報の中にかなり無理があるなという感を最初にいたしました。といいます

のは、応募期間が平成２３年５月１０日から８月３１日の約４か月弱。その中で、応募

に必要な書類が、「候補地にかかる土地所有者の同意書・隣接土地所有者また進入路等

の土地所有者の同意書が必要」という書き方をいたしております。これはなかなか厳し

いなという感を私はいたしておりました。やはり、当然こういった同意書は、簡単には

なかなかそろわないだろうと思っております。 

そういったことから、口頭では、まず最初にあったのは確かに中山地区です。そう

いう条件の中で、これがその地域の方にとってどれだけ大変なものかということを実感

いたしておりました。代表者の方、はっきり申し上げまして、かなり意欲的・精力的に

この件について東奔西走していただいたと思っております。非常に御苦労があっただろ

うなという実感をいたしております。 

その結果、地権者の方の御理解もいただけると、そして関係のない隣接の町外の方

についても御理解をいただけたという中で、大体の概略でいいから来てちょっと説明し

てくれということが、皆さん方にお配りしておりますように、この公募の中の応募申込

書の写しをお配りしておりますが、その中で、去年の２月だったと思いますが、これは

こういった面積、このぐらいの面積で、そしてそれに御理解をいただけるのなら実際に

可能かどうかということも調査してみたい、そしてまたその地権者の皆さん方の境界も

はっきりとこれも確認させていただきたい。そうした条件整備をこれまでその間、中山

地域の関係者の皆さん方、その方々がいろいろ御協議をしていただき、そしてその御理

解をいただけたと思っております。これは単なる地権者のみの承諾ではございません。

やはり、その地域の関係する皆さん方の御理解がなければ、そういった調査には入って

いけないというのが現実でございますので、そのことも含めてよろしいのですかという

ことを確認させていただき、これまで議会でも御承認をいただいたとおり、環境調査と
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いう予算も御承認いただき、現在に至っております。 

ただ、現地を見ていただいた皆さん方にも、場所が本当にあんな不便なところでと

いう感想を持たれた方もおいでようかと思います。しかし、ほんけこの幹線道の国道沿

いで本当にそういう施設を御理解し建設していただけるところが、私自身としても果た

して御理解いただけるかと。これまでの焼却施設の建設に当たってのいろいろいな御意

見、地域の皆さん方の感情から推測しても、やはりある程度は国道から中に入らなけれ

ば無理であろうということを推測しております。ただ、やはりそこに焼却場ができたと

しても、次の課題はやはり最終処分場は阿南です。そこに焼却灰とかは持っていかなけ

ればなりません。これらもやはりできるだけ近いところがいいというのも条件の１つで

す。 

そのことから、私は今進めております中山地区で、まだ最終の協議が全て終わった

わけではございませんので、これからいろいろと地域の皆さん方、そしてまた関係する

中山１区のみならず、報道もさせていただきましたが、２区・３区の皆さん方の御理解

をいただかなければなりません。まだまだこれからそういった協議を進めていく課題が

たくさんございますが、これは私はひとつひとつその解決に最善を尽くしていきなが

ら、今の地区で計画を進めさせていただきたいと思っております。 

そういったことで、よろしくお願いをいたします。 

○植北英德議員 議長。 

○大澤夫左二議長 植北君。 

○植北英德議員 今町長から中山地区の条件整備ができて、町も進めたいという話です

が、私は一番先、蔭谷が一番先に町として説明に蔭谷地区に行ってくれたと思うので

す。それで、その後蔭谷地区の連絡員さんから「もう中山に決まったんじゃの。」と

いうような話だったので、私もいろいろちょっとほかの町の幹部の方と話をしておっ

たのは、２車線があったらいいなというような話から、そういう将来的に経費がかか

らんので、そんなのがいいなというような話があったので、私も蔭谷は２車線も入っ

ておらんしと思っておった。そうしたら、蔭谷地区に電話したら、いっこも町からあ

とにないと。書類を出してくれたらよろしいと言よるようなことをちょっと言うたの

ですが、その後も書類は出ておらんかった。しかし、この前もらった書類を見てみま

すと、地区の出してくれた提出書類が平成２５年５月１０日になっておったので、こ

れは３月時点ではやはり蔭谷と中山は両方選択の余地があったのではないのかと。そ

れで、蔭谷地区もまだ絶対に嫌というようなことではないと思うのです。それで、う

ちまでまだ検討してみますというような話は聞いております。それで、私は町のある

程度中心地に近い蔭谷が、もしさせてくれるのであったら、場所的にも将来の経費的

にも、地区のためにも町のためにもいいのでないか。地区もそれで潤ってくるのでな

いかと思うような気持ちは持っております。 

それで今後、中山地区をこの前視察させていただきまして、私は、候補地も山林で

あるし道も割と狭い、林道も２ｋｍも入っておる、それと中山川の源流でもあるという

ことで、将来的にもいろいろ問題が出る可能性もあるので、できればもう那賀川に近

い、地域にも迷惑をかけんようなところでどこかあったらいいのでないかというような

気持ちを持っております。 
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ごみ焼却施設も、これも一度建設すれば２０年も３０年もいくということで、将来

町の財政を圧迫するというようなことにもなりかねんと思いますので、最良の候補地を

探して進めるのが行政の責任でないかと。それで、私はもう一度蔭谷地区の人に当たっ

てもらいたいと。それができなければ、私もまだもう１か所――私はさせてくれるので

あればそこが最適地であるし、町にも一番負担がかからないし、将来もいいのでないか

と思うところも、ちょっと個人的には当たっておるのですが、それはちょっと今どこそ

こという公表はできんのですが。 

それで、やはり将来的な町のことも思ってもう少し――公募という形を取って私はい

いなと感じておったのですが、応募したのが割と少なかったので、これももっと町がや

はり力を入れて候補地を探した方がよかったのでないのかなと思うような気持ちも今は

持っております。 

それで、実際に３月の時点では蔭谷地区と同じスタートに立っていたのでないかと

いう、やはり私の心の中にはそういう気持ちを持っておりますので、できればもう一度

行政においても十分検討をしていただきたい。私もできれば議会の方もそういう委員会

でももって検討する余地はあるのではないかと。私も今日の（聴取不能）でよろしくお

願いをしたい。これは両方がいろいろ言い合いをしてもしようがないと思いますので、

もうこの検討を幹部の方でしてもらいたいと思っておりますので、よろしくお願いした

いと思います。もうやり取りは、したところでこれはしようがないと思うので。 

  それと、これはもう私からのお頼みというか、実際に町がしておる、しようと思って

いるのかどうかということで、ちょっと「環境整備について」お尋ねしたいと思いま

す。 

 国道・県道のはたの樹木の伐採ということで、前にもちょっと質問をさせていただい

たのですが、その中でできるのでないのかというような話もいただいておったのです

が、相生地区では平成１８年度以降これを実施するという実施計画を持っておりました

ので、それをどうにかして実施できないかと。特に私が思うのは、やはり景観を一番先

に考えて、交通の妨げにもならんように、前から言っておる百合から朝生の間の那賀川

の眺めを良くして、観光と両方に努めるように。やはり大層なと言うて努力をしなかっ

たら物事は進まんと思いますので、それを実際に進めていこうと思う計画があるかない

か、ちょっとお尋ねしたいと思います。 

○坂口博文町長 議長。 

○大澤夫左二議長 坂口町長。 

○坂口博文町長 ２点目の「環境整備について」のお答えをさせていただく前に、焼却

施設の件で補足の答弁をさせていただいておきます。３月に相生の蔭谷が同じスター

トでないかということでございますが、そういう認識は私はいたしておりません。蔭

谷地区についてもお聞きはいたしておりますが、スタートの内容時点が中山地区とは

かなり差があるという認識で現在進めておりますので、その点御理解を賜りたいと思

います。 

  それでは、環境整備につきましては、これは前にも私はお答えしたと思うのですが、

水力交付金の制度で対応したいというお答えをしたかと思います。ただ、これをよく担

当課の方にお聞きしますと、それは川口ダムから上流でないと駄目ですよということで
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ありましたので、これは冒頭も申し上げましたが、現在県ともその点についても何か対

応策がないか協議をしていただいているところですが、この御指摘の百合から朝生の間

については、調査いたしますと昔の草刈り場といいますか、そういう共有林をそれぞれ

分筆して分けた場所ということで、かなりの人数の方が所有されております。 

そういったことで、その方々の御理解がいただけるかどうか、これからまた担当の

方でもお伺いしてまいりますが、いただけるようであれば那賀町として単独ででも購入

して、この鷲敷ラインの本当に一番中心的な場所でもございますので、そういう地権者

の方から御理解をいただければ、町として買収をし、その伐採、またあとの利用方法に

ついては植林という形でなく、公園的なものも含めてでございますが、そういう形に考

えていきたいと思っております。まずはやはり地権者の皆さん方の御意向をお伺いする

ことが先決と思っております。  

  以上です。 

○大澤夫左二議長 植北君。 

○植北英德議員 はい、進めていただけるというような話でお伺いしておきます。 

  それと、これも私も何遍も小水力のことを言うて恐縮なのですが、実際今度も産業建

設常任委員会で西納の方に視察に行くというような話を聞いております。実際に今の高

専の試験で終わらないで、実用化を町主導でどこかで進めてはどうかと提案したいと思

います。国でも木質のバイオ発電とか水力発電を進めるというようなことで言っており

ますし、那賀町は特に水・木材は豊富に恵まれておるので、そこらを何かのエネルギー

の実用化を図る努力をして、やはり内外に示していくというような役割も大事でないか

なと思っております。実際に資源がありますので、そう思っております。 

  それで、そういう計画を実際に持たれるようなことを考えておられるかどうか、ちょ

っとお伺いいたします。 

○森久男林業振興課長 議長。 

○大澤夫左二議長 森林業振興課長。 

○森久男林業振興課長 水力発電の普及ということで、本町では平成２３年度に緑の分

権改革調査事業ということで、小水力発電機の実証調査を実施しております。この場

合、４点ほど実証の特徴としてございます。１点目が、一般家庭が必要とする電力を

１～１．５ｋＷとして、一般家庭が導入しやすい機器ということ。次に、２点目が立

地条件により最適な方法を調べられる３方式のモデルということ。３点目で、地域で

開発、地域で製造されることということ。最後に４点目、設置工事が最小に配慮され

た機器設計ということで、そういうことを特徴として取り組んできました。 

  結果、目標の１．２ｋＷは達成できずに、０．７ｋＷの発電というのが最大でござい

ました。それで、平成２４年度には町の事業で前年度の課題となりました目標の発生電

力１．２ｋＷを確実に得ることができる小水力発電装置の開発がございました。結果、

１．２ｋＷの電気負荷を接続しても対応できる小水力発電の基本型ができましたけれ

ど、今後は小水力発電の更なる発電効率の向上とか制御機器構成のシンプル化等の改良

が必要、そして完成商品の仕上げといきたいと考えております。 

それで、今年度は小水力発電事業化可能性調査ということで予算をいただいており

ます。また、国の補助事業にも応募しておりまして、それで採択されれば予算化という
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ことになろうかと思いますけれど、そういうことで町としても小水力発電普及へ取り組

んでいきたいと考えております。 

○植北英德議員 議長。 

○大澤夫左二議長 植北君。 

○植北英德議員 これからも支援があるので那賀町でも進めるということなので、結構

な話だと思います。 

私はこれで終わりたいと思いますが、実際に那賀町が将来的によくなるというよう

な施策は、やはり進んで進めていただきたいと思っております。よろしくお願いいたし

ます。 

これで私の質問を終わります。 

○大澤夫左二議長 これで植北君の一般質問が終了いたしましたところで、１４時２５

分まで小休をいたします。 

午後０２時１０分 休憩 

午後０２時２５分 再開 

○大澤夫左二議長 休憩前に引き続き、会議を再開いたします。 

  一般質問を続行いたします。７番目に新居敏弘君を指名し、発言を許可いたします。 

○新居敏弘議員 議長。 

○大澤夫左二議長 新居君。 

○新居敏弘議員 それでは、一般質問をさせていただきます。 

  最初に、長安口ダムの洪水調節容量が半減しているという問題についてお聞きしたい

と思います。今年も台風のシーズンがやってまいりまして、今、南の方では台風がだん

だんこちらへ近づいているといったようなことが報道されております。川に近いところ

に住んでおられる方にとっては、また非常に心配な季節でございます。  

  現在、長安口ダムの洪水調節容量が半減し、半分になっているということでございま

す。内容なのですけれども、これは今年３月のときに議会の方へ国の方から出していた

だいた資料なのでございますけれども。 

〔パネル提示〕 

拡大しましたが、今のダムの洪水調節のやり方というのは、台風がこのように近づ

いてきて雨もちょっと降ってきたというときに、ここの予備放流水位というのが、予備

放流水位がここやね、２１９．７ｍという標高、ＥＬ２１９．７ｍのところまで水を下

げる。今はまだ渇水しておるのでもっと下にあるのですけれども、水がたまっておると

きにはこの予備放流水位まで下げると、そして洪水が２，５００ｔを超えましたら、超

えた分のなんぼかカットしながらためていって、満水位までのこの間を利用して洪水調

節を行うということになっております。 

  ところが、この間、平成２１年のああいうダムの放流失敗、ミスによりまして、もう

満水位までためていたばかりに、放流ができなかったばかりに下ノ内がつかってしまう

といったような問題がありまして、もう満水位まで今ためたら下ノ内がつかるので、満

水位までためられないという状況でございます。それで、暫定的にその後ＥＬ２２２．

７ｍという、このところまでしか国の今の操作はためないと――これは本来ならＥＬ２

２５ｍまでを使うのですけれども、そこまでいったら下ノ内がつかるので半分ぐらい、
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ＥＬ２２２．７ｍ以上はためないというような操作を今やっております。 

  こういうことは、下流にとっては、もうここらへんまできたらダムに流入してくる水

をもうそのまま、もうこれ以上ためんのですからそのまま放流してしまうということに

なって、全くダムの調節をしないまま、そのまま水が流れてくるということで、下流に

とっては洪水のときの水位がぐっと上がると。例えば、本来なら４，０００ｔダムに流

れ込んできた場合には、大体４００ｔぐらいをカットして３，６００ｔを流すと。５，

０００ｔであれば、６５０ｔぐらいカットして４，４５０ｔを流すと、こういうことで

ダムの調節をやっております。毎秒１００ｔでしたら、水位にして１０ｃｍぐらいとい

うようなことを聞いております。ですから、４，０００ｔぐらい流れ込んできたとき

に、例えばそのままカットせずに流してしまったら、４００ｔカットできないので水位

が４０ｃｍ上がってしまうと。５，０００ｔ級の洪水だったら６５ｃｍ水位が上がって

しまうということで、玄関先で終わったのが床上になってしまうとかいうことで、非常

にこの下流にとってはこの洪水調節ができないというような状況になっております。 

  ここにも書かれておるのですけれども、この間の３月のときの国の説明でもありまし

たが、こういう今のその操作をやるというのが、下ノ内の方のかさ上げ事業が今ありま

すわね。これが完了するまでそういった状態になるというようなことをここに書いてあ

るのですけれども、そうしたら、完了するということはかさ上げもできて、できるとい

う完了かと思うのですけれども、いつになったら、これは何年も先になるというふうに

思うのです。ですから、下流にとっては一刻も早い事業完了を望むわけなのですけれど

も、まず１点目、その完了する時期についてお聞きをしたいと思います。 

  そしてもう１つは、例えば下ノ内のかさ上げ事業なのですけれども、先日見にいって

まいりましたが、家の方は何軒か、４～５軒はもう既に壊しておりまして、地盤だけが

残っているといったような状況。入っていって左側の町営住宅はもう壊しておりまし

た。あと教員住宅とかが、一般の住宅もまだ残っておりますけれども、なかなかまだ契

約には至っていないという方もおられると聞いております。 

できるだけ早く元どおりの操作に戻すために１つ提案があるのですけれども、かさ

上げが完了するやいうのでなしに、もう契約も完了し、そこに住んでおられる方が次の

窪田というのですか、そこへ移転するとか、町営住宅に移転するとかいった段階で、元

の操作に戻ってほしいというように私は思うのですけれども、その辺の考え方について

町長にお聞きしたいと思います。 

  以上２点お願いします。 

○坂口博文町長 議長。 

○大澤夫左二議長 坂口町長。 

○坂口博文町長 新居議員さんの、長安口ダム関係の完了時期ということなのですが、

町民の皆さんにも分かりやすく、素晴らしいイメージ図で説明していただき、よく分

かったかとは思いますが、確かにそういった操作、長安口ダムの改良ができればそう

いう操作ができると、そしてまたその上に上流の下ノ内地区のかさ上げが完了すれ

ば、その操作は本当に今まで以上に幅広くなるということを言われております。 

  ですから、私どもとしてはできるだけ早く完了してほしい、完成していただきたい。

まず長安口ダム、これは操作の一番基本になるダムでございますので、その長安口ダム
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早期完了ということでは、これは那賀町のみならず阿南市の工業用水関係の皆さん方も

含めて、毎年毎年要望を行っております。今年もこの６月２４日に那賀川改修・長安口

ダム改造促進期成同盟会総会を行い、また翌２５日に県それから高松整備局に要望に行

く予定にいたしております。それから、８月１日～２日には四国の河川そしてまた長安

口ダム関連、そういった四水連の連絡協議会（四国治水期成同盟連合会）、この協議会

と共に国の水管理・国土保全局の方に要望に行くことになっております。そして、この

ときに河川局局長ほか課長級、そういった方々と意見交換なり、そういう本当に対等な

形で毎年私どもとしてもその現状と早期完成について意見交換を行っております。でき

るだけ早く、１年でも早く完成をしていただきたいということはそういう形で要望をい

たしておりますが、やはり国の財政状況、そういったこともございます。昨年より今年

も多少なりとも、金額的には４３億７０千円だったかな、それだけの予算の伸びはいた

しております。 

そういったことで、できるだけ早期の完成ということには、毎年毎年１～２回そう

いう対応をいたしております。そういうことで御理解をお願いしたいと思います。 

（新居敏弘議員「いえ、質問が、私の方の説明が悪かったのか知らんけど、ダ

ムの改造のことを言っているのではないのです。」と呼ぶ ） 

  いえいえ、違うのですよ。それと併せてでしょう。下ノ内地区の件につきましてもそ

ういうことで、同じことでございます。国の方にもそういうことを併せて要望いたして

おりますので、できるだけ早期に予算付けをお願いしたい。これはただ県の方の予算が

絡んでおりますので、その件については、先ほど申し上げましたように６月２５日には

県の方にも要望し、そして高松の方にも要望に行くということでございますので、御理

解願いたいと思います。  

（新居敏弘議員「もう１点は。」と呼ぶ） 

（坂口博文町長、何事か呼ぶ） 

（新居敏弘議員「いえ、違う。放流を元に戻す段階、いつの時点で元に戻すの

か。」と呼ぶ） 

○坂口博文町長 議長。 

○大澤夫左二議長 坂口町長。 

○坂口博文町長 当然、それは完了したときと思っております。 

○新居敏弘議員 議長。 

○大澤夫左二議長 新居君。 

○新居敏弘議員 今、町長の答弁をお聞きしたのですけれども、やはり私の説明が下手

だったのか、十分御理解をいただけていなかったように思うのですけれども、今の話

はダムの今やっている改造とは全く関係のない話で、１５０億円もかけてオリフィス

ゲート、今はオリフィスゲートとは言わないようなのですが、あのゲートを付ける・

付けんの話と全く違う、関係のない話なのです。 

（坂口博文町長、何事か呼ぶ） 

ですから、さっきに・・・・・・ 

（坂口博文町長「それを下に下げるということは、ゲートを（聴取不能）でき

た時点で下げると・・・・・・」と呼ぶ） 
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  いえいえ、これ今の操作規則のことを言よるのです。今の操作規則は洪水があった場

合に・・・・・・ 

○大澤夫左二議長 小休します。 

午後０２時３８分 休憩 

午後０２時３９分 再開 

○大澤夫左二議長 再開します。 

○坂口博文町長 議長。 

○大澤夫左二議長 坂口町長。 

○坂口博文町長 現状の操作の関係等で申し上げますと、これについてはやはり事前に

できる範囲の放流なり、その操作規程の中で以前と多少は変えていただいておりま

す。そういった操作規程の見直しも含めて、できる範囲での細かな対応をしていただ

きたいということを申し上げているのと、それとやはり今新居議員さんのおっしゃる

満水位までためると下ノ内がつかるということがございますので、この件については

町としても早急に対応していただきたい。これができることによって、木沢の十二社

前についてはある程度対応できておりますので、あと下ノ内のそういう工事ができれ

ばまた余裕ができますので、この件については県にもそういうことを含めて、完了ま

で時間がありませんので、できるだけ早く補償交渉も進めていただく中で進めていた

だきたいということです。 

現在お聞きしているのは、ほぼ大体個人の方との話は進んでいると聞いておりま

す。あとは町として一番課題のデイサービスセンターをどうするか。それらについては

また地元の関係機関・地元の皆さん方とも進めてまいりたいと思っております。 

○新居敏弘議員 議長。 

○大澤夫左二議長 新居君。 

○新居敏弘議員 さっきのは再問ということでお願いしたいと思うのですけれども、先

ほどの答弁では、かさ上げが完了するまでは今のこの操作のままというようなことだ

ったかと思うのですけれども、なるべく早くしてもらいたいというようなことなので

すけれども、下流にとってはもうほんまにかさ上げが仕上がるまでこういう状態にな

るのだったら、ほんまにさっきもお話ししたように、本来なら４０ｃｍ下で済んだも

のが、もう入ってきたものをそのまま流すということにされたら、もう４０ｃｍや６

０ｃｍというように水位が上がって、もう大変な状況になることがもう目に見えてお

りますので、一刻も早く元どおりの操作に戻していただきたいというのですけれど、

もう一度お聞きするのですけれども、さっきも話ししたように、契約が済んで家屋の

補償とかの契約も済んで、そこに住んでいる人が移転した時点、まだ建物とかは残っ

ておっても、かさ上げがこんな仕上がらなくても、もう移転して人がいなくなった時

点でこういった元の状態の操作ができるようにということをお聞きするのですけれど

も、もう一度答弁、その辺お願いします。 

○坂口博文町長 議長。 

○大澤夫左二議長 坂口町長。 

○坂口博文町長 人がおらんようになったらつかってもいいのでないかということだろ

うと思います。しかし、その間、そういう全てが転居していただき、取壊しもした場
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合に、それは工事中のこともあると思います。工事中のところだったら埋まってもい

いのでないかという御意見かと思いますが、デイサービスもあります。それに影響す

るようなため方をされると、またなかなかちょっとうちとしてもそこまではやってほ

しくないということもございます。ですから、やはり工事は早期に完成をしていただ

きたいということで要望していきたいと思います。 

○新居敏弘議員 議長。 

○大澤夫左二議長 新居君。 

○新居敏弘議員 デイサービスのあるところは割と上の方なので、ダムいっぱい、ＥＬ

２２５ｍまでためてもそこまでは行かないと私は思うので、下流の方にとってはです

ね、本当に４０ｃｍや６０ｃｍもつかるということになりますので、是非その辺は国

の方に操作をお願いしてもらいたいというふうに思います。 

  それでは、次に移りたいと思います。 

「障がい児支援について」でございます。町の基本構想には「全ての人にやさしい

福祉のまちづくり」というようなことが掲げられております。そして、「高齢者や障害

のある人等へのソフト・ハード面でのバリアフリー社会の形成を図る」、そして「人権

が尊重される社会の実現に向けた支援体制の充実を推進します。」と、こういうふうに

非常に素晴らしいことが書かれております。 

  先ほども障害者福祉について、前段議員の方からも非常に思いのこもったお話もされ

たわけなのですが、私も当然そのようにしていただきたいというふうに考えておりま

す。 

  私もある町民の方からお聞きをしたのですけれども、この方のお孫さんに当たる方な

のですが、非常に重度の障害を持った子どもさんで、今年５歳になるそうなのですが、

今現在日和佐の方に通ったりとかいうことで、毎日お母さんが送り迎えをされていると

いうことでございます。車いすに乗っておるのですけれども、普通の車いすだったら不

安定で、やはり子どもが動いたりして、非常に重度の子どもなので動いたりして倒れた

らいかんというので、非常に重たい頑丈な車いすだそうでございます。重たいですから

一遍に乗せられんので、それを今は家のお母さんの車に車いすをばらして乗せると。子

どもは子どもで抱えていすに乗せているといったような状況で、大変苦労をされておる

ということでございます。 

今はまだ４歳や５歳なので、体もまだこうやって抱えていけるのですけれども、こ

れから大きくなってきたらもう重たくなると、なかなか抱えられないということで、車

いすごと乗れるようなものにしたいということなのですけれども、こういうことには車

いすごと乗るための車の購入費だとか、また送り迎えをする燃料代等多額の費用がかか

ってまいります。 

  今現在、那賀町ではいろんな支援があろうかと思いますが、こういった場合に、先ほ

ども基本構想の中にありました「ソフト面・ハード面のバリアフリー社会の形成」とい

う観点から言いまして、やはり経済的なバリアですね、そういう壁があったりするとい

うことで、これをバリアフリー社会にするという観点で町として支援をお願いできない

かというふうに思うのですけれども、今の町の支援の現状についてまずお聞きしたいと

思います。 
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○吉岡敏之健康福祉課長 議長。 

○大澤夫左二議長 吉岡健康福祉課長。 

○吉岡敏之健康福祉課長 今、新居議員の方から、障害児等の送迎をするのに、車の購

入費若しくはその燃料代等多額な費用がかかるので、町独自での支援はというような

内容かと思います。 

現在那賀町が行っております支援と申しますのは「那賀町地域生活支援事業」とい

う事業におきまして、重度身体障害者の社会復帰の促進ということで、社会参加促進事

業の中で、自らが所有する自動車を改造する場合につきましては助成をしているという

ような制度でございます。それから、これもそうですけれども、自動車取得税であった

り、自動車税それから軽自動車税の減免というのも障害者自らが運転するというような

条件がつくわけでございます。 

それからそれ以外にも、地域生活支援事業におきまして移動支援事業というのがご

ざいます。それは、そういう特殊な車両をその施設の方にお願いして、福祉タクシーと

いうような形で使用する場合、それからその障害者自らが移動する場合につきまして、

町が契約したタクシー会社に対して１か月4回を限度としてタクシー代を助成するとい

うような事業はございますが、その送迎等に関しまして、お子さんですので当然本人が

運転しないということになりますので、保護者等が運転する車等につきましての車の取

得の助成というようなことは、現在のところはございません。もちろん燃料代等もない

のが現状でございます。 

○新居敏弘議員 議長。 

○大澤夫左二議長 新居君。 

○新居敏弘議員 今お聞きのように、那賀町では今現在のところは、送迎するためでな

しに、自らが運転する場合にはそういった助成もあるというようなことで、私もイン

ターネットなんかで見ましても、そういうところが確かに多いのは多いです。 

しかし、何というのか、さっき前段の議員さんのそういった障害者福祉のところで

も言われたように、誰がいつほんまにこういった状態になるかも分からないということ

で、その人だけに負担を押し付けると言うのですか。例えば小学校に通わないかんの

に、これは義務教育ということで、国は憲法で子どもを小学校に通わせる義務があると

いうように書いてあるのですけれども、それを保障するところまではなかなかできてい

ないというような状況です。本来、やはりどういう人であろうとそれを保障するのがや

はり民主主義社会というか、これだけ発達した社会なので、そういうところまでやるの

が行政かと思うのですけれども、そういった観点でその親とかにただ自分で車を買いな

さい、自分で送り迎えをしなさいというようなことではなしに、本当に誰がいつこうい

う状態になるか分からないので、やはり制度として送迎についても先ほどの、車の改造

についての補助、これを該当させると。 

他の、これは新潟県見附市のところなのですけれども、自治体によってはいろいろ

とこういったようなことがやられております。ここも自らが運転するという場合もいけ

るし、それから送迎、家族が運転する場合というのもいける。それから、車の改造につ

いては新規に購入する場合も改造とみなすといったようなことで、本人が運転する場合

はその改造の助成が１００千円、家族が運転する場合は、これは新規購入になるのかど
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うか、６００千円というように、こういうふうにきちんとそういった制度ができている

ところもあるわけなので、今那賀町ではまだそういったことができておりませんけれど

も、そういった制度を作る必要が私はあると思うので、是非その辺の町長の考え方をお

聞きしたいと思います。 

○尾崎隆敏教育長 議長。 

○大澤夫左二議長 尾崎教育長。 

○尾崎隆敏教育長 先ほど新居議員さんから御説明があった中で、阿南支援学校ひわさ

分校ですね、その方に通学される場合の通学費のガソリン代については、県立学校の

助成措置が受けられるということで、現在そういう申請をされましたらそのガソリン

代については補助の対象になるというように認識をしております。以前にも同じよう

な質問があったと思っております。そういうことで、ガソリン代については助成措置

があるということで、御理解をいただけたらと思います。 

  以上です。 

○坂口博文町長 議長。 

○大澤夫左二議長 坂口町長。 

○坂口博文町長 新居議員さんの、町独自のそういう支援制度の創設ということにつき

ましては、該当する方、特に議員御指摘の方との御意見ではもう少しちょっと内容的

にも待ってほしいということもお聞きいたしております。それから、他の障害のある

方に対する支援制度等も併せて検討しなければならないと思っております。これはま

た担当課を含め、関係機関また関係する保健師さん等の御意見もお聞きしながら、ま

た対応をしてまいりたいと思っております。 

ただ、その場合に、そういう制度でそういう支援と言いますか、車のことですが、

車を買えばそれで全部全てそれならそれで解決しますかということにもなろうかと思い

ます。それも含めて、十分検討していきたいと思います。 

○新居敏弘議員 議長。 

○大澤夫左二議長 新居君。 

○新居敏弘議員 その今既に現に通っておられる方からもお聞きしたことがあって、私

も学校の方から何かそういう支援があるというのは聞いたことがあるのですけれど

も、それ余分に町の上乗せというのですかね、町の方でそういった支援ができないか

ということと、今言ったような、町長が最後に答えられたのですけれども、車が購入

できたらそれだけで済むのか、みたいなことで、それ以上にもっとやってくれたらそ

れはもう当然いい話なので。そこまでいかないのが今の現状なので。 

改造したときに１００千円というのがあるわね、それは本人が運転する場合に。今

この制度があるのを、他の町村では本人だけでなしに家族が運転するという場合にもこ

れを該当させているし、それから新規購入する場合にもそれも改造とみなすというよう

にしているところがありますので、やはりそういうふうに解釈を広げるというのですか

ね、拡充を是非していただきたいと思うのですけれども、その辺お願いします。 

○吉岡敏之健康福祉課長 議長。 

○大澤夫左二議長 吉岡健康福祉課長。 

○吉岡敏之健康福祉課長 先ほど申しました那賀町地域生活支援事業と申しますのは、
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当然障害者総合支援法にのっとった事業でございます。当然国費及び県費、それから

町費でこの支援を行っております。ですので、この事業に該当するものにつきまして

は、財源的には町が４分の１負担ということで行っている事業でございますが、仮に

この地域生活支援事業というところに国の制度――これは制度ですので、この制度以外

に何か町独自でこの事業の中に盛り込むというようなことになれば、もちろん町単独

費の上乗せということになろうかと思います。 

  ただし、先ほど町長が申しましたように、車で送迎している方は、障害者の方はもち

ろんですけれども、高齢者の方それからいろいろな方がおられまして、どこまでで線引

きするとかその辺りの課題もございますし、ましてや自家用車の燃料代ともなります

と、なかなかその管理ですね、何に使用したとかいう管理もなかなか難しいということ

もございますので、なかなか一概には、検討はいたしますけれども、現実にはいろいろ

クリアしなくてはならない問題があるのではないかと思っております。 

○新居敏弘議員 議長。 

○大澤夫左二議長 新居君。３回目になったので、続きならもうまとめてください。 

○新居敏弘議員 要望というのですか、要望したわけなのですが、基本構想にあるよう

に、本当に誰もがこの那賀町で生まれ育ち、よかった、こういう制度があって助かっ

たと本当にそう思えるように、そういう町政を是非していただきたいということを申

し上げまして、これで私の質問を終わります。 

○大澤夫左二議長 新居君の一般質問が終了いたしました。 

  ８番目に柏木岳君を指名し、発言を許可いたします。 

○柏木岳議員 議長。 

○大澤夫左二議長 柏木君。 

○柏木岳議員 よろしくお願いします。 

私は４題提出させていただいておりますが、順番を変えさせていただきまして、ま

ず「人口減少時代における目指すべき家庭のあり方」という点で質問をさせていただき

たいと思いますけれども、昨日・一昨日とですね、鹿児島県鹿屋市というところで、御

存じの方がいらっしゃると思いますが、「柳谷（やねだん）」という集落に行ってきま

した。３００人ほどの集落でございますけれども、ここが１５年ほど前から取組をして

おりますけれども、これは町内会なのですが、地域再生のキーワードとして「感謝と感

動の町内会づくり」というテーマでですね、その町内会の全ての方々、３００名全ての

方々は、集落はファミリーだということで、昨日行っていたのですが、公民館に３００

名の方の全て、赤ちゃんも含めて９５歳のお年寄りも含めて全ての方の写真がかなりの

大きさのパネルで貼られておる公民館でした。１人も欠けておりませんでした。反対者

は１人もおりませんでした。 

そんな町づくりというか町内会をされておるところですけれども、ボーナスが出る

という町内会です。町内会費は補助があるのかないのか分かりませんけれども、那賀町

だと５００千円ぐらいの補助が公民館単位で出ておりますが、ボーナスを支給しており

ます。１２０世帯に支給をしておりますが、これは自分たちでサツマイモを植えたり焼

酎を作ったりですね、昨日僕も買いましたが焼酎を作ったり、土着菌という何かそうい

う菌で培養ができるようなものを販売したりということで、町内会として自立をしたよ
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うな財政を作っているところなのですね。今までにかなりの全国的な賞もいただいてい

るというところなのです。 

その「感動と感謝の町づくり」の内容としては、先ほど申しましたように、住民全

員の顔写真をまず貼るというところから始まりまして、毎朝無線放送で感動のメッセー

ジが流れるということです。１泊しましたけれども、６時半にですね、公民館長が無線

で全戸に聞こえるように「おはようございます。」ということから始まりまして、「昨

日は雨でしたけれども、特に御心配はなかったですか」というような、心温まるような

メッセージが流れると。そしてそのメッセージが、母の日・父の日・敬老の日には母を

思う子の手紙に変わるというので、涙されているような状況の紹介もございました。 

また、その自治体で財源を確保しているということによって、その使い道は自由に

使えますので、現在６百万円ほどの余剰金があるということで、過去からの経緯でいき

ますと、お年寄りのお宅にはこれは非常通報装置を無料で配ったりとかですね、シルバ

ーカーを配布したりとかというようなことを、行政とは別にやっているようなところで

す。また子どもさんの対策として、その公民館に子どもさんを放課後なり集めて、夏休

みも含めて集めてですね、元教師の方が無償で家庭教師をするというようなことで、学

力も上がっているという話でした。 

  この那賀町よりもかなり、今鷲敷とかと比べるともっと過疎が進んでいるような雰囲

気ではあるのですけれども、那賀町内で言うと木沢的な雰囲気でしたけれども、高齢化

率は元々４０％だったところなのですが、そういった取組によって移住者も増えてです

ね、今神山がやっているような芸術家を募ったりして、今７名の芸術家がいらっしゃい

まして、そのうちの３名ほどの方とお話もさせていただきまして、似顔絵教室なりをち

ょっと勉強もさせていただいたのですが、県外からもそういった方が入ってきたり、子

どもさんがたくさん生まれることによって、高齢化率４０％だったところが３３％にま

で下がったというような話でした。 

また一昨年には、これは議会で行きましたけれども、下條村も新しい取組をされて

いて、これ前回も紹介をいたしましたけれども、町のことに対して自主的に協力をいた

だける方に関してはですね、子育てファミリーに関しては公営住宅を建設して、かなり

の低廉な家賃で入っていただくというような取組をされているところが、合計特殊出生

率がですね、今全国的には１．３ほどですが、２．０を超えているというような取組も

ありました。 

これらに共通するのはですね、まずそこにリーダーがいて、率先して動くことによ

って住民の意識を変えたというポイントがございます。やねだんという集落でも、その

公民館長を選んだのですが、元々は５％ほどの方は反対者だったということで、粘り強

い説得、説得というより納得という話でしたけれども、粘り強い働きかけによってそう

いう方にも納得をいただき、全ての方に感動と感謝をもった町づくりがされているとい

うようなことで、私自身もですね、企業に携わる者そして町づくりに携わる者として、

もう少し勉強が足りないというようなことのお叱りもいただいたというふうに思ってお

ります。キーワードとしてはですね、その下條村も含めてハートフルな町づくりという

ところが挙げられるのかと思います。 

全国的に過疎化が進む中で、同じような状況を抱えている町がたくさんございます
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けれども、建物ができるという点でハード面で進むこともございます。それはなかなか

町単独の予算では難しいわけですけれども、心を変えるということに関しては、これは

お金がそれほど必要ではないと思います。それは小さい町でもできるというようなこと

であってですね、私が以前から非常に頑張ってほしいと思っている「もんてこい丹生

谷」という我が町の取組にもつながるわけなのですけれども、そういった観点からです

ね、これからのこの那賀町、これ日本全国的なことでもいいのですけれども、那賀町に

おいて目指すべき家庭のあり方と申しますか、まずはその子育て施策を打つに当たって

も、想定をされる家庭があると思うのですね。 

今までは１家庭４人世帯で、父母がいてですね、その娘さん・息子さんとか、子ど

もさん２人という家庭が標準的な家庭ということで、そういったことに対する施策が想

定的に行われてきたと思います。それからちょっとはみ出すというか、それ以外、核家

族も含めてというように輪郭を広げてきたと思うのですけれども、昨今のようにそうい

う家庭環境また働き方等が多様化する中で、まずはその２１世紀の家庭ないし家族のあ

り方として、どういったところを想定をされておるのか。今もう既に第１子を生む母親

の年齢が３０歳を超えたところでもございます。最近ではですね、一番下がったときで

１．２台まで合計特殊出生率は下がりましたけれども、今ここ５年ほど上がってきてお

りまして、１％強上がってきておるような状況ですけれども、働き方も含めたこの町が

目指すべき方向性というのを、まずはちょっとどういった認識でいらっしゃるのかとい

うのをお聞かせをいただきたいなと思います。 

○尾崎隆敏教育長 議長。 

○大澤夫左二議長 尾崎教育長。 

○尾崎隆敏教育長 柏木議員さんの質問、非常に難しい課題と思っております。この那

賀町も、このまま推移すれば、この２０４０年、２７年後の姿ということで徳島新聞

にも載りましたように、厚生労働省の将来推計人口によりますと、人口は６割減って

４割になる、そしてなおかつ６５歳以上の高齢化率が現在の４２％が６０％になる。

このような超高齢社会、少子高齢化社会になってしまっては那賀町が存続できない、

そういう危機感も私たちは非常に持っておりますし、当然行政・教育両面から、そう

いうことを避けるために様々な施策を打っていかなければならないということ、これ

は心に強く受け止めながら行政施策に取り組んでいかなければならないと思っており

ます。 

  その中で、一般的な家庭のモデルにつきましては、議員の皆さん・私たち答弁する課

長さん・町長さんを含めてなのですけれども、私たちが若かりし頃は３世代同居という

のは当然普通の世帯であったのが、今やもうそれこそ単身世帯が多くなり、なおかつ親

子の世代、非常に様変わりをしてまいりましたし、それじゃあその形態を昔の形に変え

るということは、これはもう不可能だと思います。その中で、那賀町をいかに活性化し

ていくか、これについては、私たちは教育委員会ということで、教育の施策の中ででき

るだけ子どもたちに那賀町に残っていただきたいと思うし、そして例え那賀町を離れて

も那賀町を常に思ってくれる、そういう気持ちを持った子どもを育てていくということ

が、私は一番大事だと思っております。私たちにとっては子どもたちが近くにいてくれ

るということは心強いし、私たちにとってはそういう気持ちを持つということが大切な
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ことでなかろうかというように思っております。そういう子育てのために、様々な施策

を打ちながら全力を尽くしてまいりたいと思っております。 

抽象的な言葉でどうこうということは非常に言いにくいのですけれども、教育施策

の中で、特に私たちはふるさと教育、それから那賀町を愛する心育成の教育という点に

力を入れておりますので、今までの知育・徳育・体育の能力を伸ばす、これは当然でご

ざいまして、その上に先ほど言いましたその２つのことを重点的に教育の中で取り組ん

でまいりたいと思っております。 

  しかしながら、なんぼ教育をしても家庭でそのことをやはり子どもたちにしっかり教

えていただかなければ、なかなか進展するものではないというように思っております。

行政におきましても、当然その子どもたち、優れた子どもたちを那賀町に残すためにど

ういう施策をするか、当然雇用の場の創出、そしてまた家庭を築く中で負担ができるだ

け少なくて済むという温かい地域を作っていくということ、これが重要なことでなかろ

うかと思います。抽象的な言葉で申し訳ないのですけれども、そういう教育のために全

力を挙げて取り組んでまいりたいと思っております。 

  よろしくお願いします。 

○柏木岳議員 議長。 

○大澤夫左二議長 柏木君。 

○柏木岳議員 はい、ありがとうございます。以前からですね、教育長が今御紹介いた

だいたような施策については、僕も評価するところはたくさんありますけれども、ま

ずは開会日にも那賀町の児童のその推移の表をいただきましたけれども、非常に大変

な状況ですね。そういったことから含めて、意識をまず変えるというのは、これは行

政側の意識も変えないといけないと思うのです。周辺がこうであるからというような

ことで対応をしておると、これはもう同じように減っていってしまうような状況で

す。 

先ほど紹介した鹿屋市やねだん地域と下條村、他にもあるかと思いますけれども、

そういったところは先んじて何かをやったという例でございます。まずはですね、家庭

の多様化をもう少し幅広く捉えて、そういったところに対しても手厚いフォローを行政

として行っていくべきだということを強くお願いをしたいなと思います。ですから、今

ちょっと答弁をいただいたところでも、ちょっと申し訳ないですけれども以前からの繰

り返しごとということもありますので、まずはその多様化を認めていただくということ

を考えるに当たって、先ほどの障害者の件についてもそうですけれども、マジョリティ

じゃないマイノリティの部分と、これは少数派の部分なのですけれども、少数派の部分

にまでも広げていくようなところから多数派を形成していくというか、そこまで配慮し

ておるから安心な町なのですよというようなことで、人が、健常な方も含めて人が入っ

てきていただけるというようなところに発想を変えていただきたいなというところがま

ず１点なのです。 

最近、安倍総理がですね、非常に女性のキャリアアップについて盛んに発言をいた

だいております。女性のキャリアアップで成長戦略ということで、これは非常に一理あ

ることと思います。１つには４０万人の待機児童の解消ということを掲げておりますけ

れども、これは女性のキャリアアップに直接的にはつながると思います。自分が仕事を
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しておる時間に子どもさんの面倒を見ていただく方ができるということですから、キャ

リアアップにつながるということがございます。 

ただし、もう１点の３年の育児休暇に関しては、これはちょっと選択肢が増えるこ

とに関しては非常にありがたい話ではありますけれども、これを選択する方がいらっし

ゃるかどうかという点では疑問も残りますし、キャリアアップの部分から申しますと、

少しマイナス的な要素もあるかと思います。３年たつともう仕事を忘れていたりとか、

そういうこともございますし、女性をまた家庭に縛り付けてしまうというような施策に

もなりかねないというような問題も残ります。 

ただしですね、先ほどのその４０万人の待機児童の解消という点においては、これ

は那賀町において待機児童というのは今ないということでありますから、少し拡大をし

て考えますと、自分自身が仕事に没頭できる時間をどれだけ増やせられるかということ

に観点を置き換えたとして、先般の一般質問でさせていただきましたが、やはりこれは

先日から申し上げておりますように、延長保育を何とか爆発的に伸ばしていただきたい

と、ちょっとそういう文言に変えますけれども、そういうことの強いお願いでございま

す。 

先日は２１時まで――これは全員の方ではないのですね。そういった夜間にも働く人

がいらっしゃれば、そういう方の子どもさんを見るのに２１時ぐらいまで対応ができる

ような保育園を置いていただきたいというところです。それともう１点は、急に子ども

が病気になったからといって自分たちが迎えに行かなくてもいいような、看護師常駐が

されておるような保育園を是非作っていただきたいという、これはもう以前から申し上

げているところでございます。これが先ほどの２町に匹敵する那賀町の新たな取組では

ないかということで、コストの問題もございますけれども、私自身自負をしておるとこ

ろですので、是非これはですね――最初は新しいことをしようと思うと「え？」と首を

かしげますけれども、もうこの２町に関しましても元々はそういうところでございまし

た。それをいかに説得して啓蒙していくというところかと思いますので、是非これは行

政課題として掲げていただきたいなと思います。 

また、先ほどの３年間の育児休暇ということよりもですね、いろいろちょっと調査

をした結果、働く母親は育児休暇というよりも時間短縮の方をどんどん進めていただき

たいなというふうに思っていらっしゃる方の方が多いわけでした。これは１つの調査に

よると、全国的に進んでおる企業は、男性なのですけど、男性が９時から１５時までの

勤務時間の短縮をしておる会社がありました。そこは６時間しか働かないのですけれど

も、その分賃金が若干下がりますが、業績アップが１２５％だったと、それによって業

務を見直し始めたということも含めて、１２５％業績アップを果たしたということでし

た。ですから、こういったことも含めてですね、新しい物事の考え方で、こういうこと

をまずやるということの取組を決めていただいて、それに向けてどうしたらいいのかと

いう過程を次に導き出していただきたいなというふうにも思います。 

また、今でもちょっと時代遅れだと思っておりますけれども、保育園、僕自身が小

さい頃にはですね、４時になると早く帰れるという意識で保育園に行っておりました。

その後は自分たちで遊べるわけですから通っておりましたが、やはり親としては見てく

れる人がどうしても必要ですね。うちはおばあさんがおりましたからおばあさんとか、
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その前のもう１人というか、近所のおばあさんにも世話をいただいておったのですけれ

ども、これはモデルケースとして４時に迎えにくるというのが妥当なのかどうか。今は

その延長はしていただいておって、５時や６時、長ければ７時とかそういったところも

増えてきて、町内でもしていただいてはおるのですけれども、元々のモデルとして普通

に働く人に８時――５時か９時、６時ですね、そこから残業をしたりとか、ちょっと買

物に寄って惣菜を買って帰ったりとかしたときに、その時間で元々対応ができておった

のかどうかという根本的な疑問点があります。 

これは相当な時代遅れと思っております。これはもう保育園だけではなくて、比較

的制度が新しいデイサービス、今度はお年寄りの託老所というか、そういう預かる側の

立場ですけれども、１２～１３年前に介護保険制度ができて比較的新しい制度でもある

にもかかわらず、３時半か４時には送っていくということがあって、じゃあこれも先ほ

どの働き世代が戻ってくる時間よりは１時間か２時間早くなってしまっておるという、

もう根本的なこういうモデルケースとしての認識違いがあると思っております。ここの

部分はですね、まずはちょっと踏み込んで町としてどう取り組むのかを考えていただき

たいなと思います。 

しかしですね、過去には大家族でもって、私の家もそうでしたけれども、高齢者の

人が見ていただいておった、放課後は見ていただいておったという状況があったので

す。ですけれども、ここを行政化とか外部化をしていくことによって、賃金が発生する

ような状況をもって担保していくということになると、非常に財政的に難しい部分もあ

るのかなという点もございます。 

ですけれども、ここでもう一度ちょっと立ち返っていただきたいのですが、先ほど

のやねだんの取組ですけれども、子どもさんが帰るとですね、その公民館にお年寄りが

集まって、もう普通に自分のところの子どもとして面倒をみるというような仕組みとい

うか、雰囲気づくりも含めてできておるというような状況です。これはこの那賀町でも

絶対的にできる話だろうと思いますし、そういった町民の方々もかなり意識的にお持ち

の方がいらっしゃると思うのですね。そういった高齢者の方を、もっと社会の中で活躍

していただける場を是非広げていただきたいなと思っておりますけれども、ちょっと今

まで多々申し上げましたが、私自身が申し上げた提案に対してですね、教育長で構いま

せんけれども、考えをお聞かせいただけたらと思うのですけれども。 

○尾崎隆敏教育長 議長。 

○大澤夫左二議長 尾崎教育長。 

○尾崎隆敏教育長 子どもたちを育てていく過程でやはり様々な問題があるというこ

と、これは私たちも十分認識をしております。その子どもたちを育てるために、行政

だけでなしに、地域が共に育てるという環境づくりは非常に大切なことだと思ってお

ります。当然保育園から義務教育を終えるまでの間、これはやはり私たちは特に注意

を払って、子育て支援にできるだけの対応をしていかなければならないと思っており

ます。 

  その中で保育園・幼稚園の関係ですけれども、新しく認定こども園という制度も発足

されるというようなことで、その辺りの新しい教育のあり方というのを今年から検討し

ておりますので、その中で一体どういうような教育ができるのか十分検討してみたいと
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思っております。当然その中で行政として子育て支援に対してどういう支援ができる

か、その辺りも考えてみたいと思います。ただ、行政の支援だけでなしに、保護者の負

担ということもやはり考えていただかなければ、それは成り立たないということも御理

解をいただければと思っております。 

  小学校に上がりますと、学校を終えましたら放課後子どもクラブを私たちは運営をい

たしております。年間５百万円余り負担をしてその子どもたちを預かっておりますし、

当然それ以外の子どもについてはスポーツ少年団活動とかそういうような中で助成措置

も講じております。できる限りその子どもたちのニーズに応えた、保護者のニーズに応

えたような教育をできるだけ多く取り入れながらやってまいりたいと思っております。

現在教育委員会としては、他の町村に比べて１７項目の助成制度・優遇措置を講じてお

ります。その制度を通じまして、できるだけ保護者負担の軽減を図るとともに、優秀な

人材を育ててまいりたいと思います。 

  徳島県下で那賀町しかできていない事業というものの中に、那賀高校育成事業補助金

制度を取り入れております。このことにつきましては、義務教育を終えて高校に行った

場合に、那賀高校に通っている子どもが一番那賀町に残ってくれております。そして、

那賀町のために、現在も多くの方が町政発展のために尽くしてくれているというような

ことから、私たちは那賀高校を全面的に支援をして、そして那賀高校が存続できるよう

にということで施策を講じてきております。その経費が、教育振興費補助、通学補助そ

れから寮の運営費を含めますと、１２百万円を超える金額を那賀町は助成措置として講

じておりますし、そういうできるだけの助成措置を講じながら、素晴らしい生徒の育成

に努めてまいりたいと思います。 

  それから、当然高校に通うことが厳しい家庭の子弟のためには奨学金制度もございま

して、大学までその制度を受けられるような体制も整えております。高校が３０千円・

大学が５０千円を限度として、無利子で貸出をしております。そういう様々な制度を設

けながら、継続して支援に努めてまいりたいと思っております。 

  よろしくお願いいたします。 

○柏木岳議員 議長。 

○大澤夫左二議長 柏木君。 

○柏木岳議員 はい、ありがとうございます。分かりました。たくさん取組をされてい

るのは分かったのですが、ちょっと私が提案した新たな取組もちょっと今後考慮して

いただきたいというところが筋でございました。  

  もう１点だけ紹介しておきますけれども、最近１年前から、これは小・中学校ですけ

れども、県内の小・中学校で３１校もう対象の学校が増えておるのですが、新しい取組

をしている会社があります。これはＮＰＯ法人なのですけれども。大体放課後に、授業

中のところもありますけれども、放課後の時間帯にですね、子どもさんを預かっている

とどうしても先生が対応しないといけない学校もあるのですね。特に支援学校で多いの

ですが、あるのです。そういったところで、無償でそこに入っていって、その先生の助

教諭的な役割をしている方がおります。その人はまだ若いのです、３５～３６歳なので

すが。 

それはどういった仕組みでやっているかと言うと、企業からスポンサーを募りま
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す。そのスポンサーでもって自分の生活費を保っていまして、そのスポンサーは学校に

対してチラシを配らせてもらえるというメリットを付けておると。学校も教育委員会も

１円もその人件費を負担しません。その人を雇うことによってね、負担しません。これ

が今県下で３１校に増えております。特別支援学校を中心にして、３１校あります。こ

れは支援学校だけではなくてですね、今阿南市の通常の小学校にも今後取り入れようと

もう決めておるところがございます。 

是非こういったことをですね、提案をお願いしたいなと思います。先ほどやはり他

に勝る施策を打っておるという那賀町の施策なのですけれども、これは１２月議会で町

長にお願いをして、町長も「是非やります」と言っていただいた育児政策の取りまとめ

のＰＲ予算化がまだちょっと載っていないのではないかと思いますので、これは是非早

めにお願いをしたいなと思います。 

以上が１点目の質問でありますけれども、２点目は「ごみ処理場の建設計画の進め

方」というところで、これはもう古野議員・植北議員の方である程度お話をいただきま

した。問題としてはですね、事務的なその手続きの進め方が１点の部分と、あといろい

ろな直営で行うかどうかという部分、外部委託も含めたほかのやり方があるのではない

かという２点に絞られるのかなと思いますけれども、先ほど岡川課長が数字も含めて説

明をいただきましたが、ちょっと十分な内容がね、調べていただいているとは思うので

すけれども、私どもの方の手元に情報がきておりませんので、これは是非委員会のとき

に提出をお願いできたらなと思いますので、この問題については委員会のときにさせて

いただこうかなと思いますので、割愛をいたします。 

  続きまして、一番下に書いております「シカ肉・イノシシ肉等の流通体制の確立に向

けての取組について」ですけれども、これも過去には委員会内で質疑をさせていただき

ましたが、今年も予算化されておりますが、年々駆除する頭数が増えております。しか

しですね、私もいろいろイベントをしようとしたときに、シカ肉で何かを作ってくださ

いねというのをＰＲをしようとした場合、なかなかその肉の確保ができないのだという

話が多いのですね。これ四季美谷温泉に聞くと、よくそういう話があります。ちょっと

ほかの関連の方にも多く聞かれるところなのですけれども。 

５月１１日だったと思いますが、四季美谷温泉で自分たちの団体４０人ほどがそこ

で会議をしたあと宴会をさせていただいて、宴会自体は僕自身初めてだったのですけれ

ども、その出てきた料理がですね、「これ３，０００円です。」と言われて出てきたの

ですけれども、もう僕以外の参加者が「これはすごい料理ですね。」と言うような評価

をいただいたのですよ。これ四国中から集まっていた人たちなのですけどね、若手の経

営者が多いのですが、めちゃくちゃ称賛いただいたのです。 

その中にホテルの経営者、道後温泉界隈の経営者が１人と阿南で旅館をやっている

ところが１人いらっしゃって、もし流通体制が確立されれば、シカ肉に関して取り入れ

るつもりはあると、ジビエ料理をやってみたいという話でした。その道後温泉の方は結

構大きいホテルで、僕も何回か行ったことがあるのですけれども、そういったところで

フランス料理風に扱ってもらえる意思もあるという話なのです。 

けれども、以前から県内でもシカ肉をどのように生かしていこうかということに関

しては、料理教室とか業者向けの扱い方というのもいろいろ紹介はされておるのですけ
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れども、全県的に見て余り進んでいないというのが印象でないかなと。そういうこちら

からお願いをすれば出してはいただけますけれども、何かそれが１つの産業になったり

とか、コストが合った上で収支が賄えた上で確立されておるのはまだ県内でもないと思

うのですね。高知を越えたところの南国あたりでもシカ肉は使っていますけれども、四

国全域を含めてなかなか確立されていないような状況の中でですね、駆除頭数はめちゃ

くちゃ増えておるのですけれど、買い取ってくれる金額が安いし、売る方も安いし買う

方は高いというので、折り合いがつかないというのが現状だそうなのです。これはその

環境課と商工地籍課、両方に聞きたいのですけれど、どこに問題があるのかということ

をまずちょっとお聞かせをいただきたいのです。 

お願いします。 

○樫本正史農業振興課長 議長。 

○大澤夫左二議長 樫本農業振興課長。 

○樫本正史農業振興課長 柏木議員の質問にお答えいたします。 

シカの個体数調整捕獲・イノシシの有害鳥獣捕獲の実績については、平成２０年度

にはシカが２８６頭・イノシシ３５頭であったのが、昨年度の平成２４年度ではシカが

１，１９９頭・イノシシが６９頭と、この４年間でシカにつきましては４倍を超えてい

ます。この間、町内の捕獲班員の人数は１３５名前後と増えていないにもかかわらず、

成果を上げられていることにつきましては、その御尽力に深く感謝を申し上げる次第で

ございます。  

  シカの食肉への活用及び流通についてでありますが、那賀町ではお隣の高知県香美市

と共に「阿佐地域鳥獣被害防止広域対策協議会」という長い名前ですが、それを平成１

９年度に設立し、国の支援を受けて鳥獣被害対策を行っております。平成２０年度には

香美市がべふ峡温泉にシカ肉加工所を建設したのに続き、那賀町においても平成２１年

度に木沢支所上流約１．４ｋｍの箇所に、県下で初となる木沢シカ肉加工施設を建設し

ています。それで、平成２２年度より阿佐地域協議会の方から四季美谷温泉へ施設の運

営を委託し、同年９月に食肉処理業の許可を取得しまして、１０月から運営を開始した

ところでございます。 

シカ肉処理の実績としましては、平成２２年度は１０月からで３３頭、平成２３年

度は３７頭、平成２４年度は６４頭となっております。当初の目標が年間１００～１５

０頭程度となっておりますので、この２年半の間で目標達成率は約５０％程度かと思い

ます。 

  運営に際しましては、食品衛生法や徳島県シカ肉・イノシシ肉処理衛生管理ガイドラ

インに基づきまして、衛生的に処理を行っています。販売先につきましては、現在は主

に四季美谷温泉ともみじ川温泉への卸販売でございまして、将来については町内外の飲

食店への卸販売を予定しております。今のところ食肉処理業の許可でございますので、

個人への販売等は予定しておりません。 

  現在の課題及び問題点につきましては、県の指導等によりまして捕獲地から加工施設

までの搬入時間をおおむね１時間以内と設定しておりますために、受入れする地域に制

約が生じておることと、相手が狩猟された野生動物であるために、受入れ時のシカの状

態にムラが生じまして、安全で良質な肉の部位だけを確保するためには歩留まりが悪く
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なりまして、安定供給が難しい食材であることを痛感しているとのことでございます。 

  今後の取組につきましては、捕獲から食肉加工・保存・販売までの流れをスムーズに

するために、食肉処理作業に当たる人員を複数人確保していただき、猟師からのシカ捕

獲の連絡に迅速に対応できる体制をつくっていただくことだと考えております。場合に

よりましては、捕獲場所近くまで出向き、シカの状態を確認して受入れの判断をそこで

行うことができましたら、お互いの時間のロス及びトラブルも減少することができるの

ではないかと思います。 

  この事業に関わる全ての方々には、品質の確保を第一に高い意識を持っていただきま

して、シカ肉の高級食材としての地位を確立させていただきたいと願っております。 

 以上です。 

○柏木岳議員 議長。 

○大澤夫左二議長 柏木君。 

○柏木岳議員 はい、ありがとうございます。今四季美谷温泉では、支配人がお１人で

やられているということでしたので、やはり人員が不足しておるというのとですね、

もう１点が、狩りをした方が売りたい金額で売れてないという点がどういった問題が

あるのかというところなのですけれども、そこの問題に関して、処理に持っていく方

がいいと思ってしまっているような状況をですね、どうにか打開をしていただきたい

なと思いますし、徳島県内、市内の方のイタリア料理店だったと思うのですが、イタ

リア料理店のオーナーもシカ肉を使いたいらしいのですけれども、味自体が何か県内

産のものはそんなによくないという話でした。その辺りもじゃあどう違うのかという

のはちょっとよく分からないのですね。 

もう少し研究を是非お願いをしたいと思いますし、味と申しましても、この前も熊

本に行ったときには馬肉をいただきましたけれども、馬肉にしても脂が少ないからそん

なにおいしくはないのですね。だけど、そこが何がブランド化されていることによっ

て、人から注文いただけるという話もあるのです。そんなにまだシカ肉自体がブランド

化されているような状況でないような時期ですから、早急にこれは力を入れて是非やっ

ていただきたいなと思います。個人売りはする必要はないと思います。各地のそういう

卸売に対してですね、是非これは力を入れていただきたいと思いますので、まずはその

人員確保というのが課題に挙がっておるようですから、早急な取組をお願いしたいなと

思います。   

  最後の質問ですけれども、３番目に書いております「買物支援事業に付随する宅配業

者のサービス向上について」という質問というところでですね、先日の予算で「買物支

援事業」というところで、山間地に住んでいらっしゃる方々がなかなか買物に行くのが

大変だという方に対して、商工会を通じてものを買っていただいた方には宅配手数料を

補助しましょうという話でした。 

ちょっと先般の質疑では十分まだ煮詰まっていないようなこともありましたけれど

も、追加で数点質問をいたしますけれども、宅配業者を具体的にどういったところを考

えられておるのかというところと、生活協同組合――生協ですけれども、生協との差を

どのように考えているのかというところと、生鮮食品の対応をどうするのか、それも含

めて対象品目はどういったところになるのかというところをまずお答えをいただきたい
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と思います。 

○新居宏商工地籍課長 議長。 

○大澤夫左二議長 新居商工地籍課長。 

○新居宏商工地籍課長 まず１点目の宅配業者なのですが、宅配業者についてはヤマト

運輸株式会社と阿南郵便局の２者を予定しております。生協さんについては、特にこ

の買物弱者事業については生協さんとは何も話はしていないので、特に生協さんは生

協さんでやられている部分に対して、やはり町の商工会としては商工会としての宅配

事業を進めていくということで考えております。 

  生鮮食品なのですが、一応通常はみかん箱ぐらいの箱に入れてもらうのですが、生鮮

食品についてはクール宅急便とかで利用されているような、小さいクール便の箱に入れ

て宅配していただくということで、通常の惣菜とか生鮮食品等についても運べるような

仕組みで考えております。 

○柏木岳議員 議長。 

○大澤夫左二議長 柏木君。 

○柏木岳議員 はい、ありがとうございます。これを是非拡充いただきたいというの

と、そのサービスをよりよいものにしていただきたいと思いますけれども、この質問

にちょっと派生をしてですね、先日ちょっとある方から御指摘をいただきましたけれ

ども、郵便局が民営化されて非常にサービスが低下をしたという話です。これは、具

体的には木頭地域で出原局が集配をしなくなったという問題がありまして、北川は集

配しているのに出原はなぜなくなったのかという話なのですが、これはいろいろ経緯

を聞きましたけれども、現時点で鷲敷・延野・桜谷・北川が集配を行っておるという

状況でございます。平谷から出原までの奥の方は桜谷から対応をしておるそうです。  

  ここに関してですね、郵政民営化見直し法案が通ったということでありますけれど

も、現場での対応としてそこのところが十分改善がなされていないという話でした。ま

だその声が通ってないのだろうと思うのですが、人口比率にすると、北川地域が３０％

に対して出原地域は７０％というところで、出原の方は集配を行っていないので、桜谷

からきていただくのに当日の朝の１０時ぐらいまでには集配を頼まないといけないとい

うことで、めちゃくちゃ早い時間で締め切られてしまうという話です。北川の方は午後

からでも対応が可能ということと、あとある程度折り合いをつけてですね、家まで取り

にきてくれるという話でした。 

ここの部分に関してですね、町長の方に木頭地域の方から陳情書が上がっていると

いうことですけれども、まずはちょっとこの不都合な問題について町長の認識をお伺い

したいのとですね、併せてこの要望書についてどういった対応がなされたのかというの

をお聞かせいただきたいと思います。 

○坂口博文町長 議長。 

○大澤夫左二議長 坂口町長。 

○坂口博文町長 いただいた要望書については、いただいて即、鷲敷郵便局長を通じま

して四国支社長、そういったところでその対応についての意見をお聞きいたしており

ます。そして回答はいただいておりますが、内容等について公表はちょっともう少し

待っていただきたいということで、私は私なりにその内容を十分検討させていただい



- 89 - 

ておりますが、そのあとまた追加でまた２～３点きまして、再度またお送りし、今後

においてそれに回答するかどうかについて、局長とも十分検討をしているところで

す。 

内容等につきましては、一応御指摘の御要望との認識の差がかなりあるのと違うか

なという感はいたしております。これらをどう木頭出原地区の方に御理解をいただける

か。そして、またやはりこれはちょっと申し上げにくい点もあるのですが、その要望さ

れている方のお名前の中に前の局長さんがおいでるということもございまして、局長さ

ん間での意識の違いというのもあるのかなという感はいたしております。 

ただ、ここでその内容について公表は避けていただきたいということを言われてお

りますので、その点についてはまた御理解を賜りたいと思います。 

○柏木岳議員 議長。 

○大澤夫左二議長 柏木君。 

○柏木岳議員 はい、確かにそうなのです。そのお願いをしてきていただいた方の中に

はそういった立場の方もいらっしゃるのですけれども、これが議会で取り上げるとか

町政の対応ごととすることに当たっては、住民の側にサービスの低下という支障があ

るかどうかという点で捉えるということの必要はあると思うのですね。これはもう１

企業にはなってしまいましたけれども、現段階では海川局も昨年からお年寄りの安否

確認サービスであるとかとかいうような形で提携もなされておりますし、町内にある

民間業者とは、大手企業とは、地元の人を採用してほしいとかですね、町内の商工関

係者ともいろいろな町をよくするやり取りというのはなされておるわけですから、ま

ずはこれは住民のプラスになるという点をもうちょっと捉え直しをしていただいて、

恐らくは何度かやり取りをしていただいた中で前向きな取組もなされたのでないかと

は思うのですけれども、ちょっとその申し上げていただきにくいことがあるというこ

とですので、深掘りはちょっと避けますけれども、私自身が認識をしているところで

あると、出原地域がなかなか速達等の問題について非常に困難な状況があるというこ

とと、北川地域で集配がなされておるというところとですね、これをその旧町村単位

で考えると、もう少しバランスのよいやり方を考えていただけないかということを、

郵便局に陳情をしていただくということは問題ないのではないかというふうに僕自身

は考えております。 

  その中でですね、地域のサービスとして、今はもう既に民間企業になっているわけで

すから、折り合いがつかないということであれば、以前から委員会でも力を入れてお願

いをしてほしいということをもってしゃべっておる、海川地区でなされた安否確認サー

ビスを各地で広げていただくことによって、郵便局との関係をバランスの取れたものに

していただくということも検討課題としては入ってくるのではないかなというふうにも

思いますので、是非前向きな取組をお願いしたいと思いますし、もしここで具合が悪い

ということであれば、また明るみにならない場で信義則のもとにお話をいただけたらな

というふうには思います。 

 私もですね、今ちょっとそういう認識が少し違うのではないかという御指摘もいただ

きましたので、もう少し交通整理というか、調整をして理解を深めたいと思いますの

で、是非住民サービスの低下というか、復活を期待できるような調整をお願いをしたい
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なと思いますので、以上をもちまして質問とさせていただきます。 

○大澤夫左二議長 柏木君の質問が終わりました。以上をもって本日の議事日程は全部

終了しました。 

お諮りいたします。６月１１日から１８日は、議案調査並びに休祭日のため休会と

いたしたいと思います。これに御異議ございませんか。 

（｢異議なし｣と呼ぶ者あり) 

○大澤夫左二議長 「異議なし」と認めます。よって、そのように決定いたしました。

６月１９日再開いたします。 

本日はこれをもって散会いたします。御苦労さまでした。 

午後０３時５３分 散会 
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午前１０時００分 開議 

○大澤夫左二議長 おはようございます。ただいまの出席議員は１５名であります。 

これから本日の会議を開きます。 

日程に入るに先立ち、報告いたします。町長より追加議案の提出通知がありました

ので、報告いたします。報告は以上のとおりであります。 

これより本日の日程に入ります。議事日程は、お手元に配布のとおりであります。 

日程第１、議案第５３号「那賀町職員の特殊勤務手当に関する条例の一部改正につ

いて」から、議案第５８号「町道路線の変更について」までの６件を議題といたします。

本件については、去る６月５日本会議において各常任委員会に付託し、審査が行われた

事件であります。 

  以上の６件に関し、各委員長の報告を求めます。 

まず、総務文教常任委員長 吉田君。 

○吉田行雄総務文教常任委員長 議長。 

○大澤夫左二議長 吉田君。 

〔吉田行雄総務文教常任委員長、登壇〕 

○吉田行雄総務文教常任委員長 おはようございます。それでは総務文教常任委員長

報告を申し上げます。 

 本委員会は去る６月１２日に開催し、定例会において付託されました議案第５３号

「那賀町職員の特殊勤務手当に関する条例の一部改正について」から、議案第５７号

「平成２５年度那賀町ケーブルテレビ事業特別会計補正予算（第１号）について」まで

の３議案について審査いたしました。その結果、付託議案については、全議案とも原案

のとおり可決すべきものと決定いたしました。 

以下、審査の過程におきまして議論のありました事項の一部について、その概要を

申し上げます。 

議案第５５号「平成２５年度那賀町一般会計補正予算（第１号）について（所管

分）」、委員より「今回の補正で農村舞台関係の予算が多く出ているが、地元や各団体

と十分協議がされているのか。」との質疑があり、理事者側より「今回１７百万円程度

の補正をお願いしておるわけでありますが、主な内容は農村舞台アートプロジェクトと

して２～３か所の農村舞台公演とクラシックコンサート１か所、アート展２～３か所の

合わせて５～７か所程度の農村舞台アートを検討している。また、ふすまからくりの修

繕、そして坂州農村舞台の屋根修繕も実施する予定であるが、当然地元との協議を行い、

決定された事業となっている。今後、実施に当たっても、地元をはじめ県とも協議しな

がら進めていきたい。」との答弁がありました。委員からは「高齢化が進み人手も少な

くなってきていて、地元にとっても大きな負担となっているので、十分な手助けをして

ほしい。」と要望がありました。 

 次に、議案第５７号「平成２５年度那賀町ケーブルテレビ事業特別会計補正予算（第

１号）について」、委員より「今回、鷲敷地区でケーブルテレビの光化が実施されると

のことであるが、今後全町的な光化への可能性はあるのか。」との質疑があり、理事者

側より「これまで光化へのネックとなっていたのは、国の補助事業で整備した伝送路設

備が耐用年数に達していないことであったが、今回非常に有利な国の補助事業を活用す
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ることができ、光化を見据えた心臓部を整備することが可能となった。第１のステージ

である心臓部ができることになるので、今後は問題も多いが順次光化への計画を立てて

いきたいと考えている。」と答弁がございました。 

  他の議案についても、理事者側の説明に対し理解できるものとし、全議案とも原案の

とおり可決すべきものと決定いたしました。 

以上、審査の概要を申し上げ、総務文教常任委員長報告といたします。 

〔吉田行雄総務文教常任委員長、降壇〕 

○大澤夫左二議長 次に、産業建設常任委員長 久川君。 

○久川治次郎産業建設常任委員長 議長。 

○大澤夫左二議長 久川君。 

〔久川治次郎産業建設常任委員長、登壇〕 

○久川治次郎産業建設常任委員長 産業建設常任委員長報告を申し上げます。 

本委員会は去る６月１４日に開催し、定例会において付託されました議案第５５号

「平成２５年度那賀町一般会計補正予算（第１号）について（所管分）」から、議案第

５８号「町道路線の変更について」までの３議案につきまして審査をいたしました。そ

の結果、付託議案につきましては、全議案とも原案のとおり可決すべきものと決定いた

しております。 

以下、審査の過程におきまして議論のありました事項につきまして、その概要を申

し上げます。 

議案第５５号「平成２５年度那賀町一般会計補正予算（第１号）について（所管

分）」、委員から「買物弱者対策事業として８６０千円の補助金が計上されているが、

この事業をすることで上流部の小さな商店の経営を圧迫することになるのではない

か。」との意見があり、理事者側より「この事業を検討していく中でそういった意見も

あるが、買物弱者の方も店舗も手数料を負担して参画してもらうことになるので、店舗

の経営を圧迫することは少ないと考えている。店舗の経営も大事ではありますけれど

も、いかにして買物弱者を救うかということが最も重要な点であると考えている。今後

の経営状況を見守り、手数料についても検討していくことも必要である。」と答弁があ

りました。委員から「加盟店が少ないので、無理やり押し付けているところもあるので

はないか。広い町なので、旧町村単位で弱者支援をすることも必要ではないか。再検討

をしてほしい。」と要望がありました。理事者側からは「いろいろと御指摘もあるが、

商工会としても状況等を勘案し、２年間研究して決定されたことでありますので、事業

を実施してみて不都合なところが生じるのであれば、商工会に検討をお願いしながら実

施していきたい。」という答弁がありました。 

また「モンキードッグ育成事業委託料が計上されているが、モンキードッグについ

てはいろいろと評価があり、個人的には批判的な立場だが、今後も継続して進めていく

のか。」との質疑があり、理事者側より「現在北川地区で１頭導入しているが、大変効

果を上げていると感じている。地域の方々からも感謝をいただいており、今年度も木頭

白
し ら

久
きゅう

地区で導入したいと考えている。この事業は飼い主の情熱がないと難しいし、集

落の同意も必要であるが、大変効果がある事業なので積極的に取り組んでいきたい。」

と答弁がありました。 
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他の議案につきましても、理事者側の説明に対し理解できるものとして、可決した

ものであります。 

以上、審査の概要を申し上げまして、産業建設常任委員長報告といたします。 

〔久川治次郎産業建設常任委員長、降壇〕 

○大澤夫左二議長 次に、厚生常任委員長 新居君。 

○新居敏弘厚生常任委員長 議長。 

○大澤夫左二議長 新居君。 

〔新居敏弘厚生常任委員長、登壇〕 

○新居敏弘厚生常任委員長 厚生常任委員長報告を申し上げます。 

本委員会は去る６月１３日に開催し、定例会において付託されました議案第５４号

「那賀町手数料条例の一部改正について」と、議案第５５号「平成２５年度那賀町一般

会計補正予算（第１号）について（所管分）」の２議案について審査いたしました。そ

の結果、付託議案については、全議案とも原案のとおり可決すべきものと決定いたしま

した。 

以下、審査の過程におきまして議論のありました事項について、その概要を申し上

げます。 

 議案第５５号「平成２５年度那賀町一般会計補正予算（第１号）について（所管

分）」、委員より「助老人憩いの家の修繕工事は終わっていると思うが、今回の補正内

容について説明を。」と求めたところ、理事者側より「１月の臨時議会で３百万円の補

正をお願いし、屋根全体の３分の１は修繕したが、予算成立から発注までの間の大雨の

影響で説明資料のような状態となったため、今回補正をお願いしたい。」と答弁があり

ました。委員からは「施設自体が老朽化していることもあり、今後も十分な調査をし、

修繕できるところは対応していっていただきたい。また高齢者の方も多く利用されてい

るので、トイレも和式から洋式に変えられるよう修繕してほしい。」と要望があり、理

事者側から「地元とも十分協議をし、要望があれば検討していきたい。」と答弁があり

ました。 

 また「平谷福祉センターの消防法による改善工事が補正計上されているが、施設自体

耐震化されていないので、今後どのように進めていくのか。」と質疑があり、理事者側

より「将来的には出張所を兼ねた複合施設として下ノ内地区への移設を考えているが、

県の工事が１０年以上かかると言われており、それまでに地震での倒壊により救急車が

出動できないことになっても困るため、必要な耐震改修はしなければいけないと思って

いる。」と答弁がありました。 

  付託されました２議案とも、理事者側の説明に対し理解できるものとして、可決した

ものであります。 

以上、審査の概要を申し上げ、厚生常任委員長報告といたします。 

〔新居敏弘厚生常任委員長、降壇〕 

○大澤夫左二議長 以上をもって、各委員長の報告が終わりました。 

  これより、ただいまの委員長報告に対する質疑を行います。質疑はありませんか。 

○大澤夫左二議長 「質疑なし」と認めます。 

これより、議案第５３号から議案第５８号までの６件についての討論を行います。
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発言ありますか。 

○大澤夫左二議長 「討論なし」と認めます。 

これより、採決に入ります。 

まず、議案第５３号「那賀町職員の特殊勤務手当に関する条例の一部改正について」

採決いたします。 

本件に対する委員長の報告は「原案可決」であります。これを委員長報告のとおり決

定することに賛成の方は、御起立願います。 

〔賛成者起立〕 

○大澤夫左二議長 「起立全員」であります。よって、議案第５３号は委員長報告のと

おり可決されました。 

次に、議案第５４号「那賀町手数料条例の一部改正について」採決いたします。 

本件に対する委員長の報告は「原案可決」であります。これを委員長報告のとおり

決定することに賛成の方は、御起立願います。 

〔賛成者起立〕 

○大澤夫左二議長 「起立全員」であります。よって、議案第５４号は委員長報告のと

おり可決されました。 

次に、議案第５５号「平成２５年度那賀町一般会計補正予算（第１号）について」

採決いたします。 

本件に対する各委員長の報告は「原案可決」であります。これを各委員長報告のと

おり決定することに賛成の方は、御起立を願います。 

〔賛成者起立〕 

○大澤夫左二議長 「起立全員」であります。よって、議案第５５号は各委員長報告の

とおり可決されました。 

次に、議案第５６号「平成２５年度那賀町集落排水事業特別会計補正予算（第１

号）について」採決いたします。 

本件に対する委員長の報告は「原案可決」であります。これを委員長報告のとおり

決定することに賛成の方は、御起立を願います。 

〔賛成者起立〕 

○大澤夫左二議長 「起立全員」であります。よって、議案第５６号は委員長報告のと

おり可決されました。 

次に、議案第５７号「平成２５年度那賀町ケーブルテレビ事業特別会計補正予算

（第１号）について」採決いたします。 

本件に対する委員長の報告は「原案可決」であります。これを委員長報告のとおり

決定することに賛成の方は、御起立を願います。 

〔賛成者起立〕 

○大澤夫左二議長 「起立全員」であります。よって、議案第５７号は委員長報告のと

おり可決されました。 

次に、議案第５８号「町道路線の変更について」採決いたします。 

本件に対する委員長の報告は「原案可決」であります。これを委員長報告のとおり

決定することに賛成の方は、御起立を願います。 
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〔賛成者起立〕 

○大澤夫左二議長 「起立全員」であります。よって、議案第５８号は委員長報告のと

おり可決されました。 

日程第２、議案第６２号「工事請負契約の締結について（平成２４年度町単独平谷

窪田団地町営住宅新築工事」を議題といたします。 

  提出者の説明を求めます。 

○坂口博文町長 議長。 

○大澤夫左二議長 坂口那賀町長。 

○坂口博文町長 それでは、追加でお願いいたしました議案第６２号について、御説明

をさせていただきます。 

  議案第６２号は「工事請負契約の締結について」であります。「平成２４年度町単独

平谷窪田団地町営住宅新築工事」について、町内の建築業者で構成する共同企業体３者

を指名し、指名競争入札を行いました。 

  入札の結果、有限会社岩崎建設・株式会社新居組平成２４年度町単独平谷窪田団地町

営住宅新築工事共同企業体と、消費税を含め１４１，７５０，０００円で工事請負契約

の締結をしたいので、地方自治法第９６条第１項第５号の規定により議会の議決を求め

るものであります。 

  以上、提案理由の説明といたします。どうかよろしくお願いいたします。 

○大澤夫左二議長 この内容の説明を求めます。 

○横山尚純上那賀支所長 議長。 

○大澤夫左二議長 横山上那賀支所長。 

○横山尚純上那賀支所長 はじめに議案を朗読させていただきます。 

  「議案第６２号、工事請負契約の締結について。次のとおり工事請負契約の締結をし

たいので、地方自治法第９６条第１項第５号の規定により議会の議決を求める。平成２

５年６月１９日提出、那賀町長 坂口博文。 

  次のとおり工事請負契約を締結する。１．契約の目的、平成２４年度町単独平谷窪田

団地町営住宅新築工事。２．契約の方法、指名競争入札。３．契約の金額、１４１，７

５０，０００円。４．契約の相手方、徳島県那賀郡那賀町白石字サデ山１２番地１、有

限会社岩崎建設・株式会社新居組平成２４年度町単独平谷窪田団地町営住宅新築工事共

同企業体、代表者 有限会社岩崎建設 代表取締役 岩崎洋一。」 

  内容についてですけれども、この工事は町内の建築業者１１者を予備指名し、共同企

業体を組織していただきました。その結果、共同企業体３者を指名し、６月６日に競争

入札しました。入札結果は、お手元に配布しています入札比較表のとおりで、請負率は

９４．５％であります。 

 工事内容は、木造平屋建て３棟・木造２階建て３棟の計６棟９戸、延べ床面積５８９

㎡の住宅で、下ノ内地区移転対象者用の町営住宅として建設するものです。木材使用量

は１２８㎥で、完成時期は平成２６年１月末を予定しています。なお、今回の入札では、

平成２５年度に労務費の単価アップがあったため、外構工事を外して入札しています。

今後、追加工事の発注による変更契約を予定しておりますので、よろしくお願いいたし

ます。 
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○大澤夫左二議長 これより質疑を行います。質疑ありませんか。 

○大澤夫左二議長 「質疑なし」と認めます。 

これから討論を行います。発言ありますか。 

○大澤夫左二議長 「討論なし」と認めます。 

これより、起立により採決します。議案第６２号については、原案のとおり決定す

ることに賛成の方は御起立願います。 

〔賛成者起立〕 

○大澤夫左二議長 「起立全員」であります。よって、議案第６２号は可決されました。 

日程第３、「特別委員会の設置について」を議題といたします。 

  お諮りいたします。クリーンセンター建設計画に当たり、その計画全般にわたって議

会で審査する必要があるため、議長を除く１４人の委員で構成する「クリーンセンター

建設特別委員会」を設置し、これに付託して閉会中も継続調査することにしたいと思い

ます。 

  これに御異議ございませんか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○大澤夫左二議長 「異議なし」と認めます。したがって、本件については、議長を除

く１４人の委員で構成する「クリーンセンター建設特別委員会」を設置し、これに付

託して閉会中も継続調査することに決定いたしました。 

ただいま、設置されました「クリーンセンター建設特別委員会」において委員会を

開催し、委員長・副委員長を互選の上、その結果を議長あて御報告願います。 

議事の都合により、暫時ここで休憩をいたします。 

午前１０時２２分 休憩 

午前１０時２６分 再開 

○大澤夫左二議長 休憩前に引き続き、会議を開きます。 

休憩中に委員会が開催され、互選の結果、委員長に新居敏弘君、副委員長に久川治

次郎君が互選されましたので、報告いたします。 

日程第４、「閉会中の継続調査について」議題といたします。 

お諮りいたします。お手元に配布のとおり、各常任委員会・議会運営委員会の各委

員長から、閉会中の継続調査並びに審査の申出があります。 

本件は、これを各委員長の申出のとおり、閉会中の継続調査並びに審査に付するこ

とに御異議ございませんか。 

（｢異議なし｣と呼ぶ者あり） 

○大澤夫左二議長 「異議なし」と認めます。したがって、閉会中の継続調査並びに審

査に付することに決定いたしました。 

以上をもって、今期定例会の会議に付議されました事件は全て議了いたしました。 

坂口町長の方から御挨拶があります。 

○坂口博文町長 議長。 

○大澤夫左二議長 坂口町長。 

○坂口博文町長 平成２５年６月那賀町議会定例会、５日から本日までの１５日間、提

出議案につきまして慎重審議御審議いただき、全議案御承認を賜りましたこと、厚く
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御礼を申し上げます。また、それらの議案につきましてそれぞれ御提言・御意見いた

だきました件につきましては、執行に当たり、その御意見・御提言を十分に認識の上

執行をさせていただきたいと思っております。 

  また、クリーンセンターの事業、今後非常に期間としても長い期間になります。最終

的に平成２９年や平成３０年、早ければ平成２９年度末、少し内容的に遅れれば平成３

０年ということになろうかと思います。そういった完成時期までの間につきまして特別

委員会を設置していただき、議会の皆さん方と共に、よきクリーンセンターになるよう

に御協議またいろいろ御審議いただけますこと、厚く御礼を申し上げます。今後におき

ましては、それぞれの候補地、現在１か所でございますが、今後２か所・３か所とまた

出る可能性もございます。それらも併せて十分御審議・御協議をいただけたらと思って

おります。 

 やはり本当に今後の重要案件の事業になろうかと思いますので、この点につきまして

は、どうか皆さん方の御意見また御提言をよろしくお願いを申し上げまして、今議会に

対する御礼と今後のそのクリーンセンターについての御協力をお願いして、御挨拶とさ

せていただきます。 

 どうもありがとうございました。 

○大澤夫左二議長 閉会に当たりまして、一言御挨拶を申し上げます。 

  今期定例会は、去る６月５日に開会以来本日までの１５日間、議員各位の熱心な御審

議をいただき、ここに閉会を迎えることになりました。これもひとえに各位の御精進の

たまものであり、心より敬意と感謝の意を表する次第であります。 

  ただいまは、またクリーンセンター建設特別委員会も設置され、また議会改革調査特

別委員会にもまた精力的に議論していただき、閉会中も皆様方の熱心な思案・研究をし

ていただきまして、この特別委員会の目的が十分達成されるように御精進賜りますこと

を心からお願い申し上げ、大変暑い時期に向かいますので、どうか皆様方、お体に十分

留意されて、活躍されることを祈念申し上げまして、閉会の挨拶とさせていただきま

す。どうも大変御苦労でございました。 

  これをもって、平成２５年６月那賀町議会定例会を閉会いたします。大変御苦労でご

ざいました。 

午前１０時３１分 閉会 
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